
（平成２２年９月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 195 件

国民年金関係 21 件

厚生年金関係 174 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 101 件

国民年金関係 44 件

厚生年金関係 57 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

東京国民年金 事案8253 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 14 年 11 月から 15 年２月まの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年11月から15年３月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料を納付した領収証書を所持しており、還付を受け

た記憶は無い。平成 15 年３月については、保険料を納付後に厚生年金保険に加入し

たことに気付いたが、その前の期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、無資格期間とされている申立期間の国民年金保険料を平成 14 年 12 月 20

日に２か月分、15 年２月４日に１か月分及び同年３月 13 日に２か月分納付した領収証

書を所持している。申立人は、申立期間直前の 14年 10月の約１か月間、厚生年金保険

適用事業所に勤務しており、離職後再加入手続をせずに、当該事業所就職前の 14 年度

当初に送付された納付書を使用して上記の期間の保険料を納付したことから、無資格期

間となった申立期間について保険料を納付した状態が生じたものである。 

 その後の申立人に対する加入勧奨及び納付された保険料の過誤納等の処理については、

オンライン記録により、平成 14年 11月１日に申立人が厚生年金保険の被保険者資格を

喪失した後、15 年１月に初回の加入勧奨が行われ、未適用者一覧表（最終）が作成さ

れた 16年８月 24日時点でも未加入であったことが確認でき、また、オンライン記録、

国民年金過誤納保険料還付決定通知書及び還付金時効消滅整理決議書により、上記の納

付された保険料については、無資格期間納付のため、上記納付日の数日後に還付決議が

行われ、その後還付請求権の消滅時効により、17 年１月、３月及び４月に還付金時効

消滅整理決議が行われていることが確認できる。 

しかしながら、申立期間のうち、申立人が再就職した平成 15 年３月より前の 14 年

11 月から 15 年２月までの期間は、本来国民年金の強制被保険者となる期間であり、申



                      

  

立人は、厚生年金保険被保険者資格喪失後、再加入手続はしていないが、当該期間につ

いて保険料の納付義務があると認識して納期限内に保険料を納付し、現在まで領収証書

を保管してきており、当該期間の保険料を納付した事実が認められ、還付金時効消滅整

理により還付は受けていないこと、行政側が、当該期間が本来国民年金の強制被保険者

となる期間であり、かつ、保険料が納付済みであることを十分確認せずに、その後の加

入勧奨や還付金時効消滅整理の事務処理を形式的に行ったと考えられることなどから、

当該期間の保険料は納付していたものと考えるのが相当である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成 14 年

11月から15年２月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

申立期間のうち、平成 15 年３月については、当該期間は厚生年金保険加入期間であ

り、当該期間の納付済保険料の還付請求をしていない申立人の還付請求権は時効により

消滅したものと考えるのが自然であることから、還付についての記録を訂正することは

できない。 



                      

  

東京国民年金 事案8254               

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

                 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年１月から同年３月まで 

    私の母は、私の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間後は学生となった

ので免除申請したが、母が私の保険料を未納のままにするはずがない。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間の１回のみであり、申立人は、申立期間及び申請免除期間

を除き国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人が所持する領収証書から、申立期間の直前の期間の保険料は納期限内に

納付されていることが確認できる上、申立期間について、申立人の保険料を一緒に納付

していたとする母親の自身の保険料は納付済みであるなど、申立内容に不自然さは見ら

れず、申立期間当時に納付を行うことが困難な状況にあったと確認される事情も見られ

ない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8255          

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年３月              

私は、申立期間の国民年金保険料が還付されたことになっていることをずっと後に

なって知った。還付されたとする時期には海外に在住しており、保険料の還付を受け

ていない。申立期間が未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

      申立人は、申立期間を含む昭和 60 年１月から同年３月までの国民年金保険料を同年

３月４日に納付していることが申立人の所持する領収証書から確認でき、その後、申立

人は、夫の海外転勤に伴い、同年３月 13 日に被保険者資格の喪失手続を行っているこ

とがオンライン記録から確認できる。当該納付済みの申立期間の保険料については、資

格喪失したことにより、同年３月 30 日に還付決議された旨が特殊台帳に記載されてお

り、還付整理簿にも、同日に還付決議され、同年４月 16 日に還付金支払が行われた旨

の記載が認められる。 

 しかしながら、申立人が所持するパスポートの出入国記録から、申立人は昭和 60 年

３月 27 日に出国し、63 年３月 24 日に帰国していることが確認でき、申立人は上記還

付決議及び還付金支払時に、国内に居住しておらず、還付金請求書（様式）を受け取っ

ていないと考えられること、オンライン記録に申立期間の過誤納の記録がないこと（オ

ンライン化は 59 年８月から実施されている。）など、還付金の支払を疑わせる事実が

認められる。 

 以上のとおり、現に申立期間の保険料を納付した事実が認められ、また、還付金の支

払いを疑わせる事実が認められることから、当該保険料は、長期間国庫歳入金として取

り扱われていたものと推認され、制度上被保険者となり得ないことを理由として保険料

の納付を認めないのは信義則に反するなどの事情を含めて総合的に判断すると、申立人

は、申立期間の保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8261 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47年４月から 48年７月までの国民年金保険料については、免除されて

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年４月から48年７月まで 

    私は、夫が亡くなった翌年の昭和 47 年に転居し、国民年金の住所変更手続と昭和

47 年度の国民年金保険料納付のために区役所に行った際、区職員から免除申請でき

ると勧められ、免除の申請を行った。その後、毎年、免除承認通知書が送られてきて

いたが、58 年に突然訪ねて来た区職員から、「このままでは将来受給できる年金額

が少なくなるので、過去の免除期間の保険料を納めた方がよい。」と言われ、過去

10 年分の免除期間の保険料をさかのぼって納付した。しかし、年金の受給手続をし

たとき、さかのぼって納付した期間より前の免除期間が未加入期間に変更されている

ことを知った。申立期間が国民年金に未加入で保険料が免除とされていないことに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が所持する国民年金手帳及び国民年金保険料免除申請承認通知書並びに特殊

台帳により、申立人は、昭和 44年 12月に国民年金の強制加入被保険者として管理さ

れ、申立期間を含む昭和 47年度から 57年度までの期間については、国民年金保険料

が免除されていたことが確認できる。また、申立人の所持する預金通帳の取引記録か

ら、申立人が過去 10年分の保険料をさかのぼって納付したとする昭和 58年の９月の

欄に「ホケンリョウ」の文字と金額が印字されており、その金額は、オンライン記録

で納付済みとなっている申立期間直後の 48 年８月から 58 年３月までの約 10 年間の

保険料額と一致することから、申立人は 58年９月に過去 10年間の免除期間の保険料

を追納したものと推認できる。 

２ さらに、申立人が居住している区の記録によると、昭和 58 年度に資格取得及び資

格喪失の記録訂正を行った旨の記載があり、昭和 59 年５月現在の国民年金の納付状

況等を示す年度別納付状況リストによると、申立期間は国民年金の未加入期間とされ



                      

  

ていることから、申立人が 58年９月に過去 10年間の保険料を追納して間もなく、行

政側において申立人が、制度上、申立期間については強制加入とならない者であった

ことに気づき、保険料が唯一納付されていなかった申立期間のみ、その被保険者資格

を取り消し、免除期間から未加入期間に記録訂正したものと考えられる。 

３ 本来、申立人は、国民年金加入時は夫が厚生年金保険被保険者であり、夫が昭和

46 年 10 月に死亡した後は、厚生年金保険の遺族年金の受給権者であるので、加入当

初から任意加入被保険者として管理すべきであったところ、強制加入被保険者として

管理されていたために申立期間は免除承認されたものである。 

４ しかしながら、任意加入とした後において、一部期間の追納を任意加入期間の納付

済期間として認めたり、納付されていなかった期間の資格を取り消すといった一連の

処理には、一貫性が無いばかりか、申立人は、申立期間が未加入期間となることを行

政側から知らされた憶
おぼ

えは無く、平成 14 年に年金記録を確認するまで当該事実を認

識していなかったと主張しており、申立期間に係る国民年金保険料免除申請承認通知

書を現在まで大切に所持していたことを踏まえると、昭和 58 年当時、行政側から申

立人に対し適切な説明がなされ、申立人が申立期間を未加入期間となったと認識して

いたとは到底考え難い。 

５ このため、申立人の免除に基づく年金給付に対する期待と信頼は、20 年以上の長

期間にわたり醸成されてきたものであり、申立期間が、保険料の免除を行うことが制

度的に可能な強制加入期間でなくなったことを理由として、保険料の申請免除期間と

認めないのは信義衡平の原則に反するものと考えられる。 

６ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料

を免除されていたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年７月から同年９月まで 

私は、昭和 42 年９月に国民年金に任意加入し、60 歳まで国民年金保険料を納付し

てきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間の１回であり、申立人は、昭和 42 年９月に国民年金に任

意加入して以降、申立期間を除き 60 歳到達時まで国民年金保険料をすべて納付してい

る。 

また、申立人が、申立期間当時に保険料を納付していたとする区出張所は、当時開設

されており、保険料の収納業務を取扱っていたことが確認できるなど、申立内容に不自

然さは無く、申立期間当時に保険料を納付することが困難な状況にあったと確認される

事情も見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8263 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成８年４月から９年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月から９年４月まで 

    私は、就職した平成９年に会社から支給された賞与で、学生時代に納付できなかっ

た申立期間の国民年金保険料をさかのぼって納付した。その納付については姉も知

っており、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、平成８年４月から９年３月までの期間については、申立人は、申立

期間を除き国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付しており、申立期間の保険

料をさかのぼって納付したとする平成９年の賞与支給時期の夏期及び 12 月時点では、

申立期間の保険料を過年度納付することが可能であり、申立人が納付したと説明する金

額は、当該期間の保険料を過年度納付した場合の金額とおおむね一致する。また、申立

人は、当時居住していた区を管轄する社会保険事務所（当時）が勤務先と同じ下車駅に

あったため、当該社会保険事務所で保険料を納付したと具体的に記憶しており、当時、

社会保険事務所で過年度保険料を納付することが可能であった上、申立期間当時に申立

人と同居していたとする申立人の姉は、申立人から「学生時代の保険料をさかのぼって

納付したので、保険料はすべて納めている。」と聞いたことがあると証言しているなど、

申立内容に不自然さは見られない。 

   しかしながら、申立期間のうち平成９年４月については、申立人がさかのぼって保険

料を納付したとする時点では、当該期間は現年度であり、現年度保険料は社会保険事務

所で収納することができない上、申立人は、社会保険事務所以外の場所で当該期間の保

険料を納付した記憶が無いと説明しているなど、申立人が当該期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち平成８年４月

から９年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8264 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44年４月から 45年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年４月から45年９月まで 

    私は、昭和 38 年８月に会社を退職してから数年後、区役所から国民年金の加入勧

奨の連絡をもらったため国民年金に加入した。以後は、定期的に国民年金保険料を

未納のないように納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 43 年４月以降、申立期間を除き国民年金加入期間の国民年金保険料

をすべて納付しており、申立期間は18か月と比較的短期間である。 

   また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 44 年２月に払い出されていることか

ら、申立期間は、保険料を現年度納付することが可能な期間である上、申立人は、区の

集金人に印紙検認により保険料を納付していたと具体的に説明しており、当該納付方法

は、申立人が当時居住していた区において、申立期間のうち昭和 45 年３月まで実施さ

れていた保険料の徴収方法と合致する。 

さらに、当該区では昭和 54 年３月まで区の専任徴収員が配置されており、申立人は

申立期間前後を通じて住所に変更が無いことから集金人は申立期間中も訪れていたもの

と考えられる上、当時同居していた母親は申立期間の保険料が納付済みであるなど、申

立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8270   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 14 年１月から同年４月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年１月から同年４月まで 

私は、平成 14 年１月に会社を退職後、失業手当をもらっている間、国民年金に再

加入し、国民年金保険料を納付していた。申立期間が未加入で保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は４か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国

民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、平成 14 年１月に会社を退職した後、国民年金及び国民健康保険の

加入手続を同時に区役所の出張所で行ったと説明しており、国民健康保険の加入手続は

適正に行われていることが確認できること、納付書により納付したとする金額は申立期

間の保険料額と一致していることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

さらに、申立期間は未加入期間とされているが、ハローワークの受給記録により、申

立人の雇用保険の基本手当日額が被扶養者となる基準額を超えており、第３号被保険者

資格を得られないことが確認でき、申立人が失業手当（雇用保険給付）を受給している

旨を出張所で説明し、加入手続を行ったとする説明内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8271             

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年 12 月から 55 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和54年12月及び55年１月 

② 昭和55年２月及び同年３月 

私は、昭和 53年 11月に国民年金に任意加入してから 55年２月に海外に転居する

までの国民年金保険料を納付しており、海外に転居後の 55 年２月分及び同年３月分

の保険料は父親が納付しており、申立期間の領収書を所持している。申立期間が国

民年金に未加入及び適用除外とされ保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①の国民年金保険料を昭和 55年１月 28日に、申立期間②の保険

料を同年３月 29 日に納付した国民年金保険料領収書を所持しているが、当該納付済保

険料について、社会保険事務所（当時）は、申立期間①は昭和 54 年 12 月 31 日に資格

喪失後の未加入期間であること、申立期間②は申立人が国内に居住しておらず国民年金

の被保険者となり得ない期間であることを理由として、平成 20年５月 28日に還付決議

をしている。 

しかしながら、申立人が所持するパスポートにより、申立人は昭和 55 年２月２日に

出国していることが確認でき、54 年 12 月 31 日に資格喪失手続をしたとすれば、その

後の保険料を上記のとおり 55年１月 28日に納付しているのは不自然であり、申立人が

所持する国民年金手帳にも資格喪失日は 55 年４月１日とされていること、申立期間の

保険料は納付されている事実が認められ、当該保険料については還付された記録が無く、

28 年間以上国庫歳入金として扱われていることから、申立期間は保険料納付済期間と

すべきである。 

上記のとおり、制度上、国民年金の未加入期間及び被保険者となり得ない期間であること

を理由として保険料の納付を認めないのは信義則に反するなどの事情を含めて総合的に判断

すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8277 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年１月から同年３月までの期間及び 57 年 10 月

から 59 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和57年１月から同年３月まで 

             ② 昭和57年10月から59年９月まで 

    父は、私が 20歳になった昭和 57年＊月に、私の将来を心配して私の国民年金の加

入手続を行い、59 年４月まで国民年金保険料を納付してくれていた。同年５月に一

人暮らしを始めてからは自分で保険料を納付した。申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、当該期間は３か月と短期間であるとともに、申立人の国民年

金手帳の記号番号が払い出された昭和57年５月ごろ時点では、当該期間の国民年金保険

料を過年度納付することが可能であり、当該期間直後の57年４月から同年９月までの保

険料は納付済みである上、申立人は、申立人の父親から、年金手帳を渡された際、「こ

れまでの保険料は納付済みだ。」と言われたと説明している。 

また、申立期間②のうち、昭和57年10月から59年３月までの期間については、申立人

の手帳記号番号の払出し時点から現年度納付することが可能である上、当該期間におい

て住所変更は無いことから、当該期間に係る納付書は発行されていたものと考えられる

など、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間②のうち、昭和59年４月から同年９月までの期間については、

申立人が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無く、申立人は59年５月に転居した後の国民年金の住所変更手続及び保険料の納

付時期についての記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間直後の59年10月から同年12月までの保

険料は、時効直前の62年１月にさかのぼって納付されているなど、申立人が当該期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和57年１

月から同年３月までの期間及び昭和57年10月から59年３月までの期間の国民年金保険料

を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8278 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年８月の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年８月 

私は、会社を退職して２か月ほど経った平成９年10月ごろ、区役所から、会社の退

職月が厚生年金保険の加入期間となっておらず国民年金に加入する必要がある旨の文

書が届いたので、最寄りの出張所で相談し、その場で退職月の１か月だけ国民年金に

加入し、納付書により国民年金保険料を納付した。申立期間が国民年金に未加入で保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成９年10月ごろ、住所地の最寄りの区役所出張所において、出張所職員

から厚生年金保険被保険者資格を同年８月31日に喪失している場合、同年８月は国民年

金加入期間となる旨の説明を受け、同日に当該出張所で国民年金第１号被保険者の資格

取得手続を行い、同年８月分の国民年金保険料を納付書により納付するとともに、当該

出張所職員から加入手続後における記録管理及び年金手帳への記録記載に関する説明を

受けたと、当時の状況について具体的に記憶している上、当該出張所では、当時、国民

年金の加入手続及び保険料収納の事務を取り扱っていたことが確認できる。 

また、申立人が納付したとする金額は、申立期間の保険料を納付した場合の金額とお

おむね一致している上、申立人及びその妻は、申立人が妻の申立期間に係る国民年金被

保険者資格の取得及び喪失の手続並びに保険料納付を行ったと説明しているところ、オ

ンライン記録によると、妻に係る申立期間前後の国民年金第１号・第３号被保険者資格

の取得及び喪失の記録は、申立期間直後の平成９年９月に入力されており、申立期間の

保険料が10年３月に現年度納付されていることが確認できるなど、申立内容の信憑
ぴょう

性

は極めて高いものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8284 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 36年４月から 38年３月までの国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から41年11月まで 

私の妻は、夫婦二人分の国民年金保険料をまとめて納付した記憶がある。妻の保険

料が納付済みとなっているのに、申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立期間のうち昭和 36年４月から 38年３月までの期間については、申立人の国民年

金手帳の記号番号は 49 年 12 月ごろに夫婦連番で払い出されており、48 年４月からの

国民年金保険料の納付開始以降、夫婦の保険料の納付済期間、未納期間及び申請免除期

間は、ほぼ同一となっていること、申立人の妻は、第３回特例納付において、54 年７

月に国民年金の受給資格期間を満たすために必要となる６か月分の保険料を特例納付し

た上で、55 年６月に更に 24 か月分の保険料を特例納付していることが附則４条リスト

により確認できること、妻が第３回特例納付で納付したとする保険料の金額は、上記の

６か月分の保険料額及び夫婦二人分各 24 か月分の保険料額を合わせた金額におおむね

一致することなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間のうち昭和 38 年４月から 41 年 11 月までの期間については、

申立人の妻が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）が無く、妻が納付していたとする保険料の金額では、当該期間の保険料をも納付

することはできないなど、申立人の妻が当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年

４月から38年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8285 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年 11 月から 61 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60 年11月から61年３月まで 

私は、夫が退職したときに、国民年金の加入手続を行って国民年金保険料を納付し

たはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は５か月と短期間であり、申立人は申立期間後の国民年金保険料をすべて納

付している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 61 年８月に払い出され、オンライン

記録によれば、申立期間は 62年 1月 13日に未加入期間から未納期間に記録訂正され同

月 19 日に過年度納付書が作成されていることが確認でき、申立人は当該納付書を受け

取っていたと考えられること、申立人の夫は申立期間の自身の保険料を 61年 10月に過

年度納付していることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8286 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年 10 月から同年 12 月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和48年４月から51年３月まで 

② 昭和51年８月から58年３月まで 

③ 昭和58年10月から同年12月まで 

私は、母から、昭和59年か60年ごろ役所の人が自宅に来て、私の国民年金の未納

分の国民年金保険料を納付するように催促され、まとめて保険料を納付したと聞いて

いる。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立期間③については、申立人の国民年金手帳の記号番号は、当該記号番号に近接す

る番号の任意加入者の加入時期から、昭和 60 年６月ごろに払い出されたと考えられ、

当該払出時点で当該期間の保険料を過年度納付することが可能であったこと、当該期間

の前後の保険料は過年度納付されていることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①及び②については、申立人の母親が当該期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金保

険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする母親から当時の状況を聴取

することが困難であるため、当時の状況が不明である。また、申立人の手帳記号番号払

出時点で、当該期間は時効により保険料を納付することができない期間であるなど、申

立人の母親が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年

10月から同年12月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8294 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60年４月から 61年１月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年４月から61年１月まで 

    私は、昭和 47年 11月に国民年金に任意加入し、国民年金保険料を納付していた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 10 か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の

国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、申立期間中の昭和 60 年８月に転居しているが、転居前の市の被保

険者名簿により、住所変更手続を適切に行っていることが確認でき、申立期間の前後の

期間の保険料は現年度納付されているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8295 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年４月から61年３月まで 

    私は、昭和 49 年４月に国民年金に任意加入して第３号被保険者になるまで、国民

年金保険料を納付していた。申立期間が保険料の未納期間及び国民年金の未加入期間

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は12か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国

民年金保険料をすべて納付している。 

また、当時居住していた市の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳から、申立人は、昭

和56年度から申立期間直前の59年度までの各年度の保険料を前納していることが確認で

き、申立人がこれに引き続く申立期間の保険料を納付しなかったとは考えにくいなど、

申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8301 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年４月から41年３月まで 

    私は、昭和 40年４月 12日に申立期間の保険料を一括納付したときに印紙検認を受

けた国民年金手帳を所持している。40 年以上経過した今になって、申立期間が国民

年金の未加入期間であるとして保険料を還付されることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を昭和 40年４月 12日に納付したことを示す印

紙検認印が押された国民年金手帳を所持しており、当該国民年金手帳には 36 年 12 月

13 日に任意加入した後、40 年４月１日に任意加入被保険者資格を喪失した旨が記載さ

れている。 

社会保険事務所（当時）は、申立期間が未加入期間であることを理由に、平成 21 年

11 月に申立期間の保険料相当額の還付を決議しているが、申立人が任意加入被保険者

資格を昭和 40 年４月１日に喪失する合理的な理由は見当たらない上、同年４月１日に

資格喪失とされながら、申立人はその後の同年４月 12 日に申立期間の保険料を一括納

付していることが確認できる上、当該保険料については平成 21年 11月に還付決議され

るまで還付処理されていないなど、納付記録に不自然な点が認められる。 

また、当該保険料相当額が平成 21年 11月に還付決議されているが、申立人は還付請

求書を提出しておらず、当該保険料が還付された事実は認められないことから、申立人

が申立期間の保険料相当額を納付し、長期間国庫歳入金として扱われていたことは明ら

かであり、制度上任意加入となる要件を欠き、資格喪失しているため被保険者となり得

ないことを理由として、申立期間の被保険者資格と保険料納付を認めないことは信義則

に反するものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8310 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53年１月から同年３月までの期間及び 53年７月の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和53年１月から同年３月まで 

             ② 昭和53年７月 

    私は、昭和 48 年７月に会社を退職後、市役所で国民年金に加入し、加入後は国民

年金保険料を納付していた。53 年８月の日本出国の際には、国民年金の資格喪失手

続を行い、保険料は出国の２、３日前に納付したはずである。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月及び１か月とそれぞれ短期間であり、申立人は、申立期間を除く国

民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、申立期間①直前の昭和 52 年 10 月から同年 12 月までの保険料を現

年度納付し、申立期間①と②の間の 53 年４月から６月までの保険料を納付しており、

海外の貿易駐在員ビザを 53 年６月に取得し、その後国民年金の資格喪失手続を同年８

月 25日に行い、８月 28日に出国していることが確認できるほか、申立期間の保険料は

出国の２、３日前に金融機関で納付したと具体的に説明しているなど、申立内容に不自

然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8311 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年２月から 47年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年２月から47年３月まで 

    私の夫は、結婚後の昭和 46 年４月ごろに私の国民年金の加入手続をし、国民年金

保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 14 か月の１回のみであり、申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間

について国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 46 年４月ごろに払い出されており、

当該時点で申立期間の保険料は現年度納付することが可能であり、申立人の保険料を一

緒に納付していたとする夫は、申立期間の自身の保険料は納付済みであるなど、申立内

容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8312 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 14年４月から 15年３月までの国民年金保険料については、学生納付特

例期間とされていたものと認められることから、記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和56年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年４月から15年３月まで 

    私は、市役所から国民年金に加入するように案内がきて、国民年金の加入手続をし、

役所の職員に勧められて学生納付特例の申請をした。申立期間が学生納付特例期間と

されていないことに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が当時居住していた市では、申立期間は強制加入期間であり、学生納付特例の

申請がない場合には納付書を送付したはずであると説明しており、申立人は、申立期間

の納付書が自宅に届いていた記憶が無く、届いていたとすれば両親と相談をし、その時

点で学生納付特例の申請をしたと思うと具体的に説明している。 

また、学生納付特例は年度ごとに申請手続が必要であるが、申立人の平成 13 年１月

から 14 年３月までの期間については、申立人が居住していた市が管理する市町村名簿

では 13 年２月 13 日に申請しているのに対し、オンライン記録では、13 年１月から同

年３月までの期間については同年２月 13日、同年４月から 14年３までの期間について

は 13 年５月９日の二度にわたり申請しており、関係機関の対応が相違していることが

確認できるなど、申立期間に関する記録管理が不十分であった状況がみられるなど、申

立人が申立期間の学生納付特例の申請を行ったとする申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立期間は学生納付特例期間であったも

のと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8313 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

  

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年４月から同年６月まで 

 私の母は、申立期間当時、父、母、私の国民年金保険料を一緒に納めていた。母の

申立期間の保険料が納付済みとなっているので、私の保険料も納付していたはずであ

る。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間の１回のみであり、申立人は、申立期間を除く国民年金加

入期間について国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人の保険料を一緒に納付していたとする母親及び父親も申立期間の自身

の保険料を納付しているなど、申立内容に不自然さは無く、申立期間当時に納付を行

うことが困難な状況にあったと確認される事情もみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



東京厚生年金 事案 11562～11580（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の

規定により年金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に

基づき、申立人の標準賞与額を平成 15 年７月５日は＜標準賞与額＞（別

添一覧表参照）、同年 12 月５日は＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）、16

年７月５日は＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）、同年 12 月１日は＜標準

賞与額＞（別添一覧表参照）、18 年７月５日は＜標準賞与額＞（別添一覧

表参照）、同年 12 月５日は＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすること

が必要である。  

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  

基礎年金番号 ：   別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住 所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月５日 

         ② 平成 15 年 12 月５日 

         ③ 平成 16 年７月５日 

         ④ 平成 16 年 12 月１日 

         ⑤ 平成 18 年７月５日 

         ⑥ 平成 18 年 12 月５日 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準賞与額の記

録が無い。同社は、既に社会保険事務所（当時）に賞与支払届を提出し

たものの、時効により厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は

給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳及び支給控除一覧表により、申立人は、平

成 15 年７月５日、同年 12 月５日、16 年７月５日、同年 12 月１日、18 年

７月５日及び同年 12 月５日に、同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 



一方、特例法に基づき標準賞与額を決定又は改定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額

の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額を、上記賃金台帳及び

支給控除一覧表において確認できる厚生年金保険料控除額から、平成 15

年７月５日は＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）、同年 12 月５日は＜標準

賞与額＞（別添一覧表参照）、16 年７月５日は＜標準賞与額＞（別添一覧

表参照）、同年 12 月１日は＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）、18 年７月

５日は＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）、同年 12 月５日は＜標準賞与額

＞（別添一覧表参照）とすることが妥当である。 

   なお、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主が届出の誤りを認めていることから、これを履

行していないと認められる。 



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成15年７月５日 15万円

平成15年12月５日 20万円

平成16年７月５日 22万円

平成16年12月１日 23万円

平成18年７月５日 25万円

平成18年12月５日 24万3,000円

平成15年７月５日 37万8,000円

平成15年12月５日 40万円

平成16年７月５日 41万円

平成16年12月１日 41万円

平成18年７月５日 42万円

平成18年12月５日 40万9,000円

平成15年７月５日 88万8,000円

平成15年12月５日 88万8,000円

平成16年７月５日 88万8,000円

平成16年12月１日 88万8,000円

平成18年７月５日 90万円

平成18年12月５日 87万8,000円

平成15年７月５日 30万円

平成15年12月５日 33万円

平成16年７月５日 35万円

平成16年12月１日 36万円

平成18年７月５日 38万円

平成18年12月５日 37万円

平成15年７月５日 38万4,000円

平成15年12月５日 40万円

平成16年７月５日 40万円

平成16年12月１日 40万円

平成18年７月５日 42万円

平成18年12月５日 40万9,000円

平成15年７月５日 20万円

平成15年12月５日 25万円

平成16年７月５日 30万円

平成16年12月１日 32万円

平成18年７月５日 35万円

平成18年12月５日 34万1,000円

平成15年７月５日 53万8,000円

平成15年12月５日 56万円

平成16年７月５日 56万円

平成16年12月１日 56万円

平成18年７月５日 58万円

平成18年12月５日 56万5,000円

平成15年７月５日 68万円

平成15年12月５日 73万5,000円

平成16年７月５日 73万5,000円

平成16年12月１日 73万5,000円

平成18年７月５日 75万円

平成18年12月５日 73万1,000円

11567 男 昭和52年生

11569 男 昭和42年生

11565 男 昭和47年生

11563 男 昭和35年生

11562 男 昭和48年生

11564 男 昭和35年生

11566 男 昭和39年生

11568 男 昭和44年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成15年７月５日 58万8,000円

平成15年12月５日 60万円

平成16年７月５日 60万円

平成16年12月１日 60万円

平成18年７月５日 62万円

平成18年12月５日 60万5,000円

平成18年７月５日 17万円

平成18年12月５日 19万5,000円

平成15年７月５日 73万5,000円

平成15年12月５日 73万5,000円

平成16年７月５日 73万5,000円

平成16年12月１日 73万5,000円

平成18年７月５日 75万円

平成18年12月５日 73万1,000円

平成15年７月５日 38万3,000円

平成15年12月５日 40万円

平成16年７月５日 40万円

平成16年12月１日 40万円

平成18年７月５日 42万円

平成18年12月５日 40万9,000円

平成15年７月５日 73万5,000円

平成15年12月５日 73万5,000円

平成16年７月５日 73万5,000円

平成16年12月１日 73万5,000円

平成18年７月５日 75万円

平成18年12月５日 73万1,000円

平成15年７月５日 42万5,000円

平成15年12月５日 44万円

平成16年７月５日 45万円

平成16年12月１日 45万円

平成18年７月５日 46万円

平成18年12月５日 44万8,000円

平成15年７月５日 84万4,000円

平成15年12月５日 84万4,000円

平成16年７月５日 84万4,000円

平成16年12月１日 84万5,000円

平成18年７月５日 86万円

平成18年12月５日 83万9,000円

平成15年７月５日 31万円

平成15年12月５日 33万円

平成16年７月５日 35万円

平成16年12月１日 36万円

平成18年７月５日 38万円

平成18年12月５日 37万円

平成18年７月５日 17万円

平成18年12月５日 19万5,000円

11571 男 昭和44年生

11573 男 昭和45年生

11575 男 昭和27年生

11577 男 昭和40年生

11570 男 昭和40年生

11578 男 昭和45年生

11572 男 昭和44年生

11576 男 昭和40年生

11574 男 昭和43年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成15年７月５日 70万円

平成15年12月５日 40万円

平成16年７月５日 40万円

平成16年12月１日 40万円

平成18年７月５日 40万円

平成18年12月５日 39万円

平成15年７月５日 85万2,000円

平成15年12月５日 85万2,000円

平成16年７月５日 85万2,000円

平成16年12月１日 85万2,000円

11579 男 昭和18年生

11580 男 昭和31年生



                      

  

東京厚生年金 事案11581 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記録

を昭和 20 年６月 15 日に、資格喪失日に係る記録を 21 年４月１日に訂正し、当該期間

の標準報酬月額を40円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和19年10月１日から20年６月15日まで 

             ② 昭和20年６月15日から21年４月１日まで 

             ③ 昭和21年４月１日から24年４月17日まで 

60 歳になり、年金受給の手続をしたときに、Ａ社の記録が無いと言われ、平成 21

年になって年金記録が見つかったが、申立期間①及び③について脱退手当金の支給記

録があることを知った。 

しかし、事業所を退職するときには、脱退手当金の説明は無く、受給したことは無

いので、脱退手当金の支給記録を取り消してほしい。 

また、申立期間②については、引き続きＡ社に勤務していたはずなので、当該期間

について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、Ｂ社からの回答文書及び複数の同僚の供述から申立人が当

該期間も同社に継続して勤務していたことが推認できる。 

また、Ｂ社の担当者は、正社員で厚生年金保険料を控除されていない者の存在につ

いて「多分それはない。」と回答している上、上記同僚は、「申立人は当該期間につ

いても勤務形態に変更は無く、引き続き正社員として一緒に勤務していた。」と供述

しており、当該同僚は、厚生年金保険の記録が継続している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたものと認められる。 



                      

  

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 20 年５月

の社会保険事務所（当時）の記録から、40円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は不

明としているが、事業主から提出された、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失届には、昭和 20年６月 15日に資格喪失した旨の記載が確認できることから、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年

６月から 21 年３月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務

所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

２ 申立期間①及び③の脱退手当金については、申立人の厚生年金保険被保険者台帳に

は、脱退手当金が支給されたことが記載されている上、申立人の申立期間③に係る事

業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されていることを

意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間③に係る厚生年金保険被保

険者資格喪失日から約４か月後に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

また、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度創設前であり、

申立期間③の事業所を退職後、昭和 58 年２月まで厚生年金保険の加入歴の無い申立

人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人から聴取して

も受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間①

及び③に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11582 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められることから、

申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和30年３月７日から35年９月13日まで 

平成 21 年５月に、年金記録を確認したところ、申立期間について脱退手当金の支

給記録があることを知った。 

しかし、脱退手当金の請求手続を行ったことも、受給した記憶も無いので、年金記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保

険被保険者台帳記号番号払出簿の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであり、

申立期間の脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人は、昭和 35 年

12 月に婚姻し、改姓していることから、申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期間

をその計算の基礎とするものであるが、申立期間より前の被保険者期間についてはその

計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、申立人が２回の被保険者期間のう

ち、最初の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11586 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 20 年９月７日から同年 11 月１日までの期間及び

21 年３月１日から同年 11 月１日までの期間の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を 20 年９月７日に、資格喪失日に係る記録を 21 年 11 月１日に訂正し、当該期間の

標準報酬月額を 20 年９月及び同年 10 月は 200 円、21 年３月は 200 円、同年４月から

同年10月までは600円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立期間②のうち、昭和 21年 11月１日から 23年 12月 24日までの期間の厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立

人のＢ社（後に、Ｃ社）における資格取得日に係る記録を 21年 11月１日に訂正し、当

該期間の標準報酬月額を同年 11 月から 23 年７月までは 600 円、同年８月から同年 11

月までは8,100円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 明治44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和20年９月７日から同年11月１日まで 

② 昭和21年３月１日から23年12月24日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①及び同社から出向して関連会社であるＢ社に勤務し

ていた申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に異動はあったが継続

して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社から提出された経歴証明書から判断すると、申立人が同

社に継続して勤務し（昭和 20 年９月７日にＤ社からＡ社本社に異動）、当該期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

２ 申立期間②のうち、昭和 21年３月１日から同年 11月１日までの期間について、Ａ



                      

  

社から提出された経歴証明書から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（同年

11 月１日に同社本社からＢ社に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

なお、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和21年４月19日であり、

申立期間②のうち同年３月１日から同年４月 18 日までは適用事業所となっていない。

このことについて、Ａ社は、「何らかの理由で申立人はＢ社へ異動となり、本来、同

社で厚生年金保険料を控除し、納付すべきところ、そうならなかった。」と回答して

いるが、Ｃ社の清算人は、「当時の状況から、通常出向の場合は本人の出向元が賃金

を支払っていたと思われる。」と回答している。 

また、申立人は昭和21年３月からＡ社とＢ社を兼務していたと主張している。 

以上のことから、申立期間②のうち、昭和21年３月１日から同年11月１日までの

期間について、Ａ社において厚生年金保険の被保険者資格を有していたものと考える

のが相当である。 

さらに、申立期間②のうち、昭和 21年 11月１日から 23年 12月 24日までの期間

について、Ａ社から提出された経歴証明書から判断すると、申立人がＢ社に継続して

勤務し（21 年 11 月１日にＡ社本社からＢ社に異動）、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

３ 申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 20年 11月の社

会保険事務所（当時）の記録から 200 円、申立期間②のうち、21 年３月から同年 10

月までの期間に係る同社における標準報酬月額については、申立人の同社における同

年２月の社会保険事務所の記録から同年３月は 200 円、同年４月から同年 10 月まで

は 600円、申立期間②のうち、同年 11月から 23年 11月までの期間に係るＢ社にお

ける標準報酬月額については、当該期間前後の社会保険事務所の記録から 21年 11月

から 23年７月までは 600円、同年８月から同年 11月までは 8,100円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

申立期間①及び②のうち、Ａ社に係る昭和 21年３月１日から同年 11月１日までの期

間について、事業主は、不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行

ったとは認められない。 

一方、申立期間②のうち、Ｂ社に係る昭和 21年 11月１日から 23年 12月 24日ま

での期間について、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、同社の清算人は、不明としているが、申立人が 21年 11月１日に同社にお

いて被保険者資格を取得したとする届出や、その後に事業主が行うべき２回の厚生年

金保険被保険者報酬月額算定基礎届などのいずれの場合においても社会保険事務所が



                      

  

申立人に係る記録の処理を誤るとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、事業主が昭和 23 年 12 月 24 日を申立人のＢ社にお

ける資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 21年 11月

から 23年 11月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人

に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11589 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 25 年４月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住    所 ：  

                       

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和25年４月２日から26年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが継続的に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から判断すると、申立人がＡ社本社及び同社Ｃ支店に継続して勤務

し（昭和 25 年４月２日にＡ社本社から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 26 年

５月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11591 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であることが認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額の記録を26万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ：  昭和30年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和61年12月１日から63年３月31日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、26 万円から７万

6,000円に大幅に減額されている。減額理由に全く心当たりが無いので、減額前の 26

万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった日

（昭和 63 年３月 31 日）の後の昭和 63 年５月２日付けで、申立人の申立期間の標準報

酬月額は、当初記録されていた 26 万円から７万 6,000 円にさかのぼって減額訂正が行

われたことが確認できる。 

このことから判断すると、社会保険事務所において、標準報酬月額をさかのぼって減

額訂正処理する合理的な理由は無く、申立期間の標準報酬月額に係る有効な記録訂正が

あったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額を、事業主が社会保険事

務所に当初届け出た26万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11593～11602(別添一覧表参照)                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の平成 19年６月 22日の標準賞与額に係る記録を＜

標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  

基礎年金番号 ：   別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年６月22日 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ社が当該賞与について、

届出を行っていなかった。同社は、訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、当該記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された「賞与計算書」により、申立人は、申立期間に同社から賞与の支

払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、申立期間に係る標準賞与額については、「賞与計算書」において確認できる保

険料控除額から、＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対して提出していなかった

こと、また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

 



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

11593 男 昭和42年生 平成19年６月22日 119万7,000円

11594 男 昭和23年生 平成19年６月22日 150万円

11595 男 昭和27年生 平成19年６月22日 138万3,000円

11596 男 昭和24年生 平成19年６月22日 139万6,000円

11597 女 昭和25年生 平成19年６月22日 116万8,000円

11598 男 昭和22年生 平成19年６月22日 138万3,000円

11599 男 昭和25年生 平成19年６月22日 150万円

11600 男 昭和24年生 平成19年６月22日 146万円

11601 男 昭和24年生 平成19年６月22日 146万3,000円

11602 男 昭和22年生 平成19年６月22日 137万8,000円



                      

  

東京厚生年金 事案11603                    

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録を昭和 25

年４月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社Ｂ支店における資格喪失日に係る記録を昭和 27 年

４月５日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 （死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 大正11年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  ① 昭和25年４月１日から同年５月１日まで 

② 昭和27年３月１日から同年４月５日まで 

Ａ社Ｂ支店で勤務した申立期間①及び同社同支店から同社Ｃ支店に転勤した申立期

間②の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に継続して勤務していたので、両期間に

ついても厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行ったも

のである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、雇用保険の記録、Ａ社の回答及び同社Ｂ支店における同僚の供

述等から判断すると、申立人が当該期間に同社Ｂ支店に勤務していたことが認められる。 

また、申立人は、派遣先のＤからＡ社Ｂ支店に異動したとしているところ、同社の人

事担当者は、当時の資料は無いものの、同社の社員が派遣先から戻ったのであれば、戻

った月から厚生年金保険に加入させ、厚生年金保険料の控除もあったと思うと供述して

いる。 

さらに、Ａ社Ｂ支店において当該期間に厚生年金保険の加入記録がある従業員の一人

は、入社月から厚生年金保険に加入していたと供述している。 

加えて、Ａ社の回答書及び経歴を記した申立人の手帳の記載から、申立人は、派遣先



                      

  

のＤにおける厚生年金保険の被保険者期間中である昭和 25 年３月１日には、同社Ｂ支

店に入社していることが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭和 25

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は資料が無いため不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

申立期間②について、雇用保険の記録、Ａ社の回答、同社の人事担当者の供述及び同

僚の供述から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 27 年４月５日に同社

Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭和 27

年２月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は資料が無いため不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11607 

 

第１ 委員会の結論 

     申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を、事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 46

年３月１日に訂正し、同年２月の標準報酬月額を３万 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和44年４月１日から同年10月１日まで 

② 昭和46年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の標準報酬月額が、厚生年

金基金の記録と相違しており、また、申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。

各申立期間を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、雇用保険の加入記録及びＢ厚生年金基金から提出された厚生

年金基金加入員台帳から判断すると、申立人はＡ社に昭和 46年２月 28日まで勤務し、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていることが認められ

る。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 46 年１月

の社会保険事務所（当時）の記録から、３万9,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、Ａ

社は昭和 53 年５月＊日に解散し、当時の事業主は死亡していることから不明であるが、

事業主が資格喪失日を 46 年３月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこ

れを同年２月 28 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月の保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

申立期間①については、Ａ社は、Ｂ厚生年金基金が設立された昭和 44 年４月１日か

ら同基金に加入しており、申立人の標準報酬月額について、同基金の加入員台帳では、

同年４月から同年９月まで２万 6,000円と記録されているが、同社に係る事業所別被保

険者名簿では、申立人の 43年 10月から 44年９月までの標準報酬月額が２万 2,000円

と記録されていることが確認できる。 

このことについて、Ａ社が加入しているＣ健康保険組合は、「当時の届出書類の書式

について、現物は残っていないため、資料を提供することはできないが、当時より在籍

している職員の話によると、原則、健康保険組合、社会保険事務所及び厚生年金基金の

１セットの届出書で、複写式ではなくカーボン用紙を使用する様式のものであったと記

憶している。」と回答している。 

しかし、申立人は、雇用保険の記録では、昭和 46年２月 28日にＡ社を退職している

こと、また、同社に係る上記事業所別被保険者名簿では、同年３月１日に被保険者資格

を喪失している記録が確認できるが、Ｂ厚生年金基金の加入員台帳では、同年４月１日

に加入員資格を喪失している記録が確認できることから、当時、上記の回答のように健

康保険組合、社会保険事務所及び厚生年金基金に必ずしも同じ１セットの届出がされて

いたとは考え難い。 

また、前述のとおり、Ａ社は、昭和 53 年５月＊日に解散し、事業主は既に死亡して

おり、当該期間における申立人に係る厚生年金保険料について、オンライン記録の標準

報酬月額に見合う保険料より高額の保険料が控除されていたことを確認することができ

ない。 

さらに、Ｂ厚生年金基金については、「当該期間当時の資料を保管しておらず、申立

人の厚生年金保険料の控除について不明。」と回答していることから、申立期間①の保

険料控除について、確認することができない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について、

これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11608 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る厚生年金保険の被保険者記録は、資格取得日が平成 19 年７月１

日とされ、同日から同年 12月１日までの期間は厚生年金保険法第 75条本文の規定によ

り、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているが、申立

人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の同社における資格

取得日を同年７月１日とし、申立期間の標準報酬月額を同年７月及び同年８月は 15 万

円、同年９月は 14万 2,000円、同年 10月は 17万円、同年 11月は 14万 2,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和57年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年７月１日から同年12月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分か

り同社に相談した。同社は、年金事務所に訂正の届出を行ったが、保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されない記録となっているので、給

付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及びＡ社から提出された給料台帳により、申立人がＡ社に平成 19 年

７月１日から勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は

決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 



                      

  

したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記給料台帳において確認できる

厚生年金保険料の控除額から、平成 19 年７月及び同年８月は 15 万円、同年９月は 14

万 2,000円、同年 10月は 17万円、同年 11月は 14万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は届出誤りを認めており、申立期間に係る保険料を納付していないことを認めている

ことから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11613                              

 

第１ 委員会の結論 

     申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を平成元年 11 月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を24万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年10月31日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社の事業主の回答により、申立人が同社に平成元年 10 月

31 日まで勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

元年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、24万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社の事業主は、「保険料の納付については不明である。」と述べて

いるものの、事業主が資格喪失日を平成元年 11 月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年 10月 31日と誤って記録することは考え難いことから、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人の同年 10 月

に係る保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11618                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成７年１月 30日から同年４月 24日までの期間におい

ては、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額を 30 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年１月30日から10年５月21日まで 

厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社に勤務していた平成７年１月 30

日から 10 年５月 21 日までの期間について、給与支給額の平均額が 28 万円以上であ

ったにもかかわらず、標準報酬月額が 15 万円となっていることが分かった。申立期

間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成７年１月 30日から同年４月 24日までの期間においては、オン

ライン記録から、申立人の標準報酬月額は、厚生年金保険被保険者資格取得時決定によ

り 30 万円と記録されていたところ、同年４月 24 日付けで同年１月 30 日にさかのぼっ

て15万円に減額訂正されたことが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人以外で平成７年１月途中から同年３月までの

間に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年４月以降も在籍した従業員は 19 人いる

が、そのうち 13人においては、申立人同様、同年４月 24日付けで標準報酬月額が資格

取得日にさかのぼって15万円に減額訂正されたことが確認できる。 

一方、当時の社会保険及び給与事務担当であった従業員は、「経営コンサルタント

（商業登記簿謄本によるとＡ社の監査役）の指示で、会社の負担する社会保険料を軽減

させるため、平成７年４月付けで役員を除く大半の従業員の標準報酬月額を 15 万円に

引き下げることになった。同年４月付けで随時改定できない従業員（申立人及び当該担

当者を含む。）については、資格取得日にさかのぼって標準報酬月額を訂正することに

なった。」と供述し、このことはオンライン記録からも確認できる。 

また、当該担当者は「当該従業員については、当初は、訂正前の標準報酬月額に見合

う保険料を控除していたが、遡及
そ き ゅ う

訂正に伴い生じた保険料の差額は、還付又は翌月以降

の保険料に充当されることは無かった。」とし、申立人と同様標準報酬月額を資格取得



                      

  

日にさかのぼって減額訂正された複数の従業員は、「標準報酬月額の当該減額訂正によ

り、差額保険料の返還又は翌月以降の保険料に充当するといった説明を会社から受けた

記憶は無い。当時の会社の経営状況は悪くなかったが、平成７年１月末に社長が替わっ

たことで、会社の雰囲気が悪くなり、会社の経営に不信を抱くようになった。」旨、

各々供述している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、当該期間に

おいては、申立人の給与から標準報酬月額 30 万円に基づく厚生年金保険料が事業主に

より控除されたことが認められることから、当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が

社会保険事務所（当時）に当初届け出た30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、当

時の資料が無いため不明としているが、上記社会保険及び給与事務担当であった従業員

の供述から、事業主が標準報酬月額の遡及
そ き ゅ う

減額訂正に係る届出を行ったことが認められ、

その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成７年４月 24 日から 10 年５月 21 日までの期間において

は、オンライン記録から、７年４月当時に在籍していた 70人中 57人の標準報酬月額が、

同年４月から15万円となっていることが確認できる。 

しかし、Ａ社の社会保険に係る手続を担当していた社会保険労務士は、「同社から賃

金台帳の提出を受け、それに基づき標準報酬月額変更届等を提出したのみで、厚生年金

保険料の控除については分からない。」としており、上記社会保険及び給与事務担当で

あった従業員は、「経営コンサルタントの指示で、同社の社会保険料納付額軽減のため、

標準報酬月額の引下げを行った。」としている。 

また、Ａ社は当時の資料を保管しておらず、元代表者に対する照会については返答が

無いため、当該期間に係る厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

   このほか、当該期間において、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が当

該期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11619                  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格取得日に係る

記録を昭和 52年 10月 16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 13万 4,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年10月16日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。申立期間に工場間の異動

はあったが、同社には継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の従業員台帳、雇用保険の加入記録及びＢ企業年金基金の加入記録から、申立人

は申立期間について、同社に継続して勤務し（昭和 52 年 10 月 16 日にＡ社Ｄ工場から

同社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ工場における昭和 52年 11月の社

会保険事務所（当時）の記録から、13万4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について、事業主

は不明と回答しているものの、Ｂ企業年金基金が保管している申立人に係る「厚生年金

基金加入員資格取得届」によると、当該資格取得日は昭和 52年 11月１日と確認できる

上、Ｂ社は、当時は社会保険事務所とＢ企業年金基金に提出する届書は複写式の様式で

あったとしていることから、事業主は、同日を資格取得日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11620                   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出

た標準報酬月額であったと認められることから、申立人の標準報酬月額に係る記録を

59万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年12月１日から11年５月１日まで 

  ねんきん定期便により、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について、厚生年金

保険の標準報酬月額が、実際に給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額

と相違していることが判明した。当時の給与明細を写したメモ及び源泉徴収票の写し

を提出するので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

     オンライン記録によると、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額は、

当初、59万円と記録されていたところ、平成 10年 12月 28日付けで、９年 10月１日及

び 10年 10月１日の定時決定を取り消し、８年 12月１日の随時改定、９年 10月１日及

び 10 年 10 月１日の定時決定が、それぞれ９万 2,000 円にさかのぼって減額訂正されて

いることが確認できる。 

     また、オンライン記録によると、Ａ社の厚生年金保険被保険者記録がある 16 人の従

業員についても、申立人と同様、平成 10 年 12 月 28 日付けで標準報酬月額の記録がさ

かのぼって減額訂正されていることが確認できる。 

     さらに、Ａ社の当時の経理担当者は、「当時、当社は社会保険料の滞納があり、社

長が何度か社会保険事務所に行っていた。」旨供述しているところ、同社に係る社会保

険料滞納処分票の記録から、申立期間当時、同社は社会保険料の滞納があったことが確

認できる。 

     加えて、申立人から提出された申立期間に係る給与明細を写したメモ及び源泉徴収

票の写しから、申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

     これらを総合的に判断すると、平成 10年 12月 28日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正処理は



                      

  

事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において、８年 12 月１日にさかのぼ

って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは

認められない。このため、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険

事務所に当初届け出た59万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11624 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を

平成 17年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和58年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年３月26日から同年４月１日まで 

Ａ社にアルバイトとして勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。申立期間も同社に勤務しており、また、厚生年金保険料の給与からの控除を

確認できる当時の給与明細書等を提出するので、申立期間について厚生年金保険の被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった申立期間に係る給与明細書、Ｂ社から提出のあった申立人の

申立期間に係る賃金台帳、申立人が記憶していたＡ社の当時の上司の供述により、申立

人が申立期間も同社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書及び賃金台帳において確

認できる厚生年金保険料控除額から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立人については、オン

ライン記録及び健康保険組合の記録における資格喪失日がいずれも平成 17年３月 26日

となっており、社会保険事務所（当時）及び健康保険組合の双方が誤って同日を資格喪

失日と記録したとは考え難いことから、事業主が社会保険事務所に対して、同日を申立

人の厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知



                      

  

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11625 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者記録のうち、平成 12年７月 16日から

同年 10月１日までの期間については、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、年金

額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているところ、申立人は、

当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律（以下「特例法」という。）に基づき、同社における申立人の被保険者記録の

うち、当該期間に係る資格喪失日（平成 12 年７月 16 日）及び資格取得日（平成 12 年

10月１日）を取り消し、当該期間の標準報酬月額を22万円とすることが必要である。 

また、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者記録のうち、平成 17 年６月１

日から 18年１月１日までの期間については、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、

年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているところ、申立

人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、当該記録を取り消し、特例法に基づき、同社における申立人の被保険者

記録のうち、当該期間に係る資格喪失日（平成 17 年６月１日）及び資格取得日（平成

18年１月１日）を取り消し、当該期間の標準報酬月額を、17年６月は 11万 8,000円、

同年７月は 26万円、同年８月から同年 11月までの期間は 24万円、同年 12月は 26万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立期間のうち、平成 12 年７月 16 日から同年 10 月１日までの期

間及び 17年６月１日から 18年１月１日までの期間の申立人に係る厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

さらに、申立期間のうち、平成 17年６月 20日及び同年 12月 20日に係る申立人の標

準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎

となる標準賞与額とならない記録とされているところ、申立人は、当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記

録を取り消し、特例法に基づき、申立人の当該期間における標準賞与額に係る記録を、

同年６月 20日は 23万 6,000円、同年 12月 20日は 38万 2,000円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 



                      

  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：   ① 平成12年７月16日から同年10月１日まで 

② 平成17年６月１日から18年１月１日まで 

③ 平成17年６月20日 

④ 平成17年12月20日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①ないし④については、オンライン記録では、

当初、育児休業期間中の厚生年金保険料免除期間となっていたが、実際は、育児休業

が終了して既に同社に勤務しており、厚生年金保険料は給与及び賞与から控除されて

いた。その後、同社は、社会保険事務所（当時）に対して、育児休業取得者終了届を

提出したが、当該届出は、当該期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後で

あった。その結果、当該期間は保険料免除期間でなくなったが、厚生年金保険料は時

効により納付できず、当該期間の記録は給付に反映されていないので、給付されるよ

うにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出のあった申立人に係る「社員情報リスト」及び

事業主の回答から判断すると、申立人が当該期間に同社に継続して勤務していたことが

認められる。 

また、申立人及びＡ社は、共に、申立期間①に係る厚生年金保険料の給与からの控除

について確認できる給与明細書、賃金台帳等を保管していないとしているものの、オン

ライン記録では、被保険者報酬月額算定基礎届に基づく申立人に係る平成 11年 10月の

標準報酬月額の定時決定（22 万円）が、同年８月 31 日に処理されていることが確認で

きるところ、同社は、「当時、当社では、社会保険事務所に届け出た報酬月額に見合う

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を申立人の給与から控除していた。」旨回答して

いる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、上記定時決定の記録や、オンライン記

録における当該期間の前後の期間に係る申立人の標準報酬月額の記録（共に 22 万円）

等から判断すると、22万円とすることが妥当である。 

次に、申立期間②については、Ａ社から提出のあった申立人の当該期間に係る賃金台

帳及び申立人に係る「社員情報リスト」並びに事業主の回答により、申立人が当該期間

に同社に継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立



                      

  

人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準

報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。したがって、申立期間②に係る

標準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる厚生年金保険料控除額又は

報酬額から、平成 17年６月は 11万 8,000円、同年７月は 26万円、同年８月から同年

11月までの期間は24万円、同年12月は26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が当時、申立期間①及び②に係る届出を誤ったことを認めており、また、当該期間に

係る厚生年金保険料についても、納付していないことを認めていることから、これを履

行していないと認められる。 

申立期間③及び④については、オンライン記録では、厚生年金保険被保険者賞与支払

届に基づく申立人に係る平成 17 年６月 20 日及び同年 12 月 20 日の標準賞与額の決定

（23万 6,000円及び 38万 2,000円）が、それぞれ同年６月 23日及び同年 12月 21日

に処理されていることが確認できるところ、Ａ社では、「当時、当社では、社会保険事

務所に届け出た標準賞与額に基づく厚生年金保険料を申立人の賞与から控除してい

た。」旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、平成 17年６月 20日及び同年 12月 20日に

Ａ社から賞与の支払を受け、同年６月 20日は 23万 6,000円、同年 12月 20日は 38万

2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

なお、申立人に係る上記賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認め

ていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11626 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者記録のうち、平成 13年 10月１日から

14 年７月１日までの期間については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金

額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録されているところ、申立人は、

申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律（以下「特例法」という。）に基づき、同社における申立人の被保険者記録の

うち、申立期間に係る資格喪失日（平成 13 年 10 月１日）及び資格取得日（平成 14 年

７月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を、13 年 10 月は 12 万 6,000 円、同

年 11月及び同年 12月は 19万円、14年１月は 24万円、同年２月は 18万円、同年３月

は 15 万円、同年４月は 20 万円、同年５月及び同年６月は 19 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和49年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年10月１日から14年７月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間については、オンライン記録では、当初、育

児休業期間中の厚生年金保険料免除期間となっていたが、実際は、育児休業が終了し

て既に同社に勤務しており、厚生年金保険料は給与から控除されていた。その後、同

社は、社会保険事務所（当時）に対して、育児休業取得者終了届を提出したが、当該

届出は、申立期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後に行われた。その結

果、申立期間は保険料免除期間でなくなったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、申立期間の記録は給付に反映されていないので、給付されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出のあった申立人の申立期間に係る賃金台帳及び申立人に係る「社員情報

リスト」並びに事業主の回答により、申立人が申立期間に同社に継続して勤務し、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 



                      

  

一方、特例法に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準

報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。したがって、申立期間に係る標

準報酬月額については、上記賃金台帳において確認できる厚生年金保険料控除額又は報

酬額から、平成 13 年 10 月は 12 万 6,000 円、同年 11 月及び同年 12 月は 19 万円、14

年１月は 24万円、同年２月は 18万円、同年３月は 15万円、同年４月は 20万円、同年

５月及び同年６月は19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が当時、申立期間に係る届出を誤ったことを認めており、また、申立期間に係る厚生

年金保険料についても、納付していないことを認めていることから、これを履行してい

ないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11627 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 46 年１月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年12月31日から46年１月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。当時、自

己都合により昭和 45 年 12 月末日をもって退職する旨を同社に伝え、実際に同年 12

月末日をもって退職したので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出のあった申立人に係る「履歴簿」及び「退職手当計算明細」において、

申立人の退職年月日が、共に昭和 45 年 12 月 31 日と記載されていることから判断する

と、申立人が申立期間も同社に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、厚生年金保険法第 14 条において、資格喪失のときは、その事業所に使用され

なくなった日の翌日とされていることから、本来、申立人のＡ社における厚生年金保険

の被保険者資格喪失日は、上記退職日の翌日である昭和 46 年１月１日となるべきとこ

ろ、同社に係る申立人の厚生年金保険被保険者原票の記録では、45 年 12 月 31 日とな

っていることが確認できる上、同社から提出のあった厚生年金保険被保険者資格喪失確

認通知書により、事業主が社会保険事務所（当時）に対して、同日を申立人の資格喪失

日として届け出ていることが確認できる。 

しかし、上記「履歴簿」及び「退職手当計算明細」により、当時、Ａ社では、申立人

の退職日を昭和 45 年 12 月 31 日と認識していたことが認められることや、同社が同日

を休業日であったと認めていることから判断すると、当時、同社において、申立人の資

格喪失に係る事務手続に誤りがあったものと考えられる。 



                      

  

また、Ａ社では、当時、同社において厚生年金保険料の給与からの控除は当月控除方

式であった旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 45年 11月の

社会保険事務所の記録から、６万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、上記のとおり、事業主が

昭和 45 年 12 月 31 日を申立人の資格喪失日として届け出ていることが確認できること

から、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11628 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録

を53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年10月１日から５年10月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額の記

録が、実際の給与の月額に相当する標準報酬月額と相違している。このため、申立期

間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ社における標準報酬月額は、平成４年 10 月か

ら５年９月までの申立期間について８万円と記録されている。 

一方、Ａ社から提出のあった申立期間に係る「厚生年金基金加入員給与月額算定基礎

届」その他の関連資料により、同社が加入していたＢ厚生年金基金（当時）における申

立人の申立期間に係る標準給与が53万円であることが確認できる。 

また、Ａ社では、申立期間当時、同社では、社会保険事務所及び厚生年金基金への被

保険者報酬月額（加入員給与月額）に係る届出においては、複写式の届出様式を使用し

ていたと回答しており、Ｂ厚生年金基金の当時の担当者も同様の供述を行っている。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額

（53万円）を事業主が社会保険事務所に届け出たことが認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11629 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社本社における資格取得日は昭和 56 年６月１日、資格喪失日は同年７月

29 日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者資格取得

日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、11 万 8,000 円とすることが妥当である。 

 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年６月１日から同年７月29日まで 

Ａ社本社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間も同社本社に継続して勤務しており、また、厚生年金基金の加入記録はあるので、

同社本社において厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出のあった申立人に係る「従業員名簿（退職者）」

及び事業主の回答から判断すると、申立人は、昭和 56 年４月１日から申立期間を含め、

平成３年12月20日までの期間、同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社が加入している企業年金基金から提出のあった申立人に係る「加入員台

帳」及び申立人から提出のあった「経歴一覧」（同企業年金基金が作成）により、申立

人の同社本社における厚生年金基金の加入員資格取得日が昭和 56 年６月１日、資格喪

失日が同年６月29日であることが確認できる。 

さらに、Ａ社本社に係る事業所別被保険者名簿により、申立人と氏名、生年月日及び

厚生年金保険手帳記号番号が一致する、オンライン記録に統合されていない厚生年金保

険被保険者記録（資格取得日は昭和 56年６月1日、資格喪失日は同年７月 29日）が確

認できる。 

これらを総合的に判断すると、上記未統合の被保険者記録は申立人の記録であると判

断することができ、したがって申立人がＡ社本社において、昭和 56 年６月１日に厚生

年金保険の被保険者資格を取得し、同年７月 29 日に被保険者資格を喪失した旨の届出

を、事業主が社会保険事務所（当時）に対してそれぞれ行ったことが認められる。 



                      

  

なお、申立期間の標準報酬月額については、上記被保険者名簿の未統合の記録から、

11万8,000円とすることが妥当である。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11630 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社本社における資格取得日に係る記録を昭和 30 年１

月31日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和30年１月31日から同年２月15日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが、同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社の退職者名簿から判断すると、申立人が同社に継続して

勤務し（Ａ社Ｂ出張所から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人の異動日に関する供述から、Ａ社本社における資格

取得日を昭和30年１月31日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和 30 年２

月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11631  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ店における資格取得日に係る記録を昭和 36 年１

月16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年１月16日から同年９月15日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが、同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社Ｃ支店の経理事務担当者の供述から判断すると、申立人

が同社に継続して勤務し（昭和 36年１月 16日にＡ社Ｃ支店から同社Ｂ店に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ店における昭和 36 年９

月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、Ａ

社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、事業主に確認することはできな

いが、申立期間に行われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算

定基礎届及び事業主による申立てどおりの資格取得届などのいずれの機会においても、

社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主が、昭和 36 年９月

15 日を同社Ｂ店における厚生年金保険の資格取得日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年１月から同年８月までの保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11636 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を平成16年９月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を30万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間の

標準報酬月額に係る記録を平成16年11月から17年７月までは30万円に、同年８月は44万

円に、同年９月は41万円に、同年10月から18年８月までは44万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成16年９月１日から同年11月１日まで 

② 平成16年11月１日から18年９月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間

①について加入記録が無いことが分かった。また、申立期間②については、標準報酬

月額が、実際に控除されていた厚生年金保険料額に見合った標準報酬月額になってい

ないことが分かった。当時の給与明細書を提出するので、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が保管していた給与明細書により、申立人は、Ａ社に

平成16年９月１日から勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及



                      

  

び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額から、

30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主とは連絡が取れず確認できないが、社会保険事務所（当時）におけるＡ社の資格取得

日が雇用保険の記録における資格取得日と同日となっており、公共職業安定所及び社会

保険事務所の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難いことから、事業主が

平成16年11月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年９月及び同年10月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立人

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、申立人が保管していた当該期間に係る給与明細書（平成17年

12月を除く。）により、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、平成17年12月については、給与明細書は無いが、前後の期間において同額の厚

生年金保険料が控除されていることから、同月においても引き続き同額の保険料が控除

されていたと考えるのが相当である。 

したがって、当該期間の標準報酬月額は、特例法に基づき、給与明細書における保険

料控除額から、平成16年11月から17年７月までは30万円に、同年８月は44万円に、同年

９月は41万円に、同年10月から18年８月までは44万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主とは連絡が取れず確認できないが、給与明細書等で確認できる保険料控除額に見合う

標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたって一致しないことから、

事業主は、給与明細書等で確認できる報酬額又は厚生年金保険料控除額に見合う報酬月

額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う厚生年

金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11637～11638（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条本文の規定に

より、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間における標準賞与額に係る記録を平成19年７月17日は

＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）、同年12月10日は＜標準賞与額＞（別添一覧表参

照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成19年７月17日 

② 平成19年12月10日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ社は当該

賞与について、社会保険事務所（当時）に届出を行っていなかった。同社は、平成22

年３月に誤りに気付き、年金事務所に当該賞与に係る届出を行ない、当該記録の訂正

は行われたものの、時効により厚生年金保険の給付額に反映されていないので、反映

されるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給料支払明細書（控）及び賞与支給明細書により、申立人は、平

成19年７月17日及び同年12月10日に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い

方の額を認定することとなる。 

別添一覧表参照 



                      

  

したがって、申立期間①に係る標準賞与額については、給料支払明細書（控）の賞与

支給総額から＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）、申立期間②に係る標準賞与額につい

ては、賞与支給明細書において確認できる保険料控除額及び賞与支給総額から＜標準賞

与額＞（別添一覧表参照）とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、当

該賞与の届出を社会保険事務所に提出していなかったこと、また、当該保険料を納付し

ていないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



1　/　1

事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 標準賞与額

25万円

30万円

26万円

30万円

昭和52年生

昭和55年生

11637

11638

女

男



                      

  

東京厚生年金 事案11639 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社本社に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和44年４月１日、資格喪失

日が同年６月１日とされ、当該期間のうち、同年５月１日から同年６月１日までの期間

は厚生年金保険法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間と

ならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社本

社における資格喪失日を同年６月１日とし、申立期間の標準報酬月額を２万6,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年５月１日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いことが分かり、同社に相談

した。同社は、社会保険事務所（当時）に訂正の届出を行ったが、保険料は時効によ

り納付できず、申立期間は年金額の計算の基礎とならない期間となっている。そのた

め、厚生年金保険の給付額に反映するようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した申立人の異動履歴、雇用保険及び国民健康保険組合の加入記録等から、申立

人が同社に継続して勤務し（昭和44年６月１日に同社本社から同社Ｂ支店に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和44年４月の社会

保険事務所の記録から、２万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

申立人に係る資格喪失の届出を社会保険事務所に対し誤って提出し、申立期間に係る厚生年金

保険料について、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認めら

れる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11640 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社本社に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和44年４月１日、資格喪失

日が同年６月１日とされ、当該期間のうち、同年５月１日から同年６月１日までの期間

は厚生年金保険法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間と

ならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社本

社における資格喪失日を同年６月１日とし、申立期間の標準報酬月額を２万6,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年５月１日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いことが分かり、同社に相談

した。同社は、社会保険事務所（当時）に訂正の届出を行ったが、保険料は時効によ

り納付できず、申立期間は年金額の計算の基礎とならない期間となっている。そのた

め、厚生年金保険の給付額に反映するようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した申立人の異動履歴、雇用保険及び国民健康保険組合の加入記録等から、申立

人が同社に継続して勤務し(昭和44年６月１日に同社本社から同社Ｂ支店に異動)、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和44年４月の社会

保険事務所の記録から、２万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

申立人に係る資格喪失の届出を社会保険事務所に対し誤って提出し、申立期間に係る厚生年金

保険料について、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認めら

れる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11642 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を、平成３年 11 月

から４年９月までは 50 万円、同年 10 月から５年９月までは 47 万円に訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年11月１日から５年10月31日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が給与より低く記録されてい

る。申立期間の標準報酬月額を実際の給与に見合うよう訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成５年11月 10

日より後の同年 12月６日付けで、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、３年11

月から４年９月までは50万円、同年10月から５年９月までは47万円と記録されていたもの

が、さかのぼって８万円に減額訂正する処理が行われたことが確認できる。 

しかし、社会保険事務所において、上記遡及
そきゅう

訂正処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

一方、Ａ社の商業登記簿謄本から、申立人は、申立期間に同社の取締役であることが確認で

きるが、同社の事業主は、申立人は本店支配人であるが、社会保険の手続には関与することは

なかったとしており、また、申立人は、自身は現場回りが仕事で、社会保険の事務手続には関

与していないとしていることから、申立人が当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について、有効な記録

訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事

務所に当初届け出た、平成３年 11月から４年９月までは50万円に、同年 10月から５年９月

までは47万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11643 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額を 15 万円に訂正す

ることが必要である。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年１月１日から14年12月30日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が給与と比較

して低くなっている。夫が同社の代表取締役であったが、自身は社会保険の届出手続

に関与していなかったので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成 14 年

12 月 30 日より後の 15 年２月４日付けで、申立人の申立期間に係る標準報酬月額につ

いては、15 万円と記録されていたものが、さかのぼって９万 8,000 円に減額訂正する

処理が行われたことが確認できる。 

しかし、社会保険事務所において、上記遡及
そきゅう

訂正処理を行う合理的な理由は見当た

らない。 

一方、Ａ社の事業主は、申立人は、社会保険の届出事務には関与しておらず、自分が

やっていたと思うとしており、申立人も、同社では従業員として勤務し、販売と販売に

関する経理を担当したが、社会保険の届出事務には関与していなかったとしていること

から、申立人が当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、申立人の標準報酬月額について、有効な記録訂正があ

ったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務

所に当初届け出た15万円とすることが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11645 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申立期間に係る資格

喪失日（平成４年 11 月１日）及び資格取得日（５年４月１日）を取り消し、申立期間

の標準報酬月額を20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年11月１日から５年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

には海外派遣出向し、同社に在籍していたので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険の被保険者記録は、Ａ社において昭和 62 年４月１日に資格を

取得し、平成４年 11 月１日に資格を喪失後、５年４月１日に同社において再度資格を

取得しており、４年 11 月１日から５年４月１日までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、雇用保険の加入記録及びＡ社から提出のあった在籍証明書により、申立人が

申立期間に同社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社から提出された『委嘱書』により、申立人は平成３年３月２日から５年３

月１日までの間、Ｂ協会の嘱託職員として、在Ｃ国Ｄ国大使館が行う事務に従事するた

め、海外に派遣され出向していたことが確認できる。 

さらに、Ａ社は、海外に派遣された出向者に係る厚生年金保険の取扱いについて、

「Ｂ協会とは、当社において雇用保険及び社会保険に継続加入させる旨の協定を取り交

わしており、その間の保険料については、当社が一時立替払し、派遣出向終了後に各人

から徴収しており、申立人については、申立期間の厚生年金保険料を徴収したはずであ

る。」と供述している。 

加えて、Ａ社の回答から、同社における在職者で、申立人と同様にＢ協会へ嘱託職員



                      

  

として海外に派遣され出向した複数の従業員が確認できるところ、オンライン記録では、

当該従業員のすべてが出向期間も同社において厚生年金保険に継続加入していることが

確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成４年 10 月の

オンライン記録から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、事業主は、申立

人に係る被保険者資格の喪失及び取得の届出を社会保険事務所（当時）に対して誤って

提出し、申立期間に係る厚生年金保険料について、納付していないことを認めているこ

とから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11646 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申立期間に係る資格

喪失日（平成４年 11月１日）及び資格取得日（５年５月 16日）を取り消し、申立期間

の標準報酬月額を20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年11月１日から５年５月16日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

には海外派遣出向し、同社に在籍していたので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険の被保険者記録は、Ａ社において平成２年３月 16 日に資格を

取得し、４年 11月１日に資格を喪失後、５年５月 16日に同社において再度資格を取得

しており、４年11月１日から５年５月16日までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、雇用保険の加入記録及びＡ社から提出のあった退職証明書により、申立人が

申立期間に同社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社から提出された『委嘱書』により、申立人は平成４年３月 13 日から６年

４月 12 日までの期間において、Ｂ協会の嘱託職員として、在Ｄ国Ｅ国大使館が行う事

務に従事するため、海外に派遣され出向していたことが確認できる。 

さらに、Ａ社は、海外に派遣された出向者に係る厚生年金保険の取扱いについて、

「Ｂ協会とは、当社において雇用保険及び社会保険に継続加入させる旨の協定を取り交

わしており、その間の保険料については、当社が一時立替払し、派遣出向終了後に各人

から徴収しており、申立人については、申立期間の厚生年金保険料を徴収したはずであ

る。」と供述している。 

加えて、Ａ社の回答から、同社における在職者で、申立人と同様にＢ協会へ嘱託職員



                      

  

として海外に派遣され出向した複数の従業員が確認できるところ、オンライン記録では、

当該従業員のすべてが出向期間も同社において厚生年金保険に継続加入していることが

確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における申立期間前後のオ

ンライン記録から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、事業主は、申立

人に係る被保険者資格の喪失及び取得の届出を社会保険事務所（当時）に対して誤って

提出し、申立期間に係る厚生年金保険料について、納付していないことを認めているこ

とから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11647 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を平成 12年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 24万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

申立期間②について、申立人はその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬

月額に係る記録を28万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立期間②の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成12年４月１日から同年５月１日まで 

② 平成14年３月１日から18年６月21日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間①について、厚生年金保険の加入記録が無く、

また、申立期間②について、ねんきん定期便による納付額と給与から控除されていた

厚生年金保険料が相違している。保険料控除が確認できる給与明細書を提出するので、

正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人から提出された給与明細書により、申立人が当該期間に

Ａ社に勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認できる保険料控

除額から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業



                      

  

主は、資格取得日に係る届出誤りを認めており、その結果、社会保険事務所（当時）は、

申立人に係る平成 12 年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人から提出された給与明細書により、申立人は、当該期間

において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認できる保険料控

除額から、28万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は届出誤りを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬

月額に見合う厚生年金保険料について、納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11648 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格喪失日に係る

記録を昭和 61年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 13万 4,000円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和61年６月30日から同年７月１日まで 

Ａ社Ｃ工場に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間の賃金台帳を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された賃金台帳兼所得税源泉徴収簿及び労働者名

簿により、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 61 年７月１日にＡ社Ｃ工場から同社

Ｄ営業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、賃金台帳兼所得税源泉徴収簿において確

認できる保険料控除額から、13万4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人に係る資格喪失届を社会保険事務所（当時）に対して誤って提出し、申立期間に係

る厚生年金保険料について納付していないことを認めていることから、これを履行して

いないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11649 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所における資格取得日に係

る記録を昭和 35年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年11月１日から36年１月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された労働者名簿から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭

和 35年 11月１日に同社本社から同社Ｃ営業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社Ｃ営業所における昭和 36

年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11653～11736(別添一覧表参照)                          

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、＜申立期間

＞（別添一覧表参照）は＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  

基礎年金番号 ：   別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住    所 ：  

              

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ＜申立期間＞（別添一覧表参照） 

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ社が当該賞与について、

届出を行っていなかった。同社は、訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、当該記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された「賃金台帳」により、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払

を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額

のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、「賃金台帳」において確認できる保

険料控除額及び賞与支給額から、＜申立期間＞（別添一覧表参照）は＜標準賞与額＞

（別添一覧表参照）とすることが妥当である。 



                      

  

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対して提出していなか

ったこと、また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めている

ことから、これを履行していないと認められる。 

 



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年７月９日 70万円

平成16年12月10日 68万2,000円

平成17年７月８日 60万円

平成17年12月９日 65万円

平成16年７月９日 65万円

平成16年12月10日 65万2,000円

平成17年７月８日 65万円

平成17年12月９日 63万円

平成16年７月９日 40万円

平成16年12月10日 38万9,000円

平成17年７月８日 38万円

平成17年12月９日 40万円

平成16年７月９日 55万円

平成16年12月10日 53万6,000円

平成17年７月８日 55万円

平成17年12月９日 55万円

平成16年７月９日 63万円

平成16年12月10日 63万3,000円

平成17年７月８日 58万円

平成17年12月９日 56万円

平成16年７月９日 55万円

平成16年12月10日 63万3,000円

平成17年７月８日 50万円

平成17年12月９日 55万円

平成16年７月９日 50万円

平成16年12月10日 48万7,000円

平成17年７月８日 48万円

平成17年12月９日 49万円

平成16年７月９日 60万円

平成16年12月10日 48万7,000円

平成17年７月８日 50万円

平成17年12月９日 45万円

11653 昭和35年生

昭和22年生

昭和41年生

男

男

11656

11657

11658 男

男

昭和37年生男11654

昭和41年生女11655

昭和44年生

11659 男 昭和42年生

男 昭和46年生11660



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年７月９日 70万円

平成16年12月10日 68万2,000円

平成17年７月８日 58万円

平成17年12月９日 60万円

平成16年７月９日 55万円

平成16年12月10日 56万5,000円

平成17年７月８日 58万円

平成17年12月９日 57万円

平成16年７月９日 59万円

平成16年12月10日 58万4,000円

平成16年７月９日 65万円

平成16年12月10日 73万円

平成17年７月８日 60万円

平成17年12月９日 60万円

平成16年７月９日 67万円

平成16年12月10日 63万3,000円

平成17年７月８日 55万円

平成17年12月９日 57万円

平成16年７月９日 52万円

平成16年12月10日 63万3,000円

平成17年７月８日 58万円

平成17年12月９日 60万円

平成16年７月９日 100万円

平成16年12月10日 77万9,000円

平成17年７月８日 65万円

平成17年12月９日 62万円

平成16年７月９日 64万円

平成16年12月10日 58万4,000円

平成17年７月８日 45万円

平成17年12月９日 45万円

11662 男

昭和37年生

11663 男 昭和47年生

昭和47年生

11665

11664

男

11661 男

昭和45年生

男

11667

11668 男 昭和47年生

昭和47年生

昭和47年生男11666

昭和48年生男



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年７月９日 100万円

平成16年12月10日 73万円

平成17年７月８日 65万円

平成17年12月９日 65万円

平成16年７月９日 78万円

平成16年12月10日 77万9,000円

平成17年７月８日 70万円

平成17年12月９日 70万円

平成16年７月９日 48万円

平成16年12月10日 48万7,000円

平成16年７月９日 70万円

平成16年12月10日 82万8,000円

平成17年７月８日 60万円

平成17年12月９日 65万円

平成16年７月９日 55万円

平成16年12月10日 53万6,000円

平成17年７月８日 43万円

平成17年12月９日 48万5,000円

平成16年７月９日 50万円

平成16年12月10日 58万4,000円

平成17年７月８日 54万円

平成17年12月９日 55万円

平成16年７月９日 50万円

平成16年12月10日 53万6,000円

平成17年７月８日 43万円

平成17年12月９日 48万5,000円

平成16年７月９日 48万円

平成16年12月10日 50万6,000円

平成17年７月８日 50万円

平成17年12月９日 53万円

昭和46年生男

昭和47年生

11669 男 昭和38年生

11670 男 昭和46年生

11674 男 昭和49年生

11671

11672 男

11675 男 昭和48年生

11673 男 昭和46年生

昭和48年生女11676



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年７月９日 40万円

平成16年12月10日 36万円

平成17年７月８日 30万円

平成17年12月９日 30万円

平成16年７月９日 45万円

平成16年12月10日 48万7,000円

平成17年７月８日 55万円

平成17年12月９日 64万円

平成16年７月９日 70万円

平成16年12月10日 68万2,000円

平成17年７月８日 60万円

平成17年12月９日 60万円

平成16年７月９日 60万円

平成16年12月10日 58万4,000円

平成17年７月８日 50万円

平成17年12月９日 57万円

平成16年７月９日 43万円

平成16年12月10日 48万7,000円

平成16年７月９日 52万円

平成16年12月10日 63万3,000円

平成17年７月８日 70万円

平成17年12月９日 55万円

平成16年７月９日 55万円

平成16年12月10日 53万6,000円

平成17年７月８日 57万円

平成17年12月９日 57万円

平成16年７月９日 63万円

平成16年12月10日 68万2,000円

平成17年７月８日 60万円

平成17年12月９日 60万円

男 昭和48年生

女 昭和48年生

11677 男 昭和47年生

11680

11678 男 昭和46年生

男 昭和46年生

11681

11679 男 昭和46年生

11682

11683 男 昭和47年生

11684 男 昭和47年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年７月９日 80万円

平成16年12月10日 63万3,000円

平成17年７月８日 60万円

平成17年12月９日 60万円

平成16年７月９日 60万円

平成16年12月10日 61万3,000円

平成17年７月８日 55万円

平成17年12月９日 55万円

平成16年７月９日 45万円

平成16年12月10日 43万8,000円

平成16年７月９日 ５万円

平成16年12月10日 38万9,000円

平成17年７月８日 38万円

平成17年12月９日 40万円

平成16年７月９日 53万円

平成16年12月10日 58万4,000円

平成17年７月８日 55万円

平成17年12月９日 55万円

平成16年７月９日 ５万円

平成16年12月10日 29万2,000円

平成17年７月８日 28万円

平成17年12月９日 30万円

平成16年７月９日 45万円

平成16年12月10日 61万3,000円

平成16年７月９日 26万円

平成16年12月10日 38万9,000円

平成17年７月８日 30万円

平成17年12月９日 30万円

平成16年７月９日 50万円

平成16年12月10日 58万4,000円

平成17年７月８日 40万円

平成17年12月９日 48万円

昭和47年生女11685

11686 男 昭和34年生

11687 男 昭和41年生

11688 女 昭和48年生

11689 女 昭和48年生

11690 女 昭和45年生

11691 女 昭和50年生

11692 女 昭和52年生

11693 女 昭和51年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年７月９日 35万円

平成16年12月10日 43万8,000円

平成17年７月８日 45万円

平成17年12月９日 50万円

平成16年７月９日 40万円

平成16年12月10日 48万7,000円

平成17年７月８日 50万円

平成17年12月９日 60万円

平成16年７月９日 25万円

平成16年12月10日 34万1,000円

平成17年７月８日 30万円

平成16年７月９日 70万円

平成16年12月10日 76万円

平成17年７月８日 55万円

平成17年12月９日 50万円

平成16年７月９日 50万円

平成16年12月10日 48万7,000円

平成17年７月８日 45万円

平成17年12月９日 50万円

平成16年７月９日 35万円

平成16年12月10日 36万円

平成17年７月８日 40万円

平成17年12月９日 40万円

平成16年７月９日 55万円

平成16年12月10日 58万4,000円

平成17年７月８日 48万円

平成17年12月９日 50万円

平成16年７月９日 55万円

平成16年12月10日 58万4,000円

平成17年７月８日 52万5,000円

平成17年12月９日 53万円

11694 男 昭和50年生

11695 男 昭和50年生

11696 女 昭和50年生

11697 男 昭和48年生

11698 男 昭和55年生

11699 男 昭和52年生

11700 男 昭和52年生

11701 男 昭和52年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年７月９日 40万円

平成16年12月10日 48万7,000円

平成17年７月８日 40万円

平成17年12月９日 42万円

平成16年７月９日 55万円

平成16年12月10日 43万8,000円

平成17年７月８日 55万円

平成17年12月９日 50万円

平成16年７月９日 42万円

平成16年12月10日 48万7,000円

平成17年７月８日 45万円

平成17年12月９日 50万円

平成16年７月９日 25万円

平成16年12月10日 36万円

平成17年７月８日 40万円

平成17年12月９日 38万円

平成16年７月９日 42万円

平成16年12月10日 53万6,000円

平成17年７月８日 40万円

平成17年12月９日 43万円

平成16年７月９日 42万円

平成16年12月10日 48万7,000円

平成17年７月８日 48万円

平成17年12月９日 46万円

平成16年７月９日 35万円

平成16年12月10日 43万8,000円

平成17年７月８日 35万円

平成17年12月９日 42万円

平成16年７月９日 25万円

平成16年12月10日 34万1,000円

11702 男 昭和52年生

11703 男 昭和50年生

11704 男 昭和52年生

11705 男 昭和53年生

11706 男 昭和53年生

11707 男 昭和53年生

11708 男 昭和52年生

11709 男 昭和53年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年７月９日 25万円

平成16年12月10日 37万円

平成17年７月８日 35万円

平成17年12月９日 30万円

平成16年７月９日 50万円

平成16年12月10日 53万6,000円

平成17年７月８日 50万円

平成17年12月９日 50万円

平成16年７月９日 45万円

平成16年12月10日 43万8,000円

平成17年７月８日 50万円

平成17年12月９日 43万円

平成16年７月９日 25万円

平成16年12月10日 37万円

平成17年７月８日 34万円

平成17年12月９日 35万円

平成16年７月９日 25万円

平成16年12月10日 34万1,000円

平成17年７月８日 34万円

平成17年12月９日 35万円

平成16年７月９日 25万円

平成16年12月10日 32万1,000円

平成17年７月８日 30万円

平成16年７月９日 27万円

平成16年12月10日 36万円

平成17年７月８日 35万円

平成17年12月９日 35万円

平成16年７月９日 35万円

平成16年12月10日 40万9,000円

平成17年７月８日 37万円

平成17年12月９日 40万円

11710 女 昭和54年生

11711 女 昭和55年生

11712 女 昭和53年生

11713 男 昭和54年生

11714 男 昭和54年生

11715 女 昭和45年生

11716 女 昭和39年生

11717 男 昭和54年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年７月９日 30万円

平成16年12月10日 38万9,000円

平成17年７月８日 35万円

平成17年12月９日 38万円

平成16年７月９日 30万円

平成16年12月10日 43万8,000円

平成17年７月８日 45万円

平成17年12月９日 50万円

平成16年７月９日 42万円

平成16年12月10日 40万9,000円

平成17年７月８日 42万円

平成17年12月９日 42万円

平成16年７月９日 20万円

平成16年12月10日 63万3,000円

平成17年７月８日 45万円

平成17年12月９日 56万円

平成16年７月９日 10万円

平成16年12月10日 23万3,000円

平成17年７月８日 30万円

平成17年12月９日 32万円

平成16年７月９日 10万円

平成16年12月10日 23万3,000円

平成17年７月８日 31万円

平成17年12月９日 37万円

平成16年７月９日 10万円

平成16年12月10日 23万3,000円

平成17年７月８日 26万円

平成17年12月９日 30万円

平成16年７月９日 10万円

平成16年12月10日 23万3,000円

平成17年７月８日 25万円

平成17年12月９日 24万円

11718 男 昭和54年生

11719 男 昭和54年生

11720 男 昭和26年生

11721 男 昭和51年生

11722 女 昭和56年生

11723 男 昭和55年生

11724 女 昭和56年生

11725 男 昭和55年生



事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

平成16年７月９日 10万円

平成16年12月10日 23万3,000円

平成17年７月８日 30万円

11727 男 昭和56年生 平成16年７月９日 10万円

平成16年７月９日 10万円

平成16年12月10日 23万3,000円

平成17年７月８日 30万円

平成17年12月９日 32万円

平成16年７月９日 10万円

平成16年12月10日 23万3,000円

平成17年７月８日 30万円

平成17年12月９日 32万円

平成17年７月８日 10万円

平成17年12月９日 21万円

平成17年７月８日 10万円

平成17年12月９日 21万円

平成17年７月８日 10万円

平成17年12月９日 23万円

平成17年７月８日 10万円

平成17年12月９日 25万円

平成17年７月８日 10万円

平成17年12月９日 20万円

平成17年７月８日 10万円

平成17年12月９日 23万円

平成17年７月８日 10万円

平成17年12月９日 22万円

11729 女 昭和56年生

昭和57年生男11726

11730 男 昭和57年生

11728 男 昭和56年生

11731 男 昭和58年生

11732 男 昭和57年生

11733 男 昭和57年生

11734 男 昭和57年生

11735 男 昭和57年生

11736 男 昭和56年生



                      

  

東京厚生年金 事案11737                           

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間のうち、平成 17年 12月９日の賞与に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同年 12 月９

日の標準賞与額に係る記録を40万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日  ： 昭和39年生 

住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成16年12月10日  

             ② 平成17年７月８日  

                          ③ 平成17年12月９日  

    申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ社が当該賞与について、

届出を行っていなかった。同社は、訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、当該記録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された「賃金台帳」により、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払

を受け、申立期間③の賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

   また、申立期間③に係る標準賞与額については、「賃金台帳」において確認できる保

険料控除額から、40万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対して提出していなかった

こと、また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

   一方、Ａ社から提出された「賃金台帳」により、申立人は、申立期間①及び②の賞与



                      

  

に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②の賞与に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11738 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日は、平成６年１月１日で

あると認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

なお、申立人の平成５年 12 月の標準報酬月額については、26 万円とすることが妥当

である。 

また、申立人は、申立期間②のうち平成６年１月１日から８年５月１日までの期間に

ついて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額の記録を６年１月か

ら同年 10月までは 26万円、同年 11月から８年４月までは 22万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立期間②に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年12月13日から６年１月１日まで 

             ② 平成６年１月１日から15年５月21日まで 

    同一の事業主が経営していたＡ社及びＢ社に平成５年 12月 13日から 15年５月 20

日までコンビニエンスストアーの店長として継続して勤務していたが、申立期間①の

うち５年12月31日から６年１月１日までの期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

また、申立期間①及び②の標準報酬月額が実際の給与支給額に見合う標準報酬月額

より低いので正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の加入記録により、申立人が当該期間にＡ社に勤務

していたことが確認できる。 

一方、オンライン記録により、Ａ社では、平成６年３月７日付けで、申立人を含む

複数の従業員について同社の被保険者資格喪失日がさかのぼって５年 12月 31日と記



                      

  

録され（同社は同日に適用事業所でなくなっている。）、申立人の同年 12 月の標準

報酬月額が当初記録されていた 26万円から 11万8,000円にさかのぼって減額訂正さ

れていることが確認できる。 

また、Ａ社は、同社に係る商業登記簿謄本により、厚生年金保険の適用事業所でな

くなった平成５年 12月 31日以降も法人であることが確認できることから、同社は申

立期間①において厚生年金保険法の適用事業所の要件を満たしていたものと認められ

る。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立人の申立期

間①に係る被保険者資格の喪失処理及び標準報酬月額の減額訂正処理をさかのぼって

行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録は有効なものとは認められないことか

ら、申立人の資格喪失日を平成６年１月１日に訂正し、５年 12 月に係る標準報酬月

額を、事業主が当初社会保険事務所に届け出た 26 万円に訂正することが必要である。 

２ オンライン記録では、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額は、平成６年１月か

ら７年９月までは 11万 8,000円、同年 10月から 15年４月までは９万 8,000円と記

録されていることが確認できる。 

一方、申立人から提出された預金通帳及び銀行の普通預金取引推移一覧表により、

申立人は、平成６年１月から同年３月まで、７年８月から同年 11 月まで、８年３月

から同年５月まで、９年５月から同年７月まで、10 年５月から同年７月まで、11 年

５月から同年７月まで及び同年 11 月から 15 年５月までの期間に、月額 21 万円以上

の給与がＡ社又はＢ社から振り込まれていることが確認できる。 

また、申立人と同様、コンビニエンスストアーの店長として勤務していた従業員は、

保有している給与明細書から、平成７年９月から同年 11 月まで、８年１月、同年２

月、同年４月及び同年５月の期間において、記録されている標準報酬月額（11 万

8,000 円及び９万 2,000 円）よりも高い標準報酬月額に見合う厚生年金保険料（１万

7,400円）が控除されていることが確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、

申立期間②のうち平成６年１月から８年４月までの期間において、その主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそ

れぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間②の標準報酬月額は、平成６年１月から同年 10 月までは 26

万円、同年11月から８年４月までは22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の上記訂正後の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



                      

  

ては、事業主から回答は無いが、上記給与明細書において確認できる従業員の保険料

控除額及び申立人の給与振込記録から判断される上記標準報酬月額が、平成６年１月

から８年４月までの長期間にわたりオンライン記録と相違していることから、事業主

は、申立人の上記訂正後の標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務

所は、当該標準報酬月額に基づく保険料について、納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 申立期間②のうち、平成８年５月から 15 年４月までの期間について、上記預金通

帳及び銀行の普通預金取引推移一覧表により、上記のとおり、月に 21 万円以上の給

与が振り込まれていることが確認できる。 

しかし、当該期間について、オンライン記録では、申立人の標準報酬月額がさかの

ぼって訂正されるなど不自然な点は見当たらない。 

また、申立人及びＢ社において厚生年金保険の被保険者記録のある申立人と同一職

種の従業員は、いずれも当該期間における保険料控除を確認できる資料を保有してい

ないため、申立人の当該期間における標準報酬月額を推認することができない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

申立期間②のうち平成８年５月から 15 年４月までの期間について、その主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11739 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成５年１月から６年５月までの期間について、事業主が社会保険

事務所（当時）に届け出た申立人の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額で

あったと認められることから、当該期間の標準報酬月額を 17 万円に訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和61年６月１日から平成８年12月21日まで 

    Ａ社に幼児体育指導員（スポーツインストラクター）として勤務した期間のうち、

申立期間の標準報酬月額が実際にもらっていた給与に見合う標準報酬月額よりも低い

金額となっていることが判明したので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間のうち平成５年１月から６年５月までの期間について、オンライン記録に

より、申立人のＡ社における標準報酬月額は、当初、５年１月から６年３月までは

17 万円と記録されていたが、同年４月 26 日付けで５年 10 月１日の定時決定が取り

消され、同年１月にさかのぼって８万円に減額訂正され、６年５月まで継続している

ことが確認できる。 

また、Ａ社においては、平成６年４月 26 日付けで複数の従業員の標準報酬月額が

さかのぼって減額訂正されていることが確認できるが、社会保険事務所において、上

記減額訂正処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

   さらに、Ａ社に係る滞納処分票により、当該期間当時、同社が厚生年金保険料を滞

納していたことが確認できる。 

   加えて、申立人は、当該期間の給与支給額を確認できる給与明細書等を所持してい

ないが、申立人と同様、平成６年４月 26 日付けで５年１月にさかのぼって標準報酬

月額が訂正された複数の従業員から提出された給与明細書により、オンライン記録の

標準報酬月額に見合う保険料額よりも高い厚生年金保険料が控除されていたことが確

認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成６年４月 26 日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正処理は

事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該遡及
そきゅう

訂正処理に合理



                      

  

的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められない。このため、当該遡及
そきゅう

訂正処理の結果として記録されている申立人の当該期間の標準報酬月額について、有

効な記録訂正があったとは認められず、申立人の当該期間に係る標準報酬月額を、当

初、事業主が社会保険事務所に届け出た17万円に訂正することが必要である。 

２ 申立期間のうち昭和 61年６月から平成４年 12月までの期間及び６年６月から８年

11 月までの期間について、オンライン記録では、申立人の標準報酬月額は、さかの

ぼって訂正された等の不合理な処理の形跡は見当たらない。 

 また、申立人は、当該期間に係る給与明細書を保有していないため、申立人の当該

期間における厚生年金保険料控除額を確認することができない。 

さらに、Ａ社において申立人と同一の職種の従業員が所持する当該期間の給与明細

書により、給与支給額に見合う標準報酬月額はオンライン記録の標準報酬月額より高

いものの、厚生年金保険料の控除額はオンライン記録の標準報酬月額に見合う保険料

額であることが確認できることから、当該期間に係る申立人の厚生年金保険料の控除

額に見合う標準報酬月額がオンライン記録の標準報酬月額よりも高い事情はうかがえ

ない。 

 これらを総合的に判断すると、当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11740 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における被保険者資格喪失日に係る記録を昭

和 51年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年 12月 31日から 51年１月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。異動はあ

ったが同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された申立人の就労証明書及び同社

の回答から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（同社Ｂ工場から同社本社に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。  

なお、申立人の異動日については、上記就労証明書では申立人のＡ社Ｂ工場から同社

本社への異動日が昭和 50 年 12 月 15 日と記録されているが、同社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿により、52 年 12 月に同社Ｂ工場から同社本社へ異動している従

業員６人全員が同年 12 月１日付けで被保険者資格を喪失していることが確認でき、同

社では、１日付けで被保険者資格の得喪手続を行っていたと考えられることから、申立

人の同社Ｂ工場における資格喪失日は51年１月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和 50 年

11月の社会保険事務所（当時）の記録から、11万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているが、事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日

を昭和 51 年１月１日として届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを 50 年



                      

  

12 月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人の同年 12 月に係る保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11741 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、平成 19 年 12 月 28 日

の標準賞与額に係る記録を15万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年12月28日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。申立期間の賞与支払明細書を提出するので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支払明細書により、申立人は、平成 19 年 12 月 28 日に同

社から賞与の支払を受け、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

賞与額を決定又は改定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに

基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、平成 19 年 12 月 28 日の標準賞与額は、上記賞与支払明細書において確

認できる賞与額から、15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主が届出の誤りを認めていることから、これを履行していないと認

められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11742 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により年

金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の平成 17年６月 28日及び 19年６月 22日に係る標準賞与額を 150万円とするこ

とが必要である。  

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年６月28日 

② 平成19年６月22日 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準賞与額の記録が無い。

同社は、既に社会保険事務所（当時）に賞与支払届を提出したものの、時効により厚

生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付される

よう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給明細書により、申立人は、平成 17 年６月 28 日及び 19

年６月 22 日に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、平成 17年６月 28日及び 19年６月 22日に係る標準賞与額については、上記賞

与支給明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、150 万円とすることが妥

当である。 

   なお、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主が届出の誤りを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11743 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により年

金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の平成 17年６月 28日及び 19年６月 22日に係る標準賞与額を 150万円とするこ

とが必要である。  

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

                   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年６月28日 

② 平成19年６月22日          

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準賞与額の記録が無い。

同社は、既に社会保険事務所（当時）に賞与支払届を提出したものの、時効により

厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付さ

れるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給明細書により、申立人は、平成 17 年６月 28 日及び 19

年６月 22 日に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、平成 17年６月 28日及び 19年６月 22日に係る標準賞与額については、上記賞

与支給明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、150 万円とすることが妥

当である。 

   なお、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主が届出の誤りを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11744 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により年

金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の平成 17年６月 28日及び 19年６月 22日に係る標準賞与額を 150万円とするこ

とが必要である。  

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年６月28日 

② 平成19年６月22日 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準賞与額の記録が無い。

同社は、既に社会保険事務所（当時）に賞与支払届を提出したものの、時効により

厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付さ

れるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給明細書により、申立人は、平成 17 年６月 28 日及び 19

年６月 22 日に同社から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

また、平成 17年６月 28日及び 19年６月 22日に係る標準賞与額については、上記賞

与支給明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、150 万円とすることが妥

当である。 

   なお、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主が届出の誤りを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11745 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により年

金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

平成19年６月22日の標準賞与額を150万円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年６月22日 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準賞与額の記録が無い。

同社は、既に社会保険事務所（当時）に賞与支払届を提出したものの、時効により

厚生年金保険料を納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付さ

れるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給明細書により、申立人は、平成 19年６月 22日に同社か

ら賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与支給明細書において確認でき

る厚生年金保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

   なお、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主が届出の誤りを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11746 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により年

金額の計算の基礎とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の平成 15年７月８日、16年７月８日、17年７月８日及び 18年７月 10日に係る

標準賞与額を150万円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人の当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年７月８日 

② 平成16年７月８日 

③ 平成17年７月８日 

④ 平成18年７月10日 

厚生年金保険の記録では、Ａ社に勤務した申立期間の標準賞与額の記録が無い。

同社は、既に年金事務所に賞与支払届を提出したものの、時効により厚生年金保険

料を納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は、平成 15 年７月８日、16

年７月８日、17 年７月８日及び 18 年７月 10 日に同社から賞与の支払を受け、厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、平成 15年７月８日、16年７月８日、17年７月８日及び 18年７月 10日に係る

標準賞与額については、上記賞与支給控除一覧表において確認できる厚生年金保険料控

除額から、150万円とすることが妥当である。 

   なお、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



                      

  

ては、事業主が届出の誤りを認めていることから、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11747 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は、昭和 56年３月 21日であると認められることか

ら、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必

要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、12 万 6,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年９月21日から56年３月21日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

申立期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことが確認でき

る。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人の同社における被保険者資

格喪失日は、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（昭和 56 年３月１日）

より後の昭和56年４月２日付けで、55年９月21日と記録されている。 

また、上記被保険者名簿において、申立人を含め昭和 56 年４月２日付けで資格喪失

日をさかのぼって 55 年９月 21 日と記録された者が 20 人確認できるほか、資格喪失日

をさかのぼって同年４月 30日と記録された者が５人、同年５月 31日と記録された者が

13 人、同年７月 31 日と記録された者が２人確認できる。なお、資格喪失日が同年 10

月以降と記録された者７人を含め、47 人の被保険者資格の喪失処理日が 56 年４月２日

となっている。 

しかしながら、Ａ社は法人事業所であり、適用事業所でなくなった日において、５人

以上の従業員が在籍していたことが認められ、当時の厚生年金保険法の適用事業所とし

ての要件を満たしていたと認められることから、当該適用事業所でなくなったとする処

理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立人の資

格喪失に係る処理をさかのぼって行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は

有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社における資格喪失日は、雇用保険

における離職日の翌日である昭和56年３月21日であると認められる。 



                      

  

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 55 年８月の

社会保険事務所の記録から、12万6,000円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11748 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場（現在は、Ｃ社Ｄ工場）における資格喪失日

に係る記録を昭和 43 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 2,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年５月31日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び事業所の従業員台帳から判断すると、申立人がＡ社に継続し

て勤務し（昭和 43 年６月１日に同社Ｂ工場から同社Ｅ工場に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社の辞令書によれば昭和 43 年７月１日と記録されてい

るが、同社では辞令発令日と実際の異動日にずれが生じ、厚生年金保険の資格得喪の手

続の際に１か月の空期間が発生したと思われる旨回答していることから、同社Ｂ工場に

おける資格喪失日を同年６月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和 43 年

４月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立期間の資料がなく不明であるとしているが、事業主は申立人の資格喪失の届出

を誤ったとしていることから、事業主が昭和 43年５月 31日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保



                      

  

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11749 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 46 年６月 15

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年６月15日から同年８月16日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

にＢ社（親会社）からＡ社（グループ会社）へ異動はあったが、同社に勤務していた

ので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社の人事・社会保険関係を行っていたＢ社総務部門の回答

書から判断すると、申立人が同社及び関連会社のＡ社に継続して勤務し（昭和 46 年６

月 15 日にＢ社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 46 年８月の

社会保険事務所（当時）の記録から、９万2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11750 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、申立期間①及び②に係る標準報酬月額については、当該期間のうち昭和

61 年２月から 63 年３月までの期間は 24 万円、同年４月から同年７月までの期間は 26

万円、平成２年４月から同年 10月までの期間及び同年 12月から３年６月までの期間は

32 万円、同年７月から同年９月までの期間は 34 万円、４年３月から同年９月までの期

間は 36 万円、５年８月及び同年９月は 38 万円、６年４月から同年 10 月までの期間及

び８年４月から同年９月までの期間は 41 万円、９年４月から 12 年９月までの期間は

44 万円、13 年２月及び同年３月は 47 万円、同年 10 月から 14 年３月までの期間は 44

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

また、申立人は申立期間③、④及び⑤について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、Ａ社

における標準賞与額の記録を申立期間③及び④は38万円、申立期間⑤は 37万円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和61年１月20日から平成２年11月１日まで 

② 平成２年12月４日から20年５月１日まで 

③ 平成15年７月16日 

④ 平成15年12月10日 

⑤ 平成16年７月16日 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の標準報酬月額が、

給与支給総額に見合う標準報酬月額と相違している。また、申立期間③、④及び⑤の

標準賞与額の記録が無いことが分かった。給料支払明細書を提出するので、正しい記

録に訂正してほしい。 



                      

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人から提出されたＡ社の給料支払明細書から、申立人は、申立期間①及び②に

ついて、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

したがって、申立期間①及び②における申立人の標準報酬月額については、給料支

払明細書の保険料控除額から、昭和 61 年２月から 63 年３月までの期間は 24 万円、

同年４月から同年７月までの期間は 26万円、平成２年４月から同年 10月までの期間

及び同年 12月から３年６月までの期間は 32万円、同年７月から同年９月までの期間

は 34 万円、４年３月から同年９月までの期間は 36 万円、５年８月及び同年９月は

38 万円、６年４月から同年 10 月までの期間及び８年４月から同年９月までの期間は

41万円、９年４月から 12年９月までの期間は 44万円、13年２月及び同年３月は 47

万円、同年10月から14年３月までの期間は44万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は当時の資料が無く不明としているが、給料支払明細書において確認できる保険

料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬

月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は、当該期間の標準報酬月額

について、給料支払明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額を

届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料に

ついて、納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

また、申立期間①及び②のうち、昭和 63 年８月から平成元年９月までの期間、３

年 10 月から４年２月までの期間、同年 10 月から５年７月までの期間、同年 10 月か

ら６年３月までの期間、同年 11月から８年３月までの期間、同年 10月から９年３月

までの期間、12 年 10 月から 13 年１月までの期間、同年４月から同年９月までの期

間、14 年５月から 15 年３月までの期間、同年７月から 16 年７月までの期間、同年

９月から 17 年３月までの期間、同年９月、18 年４月から同年７月までの期間及び同

年９月から 20 年４月までの期間については、オンライン記録の標準報酬月額と給料

支払明細書における厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は一致していること

が確認できる。 

さらに、平成16年８月及び18年８月については、当該期間に係る給料支払明細書

は無いが、前後の期間の給料支払明細書により、当該期間においても同額の保険料が



                      

  

控除されていたと認められることから、オンライン記録の標準報酬月額と一致する厚

生年金保険料が給与から控除されていることが推認できる。 

加えて、平成14年４月、15年４月から同年６月までの期間及び17年10月から18

年３月までの期間については、オンライン記録の標準報酬月額と給料支払明細書にお

ける報酬額に見合う標準報酬月額は一致していることが確認できる。 

また、昭和 61 年１月、平成元年 10 月から２年３月までの期間及び 17 年４月から

同年８月までの期間については、オンライン記録の標準報酬月額は、給料支払明細書

における厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額よりも高いことが確認できる。 

これらのことから、当該期間については、特例法による保険給付の対象に当たらな

いため、あっせんは行わない。 

２ 申立人から提出されたＡ社の給料支払明細書（賞与）から、申立人は、申立期間③、

④及び⑤について、同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立

人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞

与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、給料支払明細書（賞与）において

確認できる賞与額から、申立期間③及び④については 38 万円、申立期間⑤について

は37万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は当時の資料が無く不明としているが、事業主が当該期間の

賞与支払届を提出したにもかかわらず、社会保険事務所が複数回にわたりこれを記録

しないとは考え難いことから、事業主は、当該期間の賞与額について届出を行ってお

らず、その結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について、納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11751 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格取得日に係る記録を昭和 52 年

５月 17日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 13万 4,000円とすることが必要である。 

また、申立人は申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る記録を昭和

53年１月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を16万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和52年５月17日から同年６月１日まで 

② 昭和52年12月30日から53年１月１日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間①及び②に工場間の異動はあったが同社に継続して勤務していたので、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、雇用保険の加入記録、Ａ社から提出のあった申立人に係る在籍

証明書及び人事発令記録から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 52 年

５月 17 日に同社Ｃ工場から同社Ｂ工場に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和 52

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、13 万 4,000 円とすることが妥当である。 

申立期間②について、雇用保険の加入記録、Ａ社から提出のあった申立人に係る在籍

証明書及び人事発令記録から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 53 年

１月１日に同社Ｂ工場から同社Ｃ工場に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和 52



                      

  

年11月の社会保険事務所の記録から、16万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったと

は認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11758 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 25 年８月１

日に訂正し、申立人の申立期間に係る標準報酬月額を 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和25年４月30日から同年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。Ｂ県

に疎開していた同社の本社が、昭和 25 年１月にＣ県内に移転し、それに伴いＢ県の

同社に勤務していた私もその後Ｃ県内の本社に異動した。申立期間において退職や休

職等は無く、同社には継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における当時の経理担当者は、「申立人は社長直属で働き、申立人の給与は社長

のいる本社で支払われていた。」と述べていることなどから判断すると、申立人は、同

社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが推認できる（申立人のＣ県内のＡ社の本社における資格取得日は、昭和

25年８月１日となっている）。 

また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

25年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、当時の事業主は既に死亡し、前述の当時の経理担当者は、「当時の資

料は残っておらず、保険料の納付については不明である。」と述べており、このほかに

これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否



                      

  

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認

められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社Ｂ支所における資格喪失日に係る記録を昭和 21 年

６月１日に、同社本店における資格取得日に係る記録を同年６月１日にそれぞれ訂正し、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額を600円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 明治41年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和21年５月10日から22年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間中に異動はあったが、同社に継続して勤務していたので、申立期間も厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管する職員原簿及び同社の回答から判断すると、申立人は同社に継続して勤

務し（昭和 21 年６月１日に同社Ｂ支所から同社本店に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社本店における

昭和 22 年６月の社会保険事務所（当時）の記録により、600 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、「保険料控除に係る当時の資料が無く、詳細は不明だが、

職員原簿から申立人が申立期間も継続して在籍していたことは確かなので、保険料につ

いても継続して控除し納付していたと考えられる。」と回答しているが、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。また、

政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立てどおりの



                      

  

被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認めら

れない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社における資格取得日に係

る記録を昭和 32 年４月１日に訂正し、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額を１万

4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和28年９月６日から32年２月１日まで 

             ② 昭和32年４月１日から同年５月１日まで 

申立期間①については、私が提出したＡ社発行の｢昭和60年分退職所得の源泉徴収

票｣に記載があるとおり、昭和 28年９月６日に同社に入社した。入社して最初に赴任

した同社Ｄ支社において 32 年４月１日に同社Ｃ支社に転勤するまでの期間に県内３

か所の支部長として勤続してきたが、同社Ｄ支社における厚生年金保険の被保険者資

格取得日が同年２月１日となっているので、厚生年金保険の資格取得日を入社した

28年９月６日にしてほしい。 

申立期間②については、Ａ社Ｄ支社からＣ支社への転勤の時期が昭和 32 年４月１

日であり、申立期間②においても同社の社員としてＣ支社において継続して勤務して

いたのは間違いないので、同年５月１日となっている同支社の資格取得日を、転勤発

令日の同年４月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、申立人から提出があったＡ社発行の昭和 60 年分退職所得

の源泉徴収票に「就職年月日 28年９月６日」「退職年月日 60年９月 11日」の記載

があることから、申立人は申立期間②において同社に勤務していたことが確認できる

上、申立期間②に同社Ｃ支社に勤務していた元従業員は、「申立人が昭和 32 年４月

１日に同社Ｄ支社から同社Ｃ支社に転勤した。」と回答しており、また、申立人に係

る厚生年金保険被保険者台帳には、申立人の同社Ｄ支社における被保険者資格の資格



                      

  

喪失原因欄に「轉勤」と記載されている。 

これらのことから、申立人がＡ社に継続して勤務し、申立期間②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間②に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支社における昭

和 32 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000 円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無く、また、Ａ社の経

営破綻に伴い保険契約を引き継いだＢ社は、「申立人に係る資料が残っていないこと

から不明である。」と回答していることから、明らかでないと判断せざるを得ない。

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認め

られない。 

２ 一方、申立期間①については、前述の昭和 60 年分退職所得の源泉徴収票から、申

立人は、昭和28年９月６日からＡ社に勤務していたと認められる。 

しかしながら、前述のＢ社は、「申立人に係る資料が残っていない。」と回答して

いる上、申立期間①当時にＡ社Ｄ支社において厚生年金保険の被保険者であった二人

の内部事務管理者のうちの一人は、「申立人のような支部長職の人の待遇は個々で

様々だったと思う。」と述べ、もう一人は「外務関係者の給与計算及び社会保険関係

は本社が担当しており自分たちには分からない。」と述べていることから、申立人の

申立期間①当時における厚生年金保険の適用状況及び厚生年金保険料の控除について

確認することができない。 

また、Ａ社Ｄ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人が同

社に入社した昭和 28 年９月６日から同社同支社で厚生年金保険の被保険者資格を取

得した 32 年２月１日までの期間の記載内容に訂正などの不自然な点は見当たらない

上、同名簿に記載されている取得年月日及び厚生年金保険の番号は厚生年金保険被保

険者番号払出簿に記載されている資格取得年月日及び番号と一致しており、申立人に

係る厚生年金保険被保険者台帳において、同社同支社における資格取得日が同年２月

１日と記載されているのが確認できる。 

このほか、申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について、これを確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は申

立期間①において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできない。 

なお、申立人は、申立期間①について、「平成２、３年ごろにＡ社Ｄ支社を管轄す

るＥ社会保険事務所（当時）に電話及び文書で照会した際、同事務所から、納入され

たと思われる保険料は異なる名義人に納入されているので、年金の給付はできないと



                      

  

回答された。」と述べているが、同事務所に照会したところ、同事務所は、「当時の

ことを調べたが、文書は残っておらず、不明であるが、申立人が主張しているような

ことはあり得ないと思う。」と回答している。 



                      

  

東京厚生年金 事案11761 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 10 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年６月10日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、Ａ社は、当

該賞与について、社会保険事務所（当時）に届出を行っていなかった。同社は、その

後誤りに気付き、社会保険事務所に当該賞与に係る届出を行ったが、厚生年金保険料

は時効により納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、厚生年金保険

が給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給料支払明細書及び平成 19 年分源泉徴収票により、申立人は、

申立期間に同社から賞与の支払を受け、標準賞与額 10 万円に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、当

該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 21 年 10 月 23 日に、申立期間

当時に事務手続を誤ったとして申立人に係る賞与支払届を提出したことを認めているこ

とから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係るＡ社における資格喪失日は、昭和 53年９月 17日であると認

められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正し、

同年６月から同年８月までの標準報酬月額については、14 万 2,000 円とすることが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年６月30日から同年10月ごろまで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には、

申立期間も継続して勤務していたので、同期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元取締役二人の供述及び雇用保険の加入記録により、申立人が、昭和 53 年９

月16日まで同社に継続して勤務していたことが推認できる。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は昭和 53年６月 30日に厚生

年金保険の適用事業所でなくなっているが、同日を厚生年金保険の資格喪失日にする事

業主及び申立人を含む従業員７人に係る届出が、同年 10月 12日に社会保険事務所（当

時）で受け付けられていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社の元取締役は、上記申立人を含む７人の従業員全員が昭和 53 年

10 月ごろまで勤務形態等の変更は無く勤務しており、同年９月までは給与が支給され、

厚生年金保険料が控除されていたと供述していることから、同社が厚生年金保険の適用

事業所でなくなった以降の申立期間においても、当該適用事業所としての要件を満たし

ていたと認められる。 

また、上記取締役は、Ａ社が、昭和 53 年９月ごろに二度目の手形の不渡りを出し、

そのころには社会保険料を滞納していたと供述している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所が、申立人について、昭和 53 年６月

30 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失する旨の処理を行う合理的な理由は無く、当

該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人のＡ社における

資格喪失日は、雇用保険の加入記録における離職日の翌日である同年９月 17 日に訂正

することが必要である。 



                      

  

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 53 年５月の

社会保険事務所の記録から、14万2,000円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11763 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を

昭和 58年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額 19万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年７月２日から同年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。同社から、子会社である

Ｃ社に異動はしたが、継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、雇用保険の加入記録によると、昭和 53 年１月９日から 58 年３月 20 日ま

ではＡ社において、同年３月 21日から 63年 12月 26日までは同社の子会社であるＣ社

において、継続してそれぞれ雇用保険に加入していることが確認できる。 

一方、Ｃ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事業所

となったのは昭和 58 年８月１日であり、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、

申立人は、同年７月２日までは同社で厚生年金保険に加入していることが確認できる。 

また、Ａ社及びＣ社の商業登記簿謄本により、両事業所は、申立期間当時の所在地が

同じであることが確認でき、Ａ社からＣ社に申立人と一緒に異動した現在のＣ社の事業

主は、両事業所は同じ室内に所在し、申立期間当時の事業主、経理事務担当者及び税理

士も同じであったと供述している。 

さらに、Ａ社の現在の事業主は、申立期間当時の資料は無いものの、申立人の給与か

ら申立期間に係る厚生年金保険料を控除していたはずであると供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社及び同社の子会社であるＣ社に継続し

て勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料をＡ社の事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 



                      

  

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社における昭和 58 年６月の社会保険

事務所（当時）の記録から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格喪失について誤って届出を行い、厚生年金保険料を納付していない

ことを認めていることから、社会保険事務所は申立人に係る昭和 58 年７月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11771                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 28 年４月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和28年４月１日から同年５月１日まで              

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。申立期間にＡ社からＢ社

への転籍はあったが、厚生年金保険料は控除されていたので、被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同日にＡ社からＢ社に転籍した複数の同僚の供述及び当該同僚の一人が所持

する両社の辞令から、申立人についても、昭和 28年３月 31日にＡ社を退社し、同年４

月１日にＢ社に入社しており、申立期間は、同社に継続して勤務していたことが推認で

きる。 

また、上記同僚の一人が所持する給与明細書において、申立期間の厚生年金保険料が

事業主により給与から控除されていることが確認できることから、申立人についても、

申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたと考えるのが相当である。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社における昭和 28 年５月の

社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録では、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和

28 年５月１日であり、申立期間は適用事業所ではない。しかし、申立人及び同僚の供

述並びに同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、同社が適用事業所と

なった際の従業員が 26 人であることから、同社は法人事業所であり申立期間において



                      

  

常時５人以上の従業員が勤務していたと認められることから、当時の厚生年金保険法に

定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、事業主は申立人の申立期間において適用事業所でありながら社会保険事務所に

対して適用の届出を行っていなかったと認められることから、申立期間に係る厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11772 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記録を

昭和 36年８月１日に、資格喪失日に係る記録を 40年４月１日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を 36年８月から 37年９月までは 7,000円、同年 10月から 38年９月までは

8,000円、同年 10月から 39年６月まで及び同年８月及び同年９月は 9,000円、同年 10

月から40年３月までは１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年８月１日から39年７月１日まで 

             ② 昭和39年７月11日から40年４月１日まで 

申立期間について厚生年金保険に加入していた記録が無い。昭和 36 年８月ごろ、

Ｃ学園定時制普通課程に転入したのと同時にＡ社に勤務し、40 年３月に同校を卒業

するまで同社に勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答、Ｃ学園高等学校の在籍証明書及び同僚の供述により、申立人が申立期間

においてＡ社に勤務していたことが認められる。 

また、Ｂ社は、「Ｃ学園の定時制普通課程に在籍していた者であれば、厚生年金保険

に加入し、保険料控除をしていたと思う。」と回答しているところ、オンライン記録に

よれば、申立人よりも約４か月前の昭和 36年４月にＡ社に入社した同級生 35名につい

ては、同年４月から 40 年３月までの期間において、厚生年金保険の記録が継続してい

ることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の同僚の標準報酬月額の記録及び



                      

  

申立人のＡ社における昭和 39 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から判断して、

36年８月から 37年９月までは 7,000円、同年 10月から 38年９月までは 8,000円、同

年 10月から 39年６月まで、同年８月及び同年９月は 9,000円、同年 10月から 40年３

月までは１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てどおりの届出を行っておらず、厚生年金保険料も納付していなかったとし

ていることから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の取得及び喪失の届出を

行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 36年８月から 39年６月

までの期間及び同年８月から 40 年３月までの期間に係る厚生年金保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11780 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社における資格取得日に

係る記録を昭和 42年２月 19日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年２月19日から同年３月16日まで 

Ａ社Ｃ支社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間中、社内異動はあったが同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から

控除されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社から提出のあった人事記録から判断すると、申立人は、

Ａ社に継続して勤務し（同社Ｄ工場から同社Ｃ支社に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人のＡ社Ｄ工場から同社Ｃ支社への異動日については、Ｂ社の人事担当者

は、「人事公報の異動発令日が昭和 42年２月 16日であることから、申立期間の始期で

ある同年２月 19日までは引継ぎの期間であり、実際の異動日は 19日である可能性が高

い。」旨供述していることから、昭和42年２月19日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支社における昭和 42 年

３月のオンライン記録から、３万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し誤って提出し、

申立期間に係る保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人



                      

  

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11781 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②については、Ａ社における資格喪失日は昭和 31 年９月１日であ

ると認められることから、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正し、当

該期間の標準報酬月額については、5,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和30年10月ごろから31年２月１日まで 

② 昭和31年６月１日から同年９月１日まで 

             ③ 昭和31年９月１日から32年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①及び②並びにＢ社に勤務した申立期間③の

厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間中、それぞれの会社に継続して勤務してお

り、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、申立期間①から③までに

ついて厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、Ａ社の同僚による「申立人は、私が入社した昭和 30 年９月

より少し遅く同社に入社し、Ｂ社に転籍した時期は覚えていないが、32 年２月ごろま

で同社に継続勤務していた。」旨の供述から判断すると、申立人が申立期間②において

Ａ社に勤務していたことは推認される。 

また、適用事業所名簿では、Ａ社が昭和 31 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所

でなくなった旨の処理がなされ、オンライン記録によると、申立人は、同日に被保険者

資格を喪失処理されているが、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

同年９月１日に被保険者資格を喪失した者は、申立人を含め 10 人確認でき、当該被保

険者名簿によると、申立人及びその前後の８人の従業員は連続して記載されているとこ

ろ、同人らの約 50 人前の一人の従業員にも同年９月１日の資格喪失日が記載されてお

り、不自然な記録が確認できる。 

さらに、前述の不自然な記録が確認できるＡ社の複数の従業員は、「昭和 31 年６月

１日以降も同社に継続勤務していた。」旨供述しており、かつ、当該被保険者名簿の記

録から、昭和 31 年６月１日において、同社が適用事業所としての要件を満たしていた



                      

  

と認められることから、当該適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は

見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 31 年６月１日に被保険者資格

の喪失処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認めら

れないことから、申立人の申立期間②における資格喪失日は、当該被保険者名簿の記録

から、同年９月１日であると認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、当該被保険者名簿の記録から、5,000 円

とすることが妥当である。 

一方、申立期間①及び③については、Ａ社の同僚による「申立人は、私が入社した昭

和 30 年９月より少し遅く同社に入社し、Ｂ社に転籍した時期は覚えていないが、32 年

２月ごろまで同社に継続勤務していた。」旨の供述から判断すると、申立人が当該期間

においてＡ社及びＢ社に勤務していたことは推認される。 

しかしながら、Ａ社及びＢ社の当時の代表者は既に死亡しており、また、社会保険担

当者からは回答が得られず、同社における申立人の申立期間①及び③に係る勤務実態及

び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない上、申立人の記憶する複数の

同僚は、Ａ社及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間①

及び③において厚生年金保険の被保険者記録が見当たらない。 

そこで、申立期間①については、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、

複数の元従業員に照会したが、「入社５か月後に厚生年金保険の被保険者資格を取得し

た。」旨供述しているなど、申立人が当該期間において厚生年金保険被保険者として保

険料控除されていたことを確認することができなかった。 

また、申立期間③については、Ｂ社は、昭和 31年 12月１日に厚生年金保険の適用事

業所となっており、当該期間の一部は厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認で

きる。 

さらに、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会

したが、申立人が申立期間③において厚生年金保険被保険者として保険料控除されてい

たことを確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間①及び③における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間①

及び③について、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11782 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年８月１日から４年３月 31 日までの期間に係る標準報酬月額は、事

業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額であったことが認められること

から、当該期間の標準報酬月額の記録を、３年８月及び同年９月は 47 万円に、同年 10

月から４年２月までは50万円に訂正することが必要である。 

 また、申立人の平成４年３月31日から同年５月８日までの期間に係るＡ社における資

格喪失日は、同年５月８日であると認められることから、厚生年金保険被保険者資格喪

失日に係る記録を訂正し、当該期間の標準報酬月額については、50万円とすることが必

要である。 

さらに、申立人の平成４年５月８日から５年１月１日までの期間については、申立人

は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社における上記訂正後の被保険者資格喪失日（平成４年５

月８日）を同年１月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を50万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

また、申立人の平成８年１月30日から同年２月１日までの期間については、申立人は、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＢ社における資格喪失日に係る記録を同年２月１日に訂正し、当

該期間の標準報酬月額を56万円にすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年８月１日から４年３月31日まで 

             ② 平成４年３月31日から５年１月１日まで 

             ③ 平成８年１月30日から同年２月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の標準報酬月額が実際に

給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している。また、同社に



                      

  

は昭和62年１月20日から継続して勤務していたのに申立期間②について厚生年金保険

の加入記録が無い。同社では、取締役営業部長であったが、厚生年金保険関係事務に

は関与していなかったので、申立期間①の標準報酬月額を正しい記録に訂正し、申立

期間②を被保険者期間として認めてほしい。 

一方、Ｂ社に勤務した期間のうち、申立期間③の厚生年金保険の加入記録が無い。

同社には平成７年４月１日から８年１月31日まで継続して勤務しており、当該期間の

厚生年金保険料の控除が確認できる給与明細書を提出するので、申立期間③について

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録に

よると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成４年３月 31 日より後の

５年７月８日付けで、３年８月及び同年９月は 47万円が８万円に、同年 10月から４年

２月までは 50 万円が８万円に、それぞれさかのぼって訂正処理されていることが確認

できる。 

また、申立人は、「Ａ社では取締役営業部長であった。」旨供述しているが、同社の

商業登記簿謄本によると、申立人は遡及
そきゅう

訂正処理が行われた日（平成５年７月８日）

の前の同年２月 22 日付けで同社の取締役を退任していることが確認できる上、複数の

元従業員は、「厚生年金保険の担当は社長であり、申立人は厚生年金保険関係の事務手

続には関与していない。」旨供述している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該訂正処理を行う合理的な

理由は無く、申立期間①において、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認

められず、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届

け出たとおり、平成３年８月及び同年９月は 47万円に、同年 10月から４年２月までは

50万円に訂正することが必要である。 

申立期間②のうち、平成４年３月 31 日から同年５月８日までの期間については、雇

用保険の加入記録及びＡ社の元従業員の供述から、申立人は、当該期間において、同社

に勤務していたことが認められるところ、オンライン記録によると、同社が厚生年金保

険の適用事業所ではなくなった同年３月 31 日より後の同年５月８日付けで、申立人の

同社における厚生年金保険被保険者資格は、同年３月 31 日にさかのぼって喪失処理さ

れていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人と同日（平成４年５月８日）付けで、被保険

者資格が同年３月 31 日にさかのぼって喪失処理されたＡ社の元従業員は、申立人を除

き７人確認できる。 

さらに、Ａ社の商業登記簿謄本によると、同社は、申立期間②において、解散又は閉

鎖されてはおらず、法人格を有していたことが確認でき、厚生年金保険法に定める適用

事業所の要件を満たしていたものと判断できる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、厚生年金保険の適用事業所

でなくなった後に、さかのぼって申立人の被保険者資格の喪失処理を行う合理的な理由

は無く、当該処理に係る記録が有効なものとは認められず、申立人のＡ社に係る資格喪

失日は、社会保険事務所が当該処理を行った平成４年５月８日に訂正し、同年３月及び

同年４月の標準報酬月額については、事業主が当初届け出た記録から、50 万円とする

ことが妥当である。 

申立期間②のうち、平成４年５月８日から５年１月１日までの期間については、社会

保険事務所の手続に不合理な点が見当たらないところ、雇用保険の加入記録及びＡ社の

元従業員の供述から、申立人は、当該期間において、同社に勤務していたことが認めら

れる。 

そして、申立人から提出のあったＡ社の平成４年５月から同年 12 月までの給与明細

書（ただし、同年９月及び同年 12 月については、給与の入金が確認できる預金通帳の

写し）から、申立人は当該期間において、厚生年金保険料が控除されていることが確認

できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され、かつ、上述のとおり、

Ａ社は、厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成４年５月から

同年12月までの給与明細書の保険料控除額から、50万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は、当時、社会保険事務所において厚生年金保険の適用事業所としての記録が無いこと

から、社会保険事務所は、申立人に係る平成４年５月から同年 12 月までの保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

申立期間③については、申立人から提出のあった給与明細書、雇用保険の加入記録及

びＢ社の当時の共同代表取締役の供述から、申立人は同社に平成８年１月 31 日まで継

続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＢ社における平成８年１月の給

与明細書の保険料控除額から、56万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11783 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日に

係る記録を昭和 49年 11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11万 8,000円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年10月31日から同年11月１日まで 

Ａ社Ｃ支店に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間中、社内異動はあったが同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から

控除されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社から提出のあった人事記録から判断すると、申立人は、

Ａ社に継続して勤務し（昭和 49年 11月１日に同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 49 年

９月のオンライン記録から、11万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し誤って提出し、

申立期間に係る保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11787 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社における厚生年金保険の資格喪失日は、昭和 51 年２月１日であると認

められることから、申立期間①における厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

 なお、昭和 50 年９月から 51 年１月までの標準報酬月額については、13 万 4,000 円

とすることが必要である。 

 また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ｂ社における申立人の厚生年金保険被保険者記録のうち、

申立期間②に係る資格喪失日（昭和 51 年８月 21 日）及び資格取得日（昭和 52 年２月

21日）を取り消し、当該期間の標準報酬月額を 14万 2,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和50年９月21日から51年２月１日まで 

             ② 昭和51年８月21日から52年２月21日まで 

             ③ 昭和52年６月21日から同年11月１日まで 

Ａ社及びＢ社に勤務した期間のうち、申立期間①、②及び③の厚生年金保険の加入

記録が無い。申立期間も両社に勤務していたので、申立期間①、②及び③について、

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の記録及び複数の同僚の供述から判断すると、申立

人は、昭和 51年１月 31日までＡ社に在籍し、同年２月１日付けでＢ社へ転籍となり、

当該期間も継続して勤務していたことが認められる。 

しかし、オンライン記録では、昭和 50 年９月 21 日にＡ社における厚生年金保険

の被保険者資格を喪失し、51 年２月１日にＢ社における厚生年金保険の被保険者資

格を取得していることが確認できる。 

一方、事業所別被保険者名簿によると、申立人のＡ社における資格喪失日は、当



                      

  

初、昭和 51年２月１日の日付で同年２月 27日に記録されていたものが、その後、50

年９月 21 日にさかのぼって訂正されていることが確認できる上、そのほか複数の従

業員についても、資格喪失日がさかのぼって記録又は訂正されていることが確認でき

る。 

また、Ａ社は、昭和 50年 10月 21日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなった

旨の処理が行われているが、上記訂正処理前の記録から、同社が適用事業所としての

要件を満たしていたと認められることから、当該適用事業所ではなくなったとする処

理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらの事実を総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）が、Ａ社における

申立人の厚生年金保険の被保険者資格を昭和 50年９月 21日に喪失した旨の処理を行

う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないこと

から、申立人の資格喪失日は、当初記録されていた 51 年２月１日であったものと認

められる。 

なお、昭和 50 年９月から 51 年１月までの標準報酬月額については、50 年８月の

社会保険事務所の記録から、13万4,000円とすることが必要である。 

２ 申立期間②について、申立人は、事業所別被保険者名簿では、Ｂ社において昭和

51年２月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年８月 21日に資格を喪失

後、52年２月 21日に同社において再度資格を取得しており、51年８月 21日から 52

年２月21日までの申立期間②の被保険者記録が無い。 

しかしながら、Ｂ社に勤務していた複数の同僚の供述及び申立人の勤務に関する供

述の信憑性
しんぴょうせい

から判断すると、申立人は、当該期間も同社に継続して勤務していたこ

とが認められる。 

また、上記同僚のうち申立人と同一の仕事に従事していたとする同僚一人は、「申

立人は、技術部門では第一人者であり、主任リーダーとして責任のある職を任されて

おり、一時退職ということはありませんでした。当時、私も管理職として、彼女と同

じ状況下で勤務しており、給与にも手当等は付かず、毎月同額であったことを覚えて

います。」と供述している。 

さらに、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立期間②において、当該同

僚の厚生年金保険被保険者記録は継続していることが確認できる上、申立人と同様に

被保険者資格を喪失し、再度取得している従業員は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、

申立期間②において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと

認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立期間②前後の社会保険事務所の

記録から、14万2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主から

申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを記録することは通常考え難いことから、事業主が社会保険事務



                      

  

所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る昭和 51年８月から 52年１月までの保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間

②に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 申立期間③について、申立人のＢ社における雇用保険の記録では、離職日が昭和

52年６月 20日と記録され、厚生年金保険の被保険者資格喪失日と一致している上、

同年７月７日にＣ社において雇用保険の被保険者資格を取得していることが確認で

きる（なお、Ｃ社は、同年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業所となっている。）。 

また、Ｂ社は、当時の資料を保管していないことから、申立期間③当時の申立人の

勤務状況及び厚生年金保険料の控除等の事実について確認することができない。 

さらに、Ｂ社からＣ社へ申立人と共に異動したとされる同僚に照会を行ったが、回

答を得ることができなかった上、Ｂ社を昭和 52年６月 30日に退職した同僚は、自身

の退職時に、申立人はＣ社に勤務していた旨供述していることから、当該期間につい

て、Ｂ社における勤務の事実は認められない。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について、確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11788 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における被保険者記録のうち、申

立期間に係る資格喪失日（昭和 20年 12月 11日）及び資格取得日（21年 12月 11日）

を取り消し、申立期間の標準報酬月額を昭和 20年 12月から 21年３月までは 160円、

同年４月から同年11月までは150円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和20年12月11日から21年12月11日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無い。

同社には昭和 16 年４月１日に入社して以来継続して勤務していたので申立期間につ

いて記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行ったも

のである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された在籍証明書及び人事記録から判断すると、申立人は、昭和 20 年

12 月 11 日から 21 年 12 月 11 日まで病気により休職しているものの、申立期間にＡ社

に継続して勤務していることが認められる。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から照会し、回答のあった従業員７人は同

社在職中に休職期間があると回答しており、７人全員の厚生年金保険の加入記録は休

職中も継続していることが確認できる。 

さらに、上記回答のあった７人のうち３人は当該休職期間は、病気（結核）により

長期療養をしていた期間で、当該休職期間中も給与は支給されていた旨供述しており、

このうちの１人は、Ａ社の結核休職規定について、結核にかかると３年間は休職して

もよく、３年以内であれば給与も社会保険も保障されており、休職期間が連続して３

年を超えると退職しなければならなかった旨供述している。 



                      

  

加えて、申立人の妻は、申立期間当時、同僚が申立人の給与を自宅へ届けていた旨

供述しているが、上記回答のあった７人のうち１人は、申立期間当時、Ａ社では、休

職中の従業員の給与の受渡しについては、同じ部署で勤務している同僚が自宅へ届け

る慣習があり、申立人の妻が記憶している同僚は、申立人と同じ部署に勤務していた

旨供述していることから、申立人は休職中も給与を受け取っていたことがうかがえる。 

これらのことを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前後の社会保険事務所（当

時）の記録から、昭和 20 年 12 月から 21 年３月までは 160 円、同年４月から同年 11

月までは150円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としているが、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届

や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録すること

は通常考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取

得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 20 年 12 月

から 21 年 11 月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納入されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8256 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46年４月から 51年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年４月から51年３月まで 

私の母は、私が 20 歳のときに国民年金の加入手続を行い、大学を卒業するまで国

民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、保険料を納付していたとする母親から当時の納付状況等を聴取することがで

きないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立期間

は国民年金の未加入期間であり、保険料を納付することはできない期間であること、申

立人の保険料を納付していたとする母親も申立期間は未加入期間であること、申立人の

二人の姉も、学生であった期間は国民年金の未加入期間であることなど、申立人の母親

が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8257 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年４月から４年７月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年４月から４年７月まで 

    私は、就職した平成２年に国民年金に加入し、国民年金保険料を納付してきた。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続の時期、保険料額及び保険料の納

付場所に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、就職した平成２年に国民年金に加入したと主張しているが、申立人

の国民年金手帳の記号番号は申立期間後の７年６月に払い出されており、申立人は、現

在所持する年金手帳のほかに手帳を所持していた記憶は無いと説明しており、申立人に

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことなど、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8258 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年 10 月から 48 年２月までの期間、48 年８月から同年 11 月までの

期間、49年６月から同年８月までの期間、52年２月、54年 10月から 55年９月までの

期間、58年 12月から 59年４月までの期間及び 59年 10月から 61年２月までの期間の

国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和47年10月から48年２月まで 

             ② 昭和48年８月から同年11月まで  

             ③ 昭和49年６月から同年８月まで 

             ④ 昭和52年２月 

             ⑤ 昭和54年10月から55年９月まで 

             ⑥ 昭和58年12月から59年４月まで 

             ⑦ 昭和59年10月から61年２月まで             

私は、会社を退職した都度、必ず国民健康保険に加入しており、その際、国民年金

の加入手続も一緒に行い、国民年金保険料を納付したはずである。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続、厚生年金保険から国民年金への

切替手続及び保険料の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 53 年１月ごろに払い出されており、

当該払出時点では、申立期間①、②及び③は時効により保険料を納付することができな

い期間であり、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらないこと、申立期間はいずれも平成３年４月４日に厚生年金保険加入期間の

記録が追加されたことにより国民年金加入期間とされたものであることがオンライン記

録により確認できることから、申立期間当時は未加入期間であり、制度上、保険料を納

付することができない期間であることなど、申立人が申立期間の保険料を納付していた



                      

  

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8259（事案4934の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年４月から同年８月まで 

私は、退職後の昭和 58 年４月に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納

付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   本件申立てについては、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、また、申立人が申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらず、さらに、申立期間は任意加入適用

期間であり、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 58年９月 29日時点

では、申立期間にさかのぼって保険料を納付することはできず、別の手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないとして、既に当委員会の決定に

基づく平成 21年７月 15日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対して申立人は、昭和 58 年４月に加入手続を行い、保険料を納付したと主張

しているが、申立人は、58 年９月６日に任意加入手続をしていることがオンライン記

録及び申立人が所持している年金手帳の資格得喪記録から確認できるなど、申立人の主

張は委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、その他に委員会の当

初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8260 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57年８月から 58年５月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年８月から58年５月まで 

   私の母は、私が 20 歳のときに国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険

料を納付してくれた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、加入手続及び保険料を納付してくれていたとする母親は、申立人の加入手続

及び保険料の納付に関与していないと説明しており、申立人の加入手続及び保険料の納

付に関する記憶と相違している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間から約４年経過後の昭和 62 年

３月に払い出されており、オンライン記録から申立期間は平成 19年 10月１日に厚生年

金保険加入期間の記録が追加されたことにより国民年金加入期間とされたものであるこ

とが確認できることから、申立期間当時は未加入期間であり、保険料を納付することが

できない期間である。    

さらに、申立人は、昭和 56 年４月に初めて厚生年金保険被保険者の資格取得をした

際に発行された年金手帳と上記の手帳記号番号払出時の 62 年３月に発行された年金手

帳の２冊を所持しているが、このほかに手帳を所持していたことはないと説明しており、

申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見

当たらないことなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8265 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37年３月から 40年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年３月から40年３月まで 

私たち夫婦は、昭和 37 年９月に転居して間もなく、集金人に国民年金保険料を納

付するように言われ、私が区出張所で夫婦二人分の保険料を納付していた。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続時期の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立人の夫と連番で昭和 39 年９月に払い

出されていることが確認できるが、申立人が一緒に保険料を納付していたとする夫が所

持する同年 10月９日発行の国民年金手帳には、昭和 39年度の検認記録頁に検認印が無

いことから、当該年度の保険料は現年度納付されていなかったものと推認できる上、申

立人は、加入手続時にさかのぼって保険料を納付した記憶は無いと説明しているなど、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8266 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年４月から40年３月まで 

    私たち夫婦は、昭和 37 年９月に転居して間もなく、集金人に国民年金保険料を納

付するように言われ、妻が区出張所で夫婦二人分の保険料を納付していた。申立期間

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与してお

らず、申立人の加入手続を行い、保険料の納付をしていたとする申立人の妻は、加入手

続時期の記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は妻と連番で昭和 39 年９月に払い出されて

いることが確認できるが、申立人の妻が一緒に保険料を納付していたとする申立人が所

持する同年 10月９日発行の国民年金手帳には、昭和 39年度の検認記録頁に検認印が無

いことから、当該年度の保険料は現年度納付されていなかったものと推認できる上、申

立人の妻は、加入手続時にさかのぼって保険料を納付した記憶は無いと説明しているな

ど、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

さらに、申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8267 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年２月から５年３月までの国民年金保険料については、免除されてい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月から５年３月まで 

私は、会社を退職したときに、元妻に私の国民年金の加入手続及び国民年金保険料

の免除申請手続を依頼し、元妻からは後日、手続を行ったと聞いた。申立期間の保険

料が免除とされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料が無く、申

立人は、国民年金の加入手続及び免除申請手続に関与しておらず、加入手続及び免除申

請手続をしたとする申立人の元妻から聴取することができないため、当時の状況が不明

である。また、申立期間の免除申請手続を依頼された元妻は、申立期間の保険料が免除

されておらず、未納期間が散見されるなど、申立人が申立期間の保険料を免除されてい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8268 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年 11 月から 62 年３月までの国民年金保険料については、付加保険

料を納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年11月から62年３月まで      

    私の母は、私が勤めを辞めた昭和 60年 11月ごろ、私の国民年金の加入手続と同時

に付加保険料納付の申出を行い、付加保険料を納付した。申立期間の付加保険料が未

納とされていることに納得できない。                 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の付加保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の国民年金の加入手続、付加保険料納付の

申出及び国民年金保険料の納付に関与しておらず、申立人の保険料を納付していたとす

る母親は、付加保険料の納付を開始した時期についての記憶が曖昧
あいまい

である上、申立人

のオンライン記録によると申立人の付加保険料納付の申出日は申立期間直後の昭和 62

年４月 27 日となっているなど、母親が申立期間の付加保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8269 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年７月から 63 年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年７月から63年12月まで 

私は、会社を退職した後、市役所で国民健康保険及び国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付してきた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の付理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続、保険料の納付額等の納付状況の

記憶が曖昧
あいまい

である。また、申立人が所持する年金手帳には、申立人が初めて国民年金

の被保険者となった日は、申立期間より後の平成３年２月21日と記載されていることが

確認できるため、申立期間は未加入期間であり、納付書が発行されず、保険料を納付す

ることができない期間であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8272  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年９月から平成元年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年９月から平成元年３月まで 

私の申立期間の国民年金保険料は、免除申請をしたが却下されたため、自宅に届い

た納付書で現年度納付したはずである。申立期間の保険料が申請免除期間とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、申立人は、会社退職後、保険料の免除申請をしたが却下されたた

め、申立期間直前の昭和 63 年５月から同年８月までの期間及び申立期間の保険料を当

時居住していた区で納付したと説明しているが、オンライン記録により、申立期間直前

の 63 年５月から同年８月までの期間の保険料は、平成元年４月に転居後の区で一括で

納付されていること、申立人は、昭和 63 年９月６日に免除申請を行い、同年９月から

平成元年３月までの保険料が平成元年５月 19 日に免除承認されていることが確認でき、

これらの記載内容に不自然、不合理な点は見られないなど、申立人が申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8273   

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年３月から 41年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年３月から41年３月まで 

    私の父は、私が 20 歳のときに国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付

してくれていたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、保険料を納付していたとする父親から当時の納付状況等を聴取することがで

きないため、当時の状況は不明である。 

また、申立人は、20 歳になった昭和 39 年＊月に父親が国民年金の加入手続を行って

くれたと説明しているが、申立人が所持する国民年金手帳により、当該手帳は 43 年６

月に発行されていることが確認でき、当該発行時点で過年度納付が可能であった申立期

間直後の 41 年４月以降の保険料が納付されているなど、申立人の父親が申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は別の年金手帳を受領、所持していた記憶は無いなど、申立期間当時

に別の国民年金手帳の記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8274   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51年 11月から 54年 12月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年11月から54年12月まで 

私の夫は、昭和 51 年 11 月に協同組合を退職したときに、夫婦一緒に国民年金の

加入手続をし、私の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立人の保険料を納付していたとする申立人の夫は、夫婦二人

分の保険料の納付を開始した時期に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、夫が昭和 51年 11月に夫婦二人の国民年金の加入手続を行ったと説

明しているが、手帳記号番号払出簿により、夫の国民年金手帳の記号番号は 51年 11月

に払い出されているものの、申立人の手帳記号番号は申立期間後の 55 年１月に払い出

されていることが確認できる。 

さらに、申立人の手帳記号番号払出時点では、申立期間のうち 52 年 10 月から 54 年

12 月までの保険料は過年度保険料となるが、申立人の夫は申立期間の保険料をさかの

ぼって納付した記憶が無いなど、申立人の夫が申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立人は、手帳記号番号払出当時に受け取った国民年金手帳以外に別の手帳

を受領、所持した記憶は無いなど、別の国民年金手帳の記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8275   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年４月から平成３年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年４月から平成３年３月まで 

    私の国民年金保険料は、亡くなった母が国民年金の加入手続を行い、納付してくれ

ていたはずである。申立期間が未加入で保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、申立人の保険料を納付していたとする申立人の母親から当時の納付状況等を

聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立人の基礎年

金番号は厚生年金保険の記号番号が付番されており、申立期間は未加入期間であり、保

険料を納付することができない期間であるなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は国民年金手帳を受領、所持した記憶は無いと説明しており、国民年

金手帳の記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8276   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年６月から６年１月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年６月から６年１月まで 

私の申立期間の国民年金保険料は、母が国民年金の加入手続をしてくれた際にま

とめて納付してくれた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、申立人の保険料を納付していたとする母親は、当時の納付した期間、納付金

額に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の母親は、加入手続の際、市役所の担当職員から保険料をさかのぼって

納付できると説明を受け、そのとおりに納付したと説明しており、申立人の国民年金手

帳の記号番号が払い出された平成８年３月時点で過年度納付することが可能な平成６年

２月までの２年間の保険料がさかのぼって納付されていることがオンライン記録により

確認できる上、当該手帳記号番号が払い出された時点では、申立期間の保険料は時効に

より納付できない期間であるなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、上記の国民年金手帳以外に別の手帳を受領、所持した記憶は無い

など、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8279 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年３月から３年２月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年３月から３年２月まで 

    私の国民年金は、父が加入手続及び国民年金保険料の納付をしてくれていた。申立

期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたとする父親は、

加入手続の時期、加入場所、保険料の納付時期、納付場所、納付方法、納付金額等の記

憶が曖昧
あいまい

であるなど、父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

また、申立人及びその父親は、申立期間当時の年金手帳についての記憶が曖昧
あいまい

であ

り、当時居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）において、国民年金手帳の記

号番号が払い出された記録も無く、申立人に対して手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8280 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年８月から４年７月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年８月から４年７月まで 

    私が平成３年８月に会社を休職した際、区役所か区役所出張所で、私の妻は自身の

国民年金第３号被保険者から国民年金第１号被保険者への変更手続を行うとともに私

の国民年金の加入手続を行い、復職する４年７月まで私の国民年金保険料を納付して

くれた。申立期間が国民年金に未加入で、保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与してお

らず、加入手続を行い、保険料を納付していたとする妻から申立期間当時の納付状況等

に関する説明について、電話による照会に対する協力が得られないことから、申立人の

国民年金の資格取得及び喪失、並びに保険料の納付状況等が不明であり、妻が申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時、申立人が居住していた区において、申立人に国民年金手帳の

記号番号が払い出された記録は無く、手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

         

東京国民年金 事案8281 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 12年４月から 13年３月までの国民年金保険料については、学生納付特

例により納付猶予されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成12年４月から13年３月まで 

私は、平成 12 年３月に短期大学を卒業し、同年４月に４年生大学の３年次に編入

した際、区役所で国民年金保険料の学生納付特例の申請を行った。申立期間の保険料

が学生納付特例とされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を学生納付特例により納付猶予されていたことを

示す関連資料が無く、申立人は、学生納付特例の申請時期についての記憶が曖昧
あいまい

であ

る。 

また、申立人の戸籍附票によると、申立人が学生納付特例の申請を行ったとする区に

は、申立期間内の平成 12年６月 30日に転入していることが確認でき、当該転入時点で

は、制度上、申立期間のうち同年４月分の学生納付特例の申請はできないなど、申立人

が申立期間の保険料を学生納付特例により納付猶予されていたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を学生納付特例により納付猶予されていたものと認め

ることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8282 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年４月から同年６月まで 

    私は、退職後、保険料の納付が途切れることのないように区役所で国民年金の加入

手続を行い、国民年金保険料を納付した。年金手帳にも申立期間の国民年金の記録が

記載されており、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続、保険料の納付場所及び納付方法

等の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、年金手帳の国民年金の記録に、資格取得日として昭和 58 年４月１

日と記載されていることから、当該期間の保険料を納付したはずだと主張しているが、

この資格取得日は、加入手続時期にかかわらず、強制加入期間の初日までさかのぼって

記載されることから、納付開始時期を特定するものではない上、申立人の国民年金手帳

の記号番号は平成元年８月ころに払い出されていることが確認できるなど、申立人が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時に申立人が居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）に

おいて、別の手帳記号番号が払い出された記録は無く、別の手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8283（事案764の再申立て） 

               

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年 11 月から５年１月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年11月から５年１月まで 

    私は、平成 14 年の高年齢任意加入期間中に、区役所から「３か月払い過ぎになる

ので納付は８月分までにして下さい。」と電話があったので８月分まで国民年金保険

料を納付した。しかし、その後、年金受給手続をしたときに社会保険事務所（当時）

で３か月未納があると言われた。申立期間の保険料が未納となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間の保険料の納付の状

況に関する記憶も曖昧
あいまい

であり、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらないとして、既に当委員会の決定に基づき平成 20 年８月６日付け

の年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人から新たな資料、情報の提出等は無く、オンライン記録によると、申立

期間直後の平成５年２月及び同年３月の保険料は、時効直前の７年３月 13 日に過年度

納付されており、同時期に、申立期間直前の４年 11 月までさかのぼって厚生年金保険

被保険者資格の喪失に伴う国民年金被保険者資格の取得が記録されて、申立期間は未加

入期間から未納期間に変更されていることから、申立人は厚生年金保険被保険者資格を

喪失した後、国民年金への切替手続が遅れたものと推認できるなど、委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8287  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年３月から 48年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年３月から48年３月まで 

    私が当時住み込みで働いていた店の主人は、私が 20 歳の時に国民年金の加入手続

をしてくれ、国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が当時住み込みで勤務していた店の主人が申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加

入手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立期間の保険料を納付していたとする店

の主人から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和48年５月に申立人の夫

と19番違いで払い出されており、申立人の夫は、婚姻後に保険料をさかのぼって納付し

た記憶は無いと説明しているなど、申立人が当時住み込みで勤務していた店の主人及び

申立人の夫が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

さらに、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8288 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年７月から 48年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年７月から48年３月まで 

    私は、20 歳のときに国民年金に加入し、国民年金保険料を金融機関で納付してき

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、20 歳になってすぐに国民年金の加入手続を行ったと

主張しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和 48 年５月に

申立人の妻と 19 番違いで払い出されており、申立人は、保険料をさかのぼって納付し

た記憶は無いと説明しているなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人が居住する区の所轄社会保険事務所（当時）において、申立期間当時に

申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立期間当時に申立人に

別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8289 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年 10 月から 62 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年10月から62年３月まで 

    私は、20 歳の大学生のときに国民年金に加入し、国民年金保険料は、口座振替又

は納付書により金融機関で納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付方法及び納付金額等の納付状況に関する

記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、20 歳のときに国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、申

立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和 62 年８月ごろに払い出されてい

ること、申立人は、保険料をさかのぼって納付した記憶は無いと説明していることなど、

申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、上記手帳記号番号の手帳のほかに手帳を所持していたことはない

と説明しており、申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8290  

                              

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49年 12月から 52年 12月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年12月から52年12月まで 

    私の国民年金は、私が 20 歳になったときに、実家の両親が加入手続をしてくれて、

国民年金保険料も納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の両親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、申立人は 20 歳時に両親が加入手続をしてくれたとしているが、母親は、申

立人の国民年金の加入手続をした時期は、申立期間後の昭和 55 年ごろであると説明し

ている。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、昭和 55 年７月から居住していた町で払

い出されており、同月以降の時点では申立期間は時効により保険料を納付することがで

きない期間であること、保険料を納付していたとする母親もさかのぼって保険料を納付

したことはないと説明していることなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人には現在所持する国民年金手帳以外の年金手帳の記憶は無いなど、別

の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8291 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年 12 月から 58 年２月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年12月から58年２月まで 

    私の母は、私が 20 歳になったときに、国民年金の加入手続を行い、大学を卒業す

るまで、国民年金保険料を納付してくれていたはずである。申立期間が国民年金に未

加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、保険料を納付していたとする母親から当時の納付状況等を聴取することがで

きないため、当時の状況が不明である。 

   また、申立人に国民年金の記号番号が払い出された記録は無く、申立人が所持する年

金手帳には、厚生年金保険の記号番号のみが記載されており、申立期間は未加入期間で

あり、保険料を納付することができない期間であること、申立人は、母親から国民年金

手帳を受け取った記憶が無いことなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8292 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 38年４月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

また、昭和 52 年３月の保険料については、重複納付していたものと認めることはで

きない。 

さらに、昭和 57年 11月の保険料については、還付されていないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年４月から38年４月まで 

             ② 昭和52年３月 

             ③ 昭和57年11月 

    私の母は、私が 20 歳のときに国民年金の加入手続をしてくれ、国民年金保険料を

納付してくれていたと思う。その後、母が納付してくれなかった期間の保険料をさか

のぼって納付した。また、昭和 52 年３月分の保険料は納付したはずであるが、51 年

12月分の保険料が充当されたことになっている。さらに、57年 11月分の保険料還付

を受けた記憶が無い。申立期間①については未納とされていること、申立期間②につ

いては重複納付した保険料が還付されていないこと、申立期間③については保険料が

還付済みとされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人の母親及び申立人が当該期間の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、保険料を納付していた

とする母親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明で

ある。また、当該期間については、平成３年２月に資格取得日が昭和 38 年６月から 36

年３月に訂正されたことにより国民年金加入期間とされたものであり、さらに、申立人

は 34 年 10 月から 38 年５月まで共済組合に加入していた期間であるため、申立期間当

時は、未加入期間であることから、制度上、保険料を納付することができない期間であ

るなど、申立人の母親及び申立人が当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせ



                      

  

る周辺事業も見当たらない。 

申立期間②については、申立人が当時居住していた市の国民年金被保険者名簿及び特

殊台帳から昭和 51 年 12 月分の保険料が 52 年３月分に充当された旨の記載があり、同

月分の保険料が既に納付されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   申立期間③については、申立人は申立期間の還付通知を受け取ったことはなく、還付

請求手続をした記憶が無いとしているが、特殊台帳には還付金額、還付期間及び還付決

定日が記載されており、当該記載内容に不自然、不合理な点は見当たらず、他に申立人

に対する保険料の還付を疑わせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人の昭和 36年４月から 38年４月までの国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

また、昭和 52 年３月の保険料については、重複納付していたものと認めることはで

きない。 

さらに、昭和 57年 11月の保険料については、還付されていないものと認めることは

できない。 



                      

  

東京国民年金 事案8293 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年２月から同年４月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年２月から同年４月まで 

  私は、会社退職後の昭和 51 年２月か３月ころに国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当時の保険料の納付方法及び保険料額の記憶

が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、厚生年金保険適用事業所退職後の昭和 51 年２月か３月ころに国民

年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付したと主張しているが、申立人が所持す

る年金手帳には、45 年 10 月 31 日に被保険者資格を取得、47 年５月に資格喪失、再取

得したのは 59年８月１日と記載されており、申立期間は、平成３年 11月に被保険者期

間として記録が追加されたことにより生じた未納期間であり、申立期間当時は未加入期

間であり、制度上、保険料を納付することはできなかった期間であるなど、申立人が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8296 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年６月から平成３年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年６月から平成３年３月まで 

 私は、両親から、私が大学在学中に私の国民年金保険料を納付していたと聞いてい

る。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の両親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人の国民年金の加入手続及び保険料を納付したとする

母親は、加入手続を行った時期及び場所の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立人及びその

母親は、国民年金手帳を受領、所持した記憶が曖昧
あいまい

であること、申立期間は任意加入

適用期間の未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間であるこ

となど、申立人の両親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8297 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年５月から平成３年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年５月から平成３年３月まで 

私の父は、私が 20 歳で大学生であった時に私の国民年金の加入手続を行い、国民

年金保険料を納付してくれたはずである。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未

納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、保険料を納付していたとする父親から当時の納付状況等を聴取することがで

きないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金の記号番号は、申立期間から約２年経過した平成５年４月に

払い出されており、申立期間は大学在学中の未加入期間であり、制度上、保険料を納付

することができない期間であること、申立人及びその母親は、申立人が現在所持してい

る年金手帳のほかに手帳を所持していた記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間当時に申立人に

別の国民年金の記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらないことな

ど、申立人の父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

なお、申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記録」欄の被保険者となった日は平

成５年４月１日から申立期間の始期である昭和 63年５月 21日に訂正されているが、当

該訂正については、申立期間は申立人が大学在学中であり、任意加入適用期間であるに

もかかわらず、当該欄の資格種別は強制加入とされていること、当該手帳の「初めて上

記被保険者となった日」欄は平成５年４月１日の記載のまま訂正が行われていないこと

などから見て、不自然である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申



                      

  

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8298 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56年９月から 59年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年９月から59年３月まで 

私の母は、私が 20 歳になった時に国民年金の加入手続を行い、就職するまでの国

民年金保険料を納付してくれていたはずである。申立期間が国民年金に未加入で保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立期間の保険料を納付していたとする母親は、当時の保

険料額及び保険料の納付頻度についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、20 歳になった時に母親が国民年金の加入手続をしてくれたと主張

しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立期間から約８年後の平成４年９月

に払い出されており、申立人は、当該手帳記号番号払出時に受け取った年金手帳のほか

に国民年金の手帳を受領、所持したことは無いとしており、申立期間当時に申立人に別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないこと、母親

が保険料を一緒に納付していたとする申立人の兄も大学生であった期間は国民年金に未

加入であることなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8299 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47年７月から 50年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年７月から50年９月まで 

    私の母は、私が学生で 20 歳になった時に私の国民年金の加入手続を行い、私が就

職するまでの国民年金保険料を納付してくれていたはずである。申立期間が国民年金

に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、保険料を納付していたとする母親から当時の納付状況等を聴取することがで

きないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、母親から年金手帳を受け取った記憶は無く、年金手帳を所持したこ

とも無いとしていること、申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、

申立期間は未加入期間であり、保険料を納付することができない期間であることなど、

申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8300 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51年４月から 59年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年４月から59年３月まで 

私の母は、昭和 51 年ごろに私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納

付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、加入手続及び申立期間の保険料を納付したとする母親は、

加入手続の時期及び保険料納付の開始時期の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、昭和 51 年ごろに母親が加入手続をしてくれたと主張しているが、

申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の 59 年９月に払い出され、同年４月

以降の現年度保険料が納付されており、母親は申立期間の保険料をさかのぼって納付し

たことはないとしていること、母親は申立人の加入手続を行ったのは１回のみであると

しており、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらないことなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8302 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62年８月から 63年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年８月から63年６月まで 

    私は、昭和 62 年８月に当時勤めていた会社で、正社員からアルバイト社員になっ

た。その後、国民年金保険料未納の通知を受けたので、社会保険事務所（当時）の窓

口で約 10 万円を納付した。その際、職員に領収証書を求めたが、保険料納付に関し

ては正確に記録されているので、領収証書は発行していないと説明された。申立期間

が国民年金に未加入で、保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、申立人は、加入手続の時期、保険料の納付時期及び国民年金手帳の記

憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺

事情は見当たらない。 

また、申立人が当時居住していた市及び所轄社会保険事務所において、申立人の国民

年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立人に対して手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8303 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年 12 月から 51 年２月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年12月から51年２月まで 

    私の母は、きちょうめんな性格であったことから､役所から通知がくれば、私の国

民年金加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれていたはずである。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、加入手続を行い、保険料を納付していたとする母親から当時の加入手続及び保

険料納付の状況を聴取することができないため、当時の状況が不明である上、申立人は､

母親から保険料納付状況等について聞かされた記憶も無いなど、母親が申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人は、現在所持している年金手帳のほかに国民年金手帳を所持していた記

憶及び母親から国民年金手帳を見せられた記憶は無いと説明している上、申立期間当時

に申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8304 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 42 年１月までの期間並びに昭和 42 年７月及び同年８月

の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年４月から42年１月まで 

②  昭和42年７月及び同年８月 

    私は、国民年金制度発足当初に、義母と叔父から「地主の奥さんは国民年金に任意

加入しているから、あなたも加入しなさい。」と勧められたが、しばらく加入しない

でいたところ、義母から区出張所に連れて行かれ、国民年金の任意加入手続を行った。

国民年金保険料は納付期限に遅れることなく納付してきた。申立期間が国民年金に未

加入で、保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続を行った時期、申立期間の保険料

額及び申立期間当時の国民年金手帳に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された昭和 42 年８月に発行された

国民年金手帳では、当初は 35年 10月１日に強制加入したものとされていたことから、

申立期間②については、手帳記号番号払出日から保険料を現年度納付することが可能で

あったが、当該手帳の昭和 42 年度の検認記録頁には検認印が押されておらず、印紙台

紙が切り取られていることから、当該年度の保険料は現年度納付されていなかったと考

えられる上、申立期間①については、手帳記号番号払出日から一部の保険料を過年度納

付することは可能であったものの、申立人は、過去の保険料をさかのぼって納付したこ

とはないと説明しているなど、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料､周辺事情を総合的に判断すると、申



                      

  

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8305 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年３月から同年５月までの期間及び同年７月から同年９月までの期間

の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

２ 内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年３月から同年５月まで 

②  平成４年７月から同年９月まで 

    私の国民年金は、大学生当時に父が加入手続を行ってくれており、大学卒業後は厚

生年金保険適用事業所を退職する都度、自身で国民年金保険料を納付していた。大学

卒業後の申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間における厚生年金保険から国民年金への切替

手続に関する記憶が無いと説明している上、申立期間当時の国民年金保険料の納付方法、

納付場所、納付金額等について記憶が無く、保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人は厚生年金保険の記号番号が記載された年金手帳を所持しているものの、

国民年金手帳の記号番号が記載された別の年金手帳に関する記憶は無いと説明しており、

申立期間当時に申立人に対して手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料､周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8306 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年７月から 59 年３月までの期間及び 61 年８月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和57年７月から59年３月まで 

                          ② 昭和61年８月 

    私の父は、申立期間①の私の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間②の

保険料は自分で納付したかどうかは不明であるが、父又は自分が納付していたはず

である。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人及びその父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料(家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間①については、申立人は国民年金の加入

手続及び保険料納付に関与しておらず、保険料を納付していたとする父親から保険料の

納付状況を聴取することができないため、当時の状況が不明である。また、申立期間②

については、申立人は、保険料の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である上、オンライン

記録により、申立期間①及び②に係る資格取得及び資格喪失の記録は平成 11 年６月に

記録整備された結果生じた未納期間であることが確認できるなど、申立期間当時、申立

人及び父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

さらに、申立人は、申立期間当時に国民年金手帳を所持していた記憶が無いと説明し

ている上、申立人に対して、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8307 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 16年２月から 18年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年２月から18年３月まで 

    私は、平成 17 年夏ごろ、それまで滞納していた国民年金及び国民健康保険の保険

料と翌年３月までの各保険料を当時居住していた区の出張所で一括納付した。そのと

きの納付金額は 10 万 6,000 円だった。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人が一括納付したとする金額は、申立期間の保険料を納付し

た場合の保険料額と大きく異なる。 

また、申立人は、平成 17 年夏ごろに申立期間の保険料を当時居住していた区の出張

所で納付したと説明するが、14 年４月の国民年金制度の変更に伴い当該納付時点では

申立期間の保険料を区出張所において納付することができない。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間の前の平成 16年１月 31日に厚生年金保

険の資格を喪失した後、社会保険事務所（当時）から申立人に対して国民年金の加入勧

奨が行われており、申立人が申立期間の保険料額を預金から引き出したとする 17 年７

月時点より後の同年８月 23 日時点でも国民年金の加入手続が行われていなかったこと

が確認できるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8308 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年 11 月から 62 年８月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年11月から62年８月まで 

私が就職した会社は、厚生年金保険の適用事業所ではなかったので、昭和 58 年 12

月に区役所で国民年金の加入手続を行うとともに口座振替による国民年金保険料の納

付手続を行った。申立期間が国民年金に未加入で、保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は保険料の納付額の記憶が無い上、申立人の妻は申立期間

当時、申立人とは別に口座振替により保険料を納付しているが、申立人あての「国民年

金保険料口座振替済のお知らせ」を見た記憶は無いと説明しているなど、申立人が申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は、現在、厚生年金保険の記号番号が記載された年金手帳を所持してい

るものの、別の年金手帳を所持していた記憶は無いと説明している上、申立人に国民年

金手帳の記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8309 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45年５月から 49年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年５月から49年６月まで 

私の母は、学生だった私が20歳になった昭和45年＊月に私の国民年金の加入手続

を行い、国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、保険料を納付したとする母親は、保険料の納付額に関する

記憶が曖昧
あいまい

であるなど、母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和51年９月ごろに払い出されていること

が確認できる上、申立人の母親は、申立人の加入手続を行った際にオレンジ色の年金手

帳を交付されたと説明しており、申立人も現在所持しているオレンジ色の年金手帳が母

親から渡されたものであるとしているが、オレンジ色の手帳は、申立期間後の49年11月

以降に発行されたものである。 

さらに申立人は当該手帳以外の年金手帳を所持していた記憶が無いなど、別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8314 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年 11 月から 47 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年11月から47年３月まで 

    私は、昭和 47 年４月ごろに町役場で国民年金に加入し、申立期間の国民年金保険

料は特例納付を利用して納付した。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付方法及び納付額に関する記憶

が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は昭和 47 年４月ごろに特例納付を利用して申立期間の保険料を納付し

たと説明しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は 50 年 4 月ごろに払い出され

ており、申立期間直後の 47年４月から同年 12月までの保険料が第２回特例納付により

納付されていることが確認できるほか、申立人は申立期間当時大学生で国民年金の任意

加入対象者であったが、任意加入した記録がなく、申立人が所持している年金手帳には、

申立期間直後の 47 年４月１日に強制被保険者資格を取得した記載があり、申立期間は

未加入期間となり、保険料をさかのぼって納付することができないなど、申立人が申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8315 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年９月から 57年１月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年９月から57年１月まで 

    私は、昭和 55 年９月の婚姻をきっかけに、区出張所で国民年金に加入し、加入後

は国民年金保険料を納付していた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付額、納付方法及び納付場所に

関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は、昭和 55 年９月に国民年金に加入し、保険料を納付していたと説明

しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間直後の 57 年２月に申立人

が任意加入したことにより払い出されており、申立期間は未加入期間であり、保険料を

さかのぼって納付することができないほか、別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8316 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年４月から 42年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年４月から42年３月まで 

    私は、夫婦二人分の国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付方法、納付額等の記憶が

曖昧
あいまい

である。 

また、申立人が自身の保険料と一緒に納付していたとする申立人の夫の年金手帳は、

昭和 42年３月 10日に当時居住していた区で再発行され、申立期間の夫の保険料は同年

４月 24 日に印紙検認方式により１年分納付されていることが確認できるものの、申立

人の年金手帳は、同年８月２日に再発行されており、上記納付日には年金手帳を所持し

ておらず、申立期間の保険料を納付することができなかったと考えられること、申立人

の手帳が再発行された時点で、申立期間の保険料は過年度保険料となるが、申立人はさ

かのぼって納付した記憶が定かでないことなど、申立人が申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8317 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 11 年６月から同年９月までの期間、12 年４月から同年 11 月までの期

間及び 13 年４月の国民年金保険料については、免除申請及び追納していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成11年６月から同年９月まで 

             ② 平成12年４月から同年11月まで 

             ③ 平成13年４月 

    私は、会社を退職するたびに、国民年金の免除申請の手続をし、その後、社会保険

事務所（当時）の窓口で未納期間の国民年金保険料をまとめて納付した。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を免除申請及び追納していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の免除申請手続の記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間は国民年金に未加入のため加入勧奨が行われ、最終的に申立人が「未

適用者」として記録されていることがオンライン記録で確認できるなど、申立人が申立

期間の国民年金の再加入手続をし、免除申請の手続をしたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

また、申立期間以外の 19か月の申請免除期間の保険料が平成 17年３月に追納された

ことがオンライン記録で確認でき、申立人の銀行口座から当該日に 25万円及び 30万円

の引き出しがあったことが確認できるものの、申立人は、上記 19 か月と申立期間を合

わせて追納したとする金額に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立期間の保険料を追納

したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を免除申請及び追納していたものと認めることはでき

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11583 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和19年10月１日から37年11月27日まで 

ねんきん特別便が届き、年金記録を確認したところ、申立期間に脱退手当金を受給

していることを知った。 

しかし、申立期間の事業所を退職するときには、脱退手当金の説明は無く、脱退手

当金の請求手続を行ったことも、受給した記憶も無いので、年金記録を回復してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当

金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の

脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11584 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和26年３月１日から30年12月31日まで 

             ② 昭和32年４月24日から33年４月１日まで 

             ③ 昭和34年１月８日から35年１月１日まで 

ねんきん特別便が届き、年金記録に誤りがあると思い確認したところ、申立期間に

脱退手当金を受給していることを知った。 

しかし、脱退手当金を受給した覚えは無いので、年金記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の脱退手当金は、申立期間①に係るものと申立期間②及び③に係るものと２回

にわたり支給されたと記録されているところ、２回とも申立人の意思に反して請求され

ているということは考え難い。 

また、申立期間①については、申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿に記載されている女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である

昭和 30 年 12 月 31 日の前後２年以内に資格喪失した者８名の脱退手当金の支給記録を

確認したところ、全員に脱退手当金の支給記録が確認でき、そのうち６名が資格喪失日

から７か月以内に脱退手当金の支給決定がなされていることを踏まえると、申立人につ

いても、事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる上、申立人の

厚生年金保険被保険者台帳には脱退手当金が支給されたことが記載されているとともに、

申立人の申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金が

支給されていることを意味する「脱」の表示があり、申立期間の脱退手当金の支給額は、

申立期間を対象として計算されており、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約１か月後の 31 年２月７日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

さらに、申立期間②及び③については、申立人の申立期間に係る事業所の事業所別被

保険者名簿には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記されて



                      

  

いるとともに、申立期間の脱退手当金の支給額は、申立期間を対象として計算されてお

り、申立期間③に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 35 年３

月28日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11585 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和31年３月26日から同年７月１日まで 

             ② 昭和31年７月１日から36年10月10日まで 

平成７年ごろ、社会保険庁（当時）の中央年金相談室で年金相談をしたときに脱退

手当金を受給していることを知った。 

しかし、脱退手当金を受給していないので記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る最終事業所の事業所別被保険者名簿に記載されている申立人の前後120名の

うち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 36年10月 10日の前後２年以内

に資格喪失した女性26名の脱退手当金の支給記録を確認したところ、25名に脱退手当金の支

給記録が確認でき、全員が資格喪失日から７か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている

ことを踏まえると、申立人についても、事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと

考えられる。 

また、当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退手当金の請求書類とし

て提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給した旨の「脱」表示をすることとさ

れており、申立人が現在も所持している厚生年金保険被保険者証には、当該表示が確認できる

ことを踏まえると、申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求されたものとは認め難い。 

さらに、申立人の申立期間に係る最終事業所の事業所別被保険者名簿には、脱退手当金が支

給されていることを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は

支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か

月後の昭和36年12月21日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していな

いことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る脱退

手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11587 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年９月１日から55年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤務してい

たことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたと申し立てているところ、同社に係る商業

登記簿謄本に記載されている所在地、代表取締役及び二人の取締役の氏名が申立人の記憶とほ

ぼ一致しており、取締役のうち一人は、「勤務期間は特定できないものの申立人を記憶してい

る。」と供述していることから、申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。  

しかし、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ａ社は、厚生年金保険の適

用事業所となっていない。 

また、Ａ社の取締役の一人は、「同社はＤ市在住の知人５、６人が集まって設立した会社で

あり、他の会社を経営しながら同社に携わっていた人もいた。」と供述しており、代表取締役

及び取締役二人は、申立期間において他の事業所において厚生年金保険の被保険者であること

が確認できる上、取締役の二人は、「同社において厚生年金保険料の控除は無かった。」と供

述している。 

さらに、Ａ社は既に解散しており、申立期間当時の人事記録、賃金台帳等が保存されておら

ず、代表取締役は死亡していることに加えて、申立人が記憶している当時の上司及び同僚の住

所は不明であることから、同社における申立人の厚生年金保険の取扱いについて確認すること

ができない。このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11588 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和19年７月１日から20年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。学徒動員により同

社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間のＢ女学校在学中から昭和 20 年３月の卒業まで、Ａ社に勤労動

員学徒として勤務していたと申し立てているところ、同女学校を引き継いだＣ高等学校

は、同女学校から同社への学徒勤労動員の記録は確認できないが、申立人が記憶してい

る級友の氏名が昭和42年の同窓会名簿により確認できると回答している。 

また、申立期間当時にＡ社に勤務していた従業員は、学徒勤労動員として勤務してい

た学生が在学していた学校名を「Ｂ女学校」と回答しており、同社に係る健康保険労働

者年金保険被保険者名簿によると、申立人の氏名の右横に「学」の文字が記録されてい

ることから、申立人は昭和 19 年７月１日から勤労動員学徒として同社に勤務していた

ことが認められる。 

一方、学徒の勤労動員が通年化した後の昭和 19 年５月には、勤労動員学徒は労働者

年金保険の被保険者に該当しない旨が労働者年金保険法施行令（昭和 16 年勅令第 1250

号）及び厚生省告示第50号（昭和19年５月29日）に明文化されている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11590 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年12月29日から58年４月１日まで 

夫が経営するＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。申立期間に一緒に働いていた家族には加入記録があるのに、私だけ記録が無

いのは納得できず、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社において申立期間を含め継続して勤務しており、夫が同社の事業主で

社会保険の書類は夫が記入し、自分が経理を担当し社会保険事務所（当時）に厚生年金

保険に関する届出を行っていたとしているところ、申立期間当時に同社に勤務していた

従業員の供述から判断して、申立人は申立期間に同社に継続して勤務していたと推認さ

れる。 

また、申立人の夫である事業主は、申立人の給与から厚生年金保険料を控除し、社会

保険事務所に納付していたとしている。 

しかし、Ａ社は昭和 61年３月 26日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

同社は既に解散していることから、当時の人事書類を保管していないと回答しており、

事業主から申立人の申立期間の厚生年金保険料の控除の事実について確認することがで

きない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人及び申立人

の義母の二人が、昭和 49 年 12 月 29 日に同時に厚生年金保険被保険者の資格を喪失し

ており、かつ、50 年１月 13 日に申立人及び義母の二人の健康保険被保険者証が同時に

返納されている旨の記載があることが確認できる。 

加えて、従業員の一人は、申立期間当時には石油ショックで仕事が減り、残業も無く

時短操業となり、会社の景気は悪かった旨供述している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に



                      

  

ついて、確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11592 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和51年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年２月１日から同年８月１日まで  

Ａ社は法人であり、当然、社員を厚生年金保険に加入させなければならないにもか

かわらず、加入させていないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者としてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、申立人から提出されたＡ社の採用条件通知書及び同社の平成

19年３月分から同年８月分までの給与明細書により、申立人が 19年２月１日から同年

７月31日まで同社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、当該給与明細書では、事業主により給与から厚生年金保険料が控除されて

いないことが確認できる。 

また、採用条件通知書には、別途年金手当を支給する旨記載されており、Ａ社は、

厚生年金保険に加入させない代わりに、年金掛金手当を支給しており、本人もそれを

了承の上入社していると回答している。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間については国民年金保険料の納付済期

間となっていることが確認できる。 

加えて、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、

平成 19 年４月１日であり、申立期間のうち同年２月１日から同年３月 31 日までの期

間は、同社では適用事業所となっていない。 

なお、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、あっせんの対象となるのは、事業主が、被保険者の給与

から厚生年金保険料を控除していた事実があることが要件とされており、給与から厚

生年金保険料が控除されていない場合については、特例法によるあっせんの対象とな

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が



                      

  

厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11604 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年７月１日から42年７月31日まで 

Ａ事業所（現在は、Ｂ社）に勤務した期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間に同事業所に勤務したことは確かなので、厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人が申立期間のうち、昭和 40 年７月 12 日から 42

年１月31日まで、Ａ事業所に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び適用事業所名

簿によると、同事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 43 年６月１日で

あり、申立期間は適用事業所となっていない期間である。 

また、Ａ事業所が適用事業所となった昭和 43 年６月１日に厚生年金保険の被保険者

資格を取得している従業員は、40 年ごろから同事業所に勤務していたが、当時、同事

業所が厚生年金保険の適用事業所になっていないことを知っていたと供述している。 

さらに、Ａ事業所の当時の事業主は既に死亡しており、申立人が記憶している上司及

び同僚３名は、所在が不明のため、申立人の勤務状況や厚生年金保険の加入状況につい

て確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11605                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年４月ごろから47年２月ごろまで 

Ａ診療所に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ診療所に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、申立人が勤務したとするＡ診療所は、オンライン記録及び適用事業所

検索システムによると、厚生年金保険の適用事業所となった記録が確認できない。 

また、当時のＡ診療所の所在地であった地区を管轄するＢ医師会への照会により、同

診療所の当時の所在地及び院長名は確認できたが、当該院長は既に死亡していることか

ら、申立人の申立期間における勤務実態や厚生年金保険の加入状況について確認するこ

とができない。 

さらに、申立人は、Ａ診療所における上司及び同僚について、氏名を覚えているもの

の、所在が不明のため、これらの者から申立人の同診療所における勤務状況や厚生年金

保険料の控除についての供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11606                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和31年７月から32年ごろまで 

             ② 昭和33年８月から34年ごろまで 

    Ａ社（現在は、Ｂ社）及びＣ社に勤めていた両申立期間の厚生年金保険の記録が無

い。当該期間を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、Ａ社に文選工として勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社の元従業員は、同社では文選工は臨時工のみであり、正社員はい

なかったと供述しており、申立人及び当該元従業員が記憶する文選業務の責任者につい

ては、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録において確認

することができなかった。 

また、Ｂ社の総務担当者によると、当該期間当時の資料は残っておらず、当時の状況

を知る者もいないことから、申立人の勤務実態や厚生年金保険料の控除について不明で

あると供述している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、被保険者整理番号

に欠番は無く、訂正等の不自然な記載は見られない。 

申立期間②について、Ｃ社の元従業員の供述から判断すると、期間は特定できないも

のの、申立人は文選工として同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、上記の元従業員によると、当時の文選工は請負のような形で仕事をし

ており、厚生年金保険料は給与から控除されていなかったと供述している。 

また、Ｃ社の取締役によると、当該期間当時の資料は残っておらず、当時の状況を知

る者もいないことから、申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について不明であ

ると供述している。 

さらに、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、被保険者整理番号



                      

  

に欠番は無く、訂正等の不自然な記載は見られない。 

 このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11609 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和51年７月31日から56年３月31日まで 

② 平成９年11月１日から10年３月31日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間①に本社営業部から同社Ｂ営業所に配属となったが、同社に継続して勤務していた

ので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。また、Ｃ社又はＤ社に勤務した

申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。当該期間にどちらかの事業所に営業部

員として勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ社Ｂ営業所で昭和 56年３月 31日まで勤務してい

たと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社は既に解散し、当時の事業主は所在不明のため連絡を取ることが

できないため、申立人の当該期間における勤務状況や厚生年金保険料の控除について確

認することができない。 

また、申立人がＡ社Ｂ営業所で一緒に勤務し、氏名を記憶している４名の従業員は、

同社に係る事業所別被保険者名簿では確認することができず、申立人は、連絡先を覚え

ていないことから、同社Ｂ営業所における申立人の勤務実態を確認することができない。 

さらに、Ａ社の当時の経理担当者は、「営業所勤務の営業社員については、昭和 51

年７月 31 日以降の会員募集時期には歩合制の報酬としたため、会社の方針により、厚

生年金保険の被保険者資格を喪失させることとなり、厚生年金保険には加入させておら

ず、厚生年金保険料の控除もしていなかった。」と供述している。 

加えて、Ａ社の当時の管理運営部門の担当常務は、「申立人は、会員権の販売の仕事

で歩合制の営業社員として契約しており、厚生年金保険には加入していなかったと思わ

れる。」と供述しているところ、同社の総務担当者は、「営業部は、所長、部長、課長



                      

  

のほか数人の営業社員がいたが、営業社員は歩合制で正社員以外の身分であった。」と

供述している。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の事業主による給与からの控

除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、Ｃ社又はＤ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ｃ社及びＤ社は既に解散し、事業主は、所在不明のため連絡が取れな

いことから、申立人の勤務状況や厚生年金保険料の控除について確認することができな

い。 

また、オンライン記録から、当該期間にＣ社又はＤ社の従業員であったことが確認で

きる者のうち、連絡可能な 22 人に照会したが、申立人を記憶している従業員はいない

ため、申立人の勤務状況を確認することができない。 

さらに、上記の複数の従業員は、「営業社員については試用期間があった。」と回答

しているところ、Ｄ社の当時の営業事務担当者は、「営業社員は、試用期間中に契約を

取らないと正式雇用とならなかったように覚えている。また、試用期間中の健康保険は

国民健康保険であり、厚生年金保険には加入していなかったような記憶がある。」と回

答している。 

加えて、オンライン記録によれば、申立人は、当該期間を含む平成８年６月から 10

年７月までの期間について、国民年金の法定免除期間と記録されていることが確認でき

る。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の事業主による給与からの控

除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11610 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：① 昭和32年３月15日から33年６月１日まで  

           ② 昭和34年２月１日から同年４月６日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①の厚生年金保険の加入記録が無い。また、Ａ社からＢ社

へは期間を空けずに転職したが、申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。それ

ぞれの会社には叔父の紹介で入社し、勤務していたことは確かなので、各申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社における複数の従業員の供述及び申立人が記憶している同

僚から提出された昭和 32年４月 25日付けの写真から判断すると、入社日の特定はでき

ないが、同年４月には申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、申立期間当時の資料を保管しておらず、また、当時の事業主

及び社会保険事務担当者は既に死亡していることから、申立人の勤務状況及び厚生年金

保険料の控除について確認することができない。 

また、上記同僚から提出された写真から、申立人と同じ内容の仕事をしていた２名の

従業員が確認できるが、そのうち１名の従業員は、自身のＡ社の入社日を昭和 30 年１

月ごろと記憶しているが、オンライン記録において、厚生年金保険の資格取得日は 32

年６月１日と記録されており、当該者は、「入社してから厚生年金保険に加入するまで

の期間について、仕事ができるようになるまで２年位かかるので、その期間は見習期間

だと思う。」と供述している。 

さらに、上記の写真を保有していた同僚は、自身のＡ社の入社日は昭和 29 年３月ご

ろと記憶しているが、厚生年金保険の資格取得日は同年７月 29 日と記録されており、

同人は、「自分は病気のためすぐに社会保険に加入させてもらえた。病気にならなかっ

たら、社会保険の加入日はもっと遅かっただろう。」と供述している。 

 



                      

  

加えて、上記の申立人と同じ内容の仕事をしていた従業員の一人は、Ａ社における入

社日と厚生年金保険の資格取得日が一致しているが、このことについて、上記の写真を

保有していた同僚は、「経験者採用の場合、すぐに厚生年金保険に加入させたと思われ

る。」と供述している。 

これらのことから、同社では、実務経験者以外は試用期間があり、入社から相当期間

は厚生年金保険に加入させない取扱いだったことが推認できる。  

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の事業主による給与からの控

除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。  

 申立期間②について、申立人は、期間を空けずにＡ社からＢ社に転職したと申し立て

ている。 

しかしながら、前述のとおり、Ａ社は、申立期間当時の資料を保管しておらず、また、

当時の事業主及び社会保険事務担当者は既に死亡していることから、申立人の申立期間

②に係る勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、前述の同僚及び従業員に、申立人のＡ社における退職時期を確認したが、申立

人の具体的な退職時期を記憶している者はいなかった。 

さらに、Ｂ社は既に解散しており、当時の事業主も既に死亡していることから、同社

及び事業主から申立期間②に係る勤務状況及び厚生年金保険料の控除について、確認す

ることができない。  

加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間当時、被保険

者であったことが確認できる複数の従業員に照会したところ、８名から回答があったが、

申立人の同社における入社日を記憶している者はいなかった。 

また、上記の従業員のうち、Ｂ社における入社日と厚生年金保険の被保険者資格取得

日に相違がある４名の従業員は、「入社日と被保険者資格取得日には２か月から６か月

の空白期間があり、その理由は、試用期間中であったからである。」と供述しており、

さらに、そのうち１名は、「試用期間中は、厚生年金保険料の控除は無かった。」と供

述している。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の事業主による給与からの控

除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11611 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年５月３日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社では営業事務に従

事しており、申立期間に同社で一緒に勤務していた同僚には厚生年金保険の加入記録

があるので、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚及び複数の従業員の供述により、期間の特定はできないものの、申立人がＡ社で

勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は既に解散しており、申立期間当時の事業主も既に死亡していることか

ら、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除について確認すること

ができない。 

また、申立期間当時に経理事務を担当していたとする従業員は、当時は従業員全員を

厚生年金保険に加入させていたわけではなく、事業主が従業員の人物を見極めて厚生年

金保険に加入させていたと供述しており、このことは、同僚及び複数の従業員が、入社

日から、１か月から７か月程度経過した後に厚生年金保険に加入していることとも符合

する。 

さらに、申立期間にＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を取得している同僚及

び複数の従業員に当時の職種を照会したところ、申立人と同じ職種であった者は確認で

きなかった。 

加えて、Ａ社は、昭和 38年 10月＊日に解散のため厚生年金保険の適用事業所でなく

なっていることから、申立期間の一部において適用事業所でないことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚



                      

  

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11612 

 

第１ 委員社の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和56年10月25日から57年２月１日まで 

             ② 昭和57年10月６日から同年11月１日まで 

             ③ 昭和58年７月31日から同年12月１日まで 

    Ａ社に事務職として勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の

被保険者記録が無い。また、Ｂ社に事務職として勤務していた期間のうち、申立期

間③の厚生年金保険の被保険者記録が無い。申立期間③当時、事業所の名称がＣ社

からＢ社に変更されているが、Ｃ社から継続して勤務しており、職場や仕事の内容

が変わった記憶は無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員社の判断の理由 

Ａ社の申立期間①及び②当時の事業主の妻及び同僚は、申立人は同社に継続して勤務

していたとしていることから、勤務期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は既に解散しており、当該期間の事業主も既に死亡していることから、

同社及び事業主から当該期間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない上、社会保険事務を委託していたとする社会保険労務士に

当該期間の取扱いについて照会したが回答は得られなかった。 

また、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者原票によると、当該期間において厚生年金保

険の被保険者となっているのは当時の事業主及びその妻のみであり、申立人を含む当該

期間に同社で勤務していた従業員は、当該期間において厚生年金保険の被保険者であっ

た記録は無い。 

さらに、Ａ社に係る雇用保険の加入記録は、オンライン記録と一致している上、上記

の厚生年金保険被保険者原票により、申立人は、申立期間①である昭和 56 年 11 月 24



                      

  

日及び申立期間②である 57 年 10 月 23 日に、健康保険証を返納していることが確認で

きる。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の事業主による控除については、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

申立期間③については、雇用保険の加入記録により、申立人がＢ社に勤務していたこ

とは認められる。 

しかし、オンライン記録により、Ｂ社は昭和 58年 12月１日に厚生年金保険の適用事

業所となっており、当該期間は適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ｂ社では、当該期間の資料を保管していないことから、当該期間における保険

料控除等は不明であるとしている。 

さらに、Ｂ社が適用事業所となる以前の昭和 58 年８月１日から勤務していたとする

同僚二人について厚生年金保険の被保険者資格取得日を確認したところ、いずれも 59

年１月５日に厚生年金保険の被保険者となっている。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11614                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年４月１日から同年８月30日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。同社

には申立期間も営業担当として継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元同僚の供述により、申立人が申立期間において、同社に勤務していたことは

うかがえる。 

しかしながら、Ａ社は、昭和 45 年 12 月 12 日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、当時の事業主も既に死亡しているため、申立人の申立期間に係る勤務実態

及び厚生年金保険料の取扱いについて、確認することができない。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は、所在地の変更に伴い、昭

和 45 年４月１日に全従業員の厚生年金保険の被保険者資格を一度喪失させ、多くの従

業員については同日付けで再取得させているが、その際、同日付けで再取得させずに加

入期間に空白期間の生じている従業員が申立人のほか 13 名いることが確認できる。こ

れについて、前述の被保険者名簿において空白期間が無い者のうち、連絡先の把握でき

た 12 名に照会したところ、７名から回答を得たが、そのうち２名は、「申立期間当時

のＡ社における社会保険の事務処理はずさんであり、申立人のような空白期間ができる

可能性は十分にあり得る。」と述べている。 

さらに、上述の回答のあった７名のうち、人事担当であった従業員１名は、「申立期

間当時、Ａ社は、少なくとも 3,000名くらいの従業員が勤務していた。営業の人は営業

所を転々としていたので、厚生年金保険の加入が漏れることはあり得たと思う。」と述

べている。このことは、昭和 45 年４月１日からＡ社が適用事業所でなくなった同年 12

月12日までの期間における被保険者数は、1,510名であることからも推測できる。 



                      

  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11615                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者としてその主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和55年１月16日から59年２月23日まで 

② 昭和59年７月27日から61年４月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間①及び②に係る標準報酬月

額が、実際に支払われていた給与支給額と相違している。申立期間に係る標準報酬月

額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は申立期間①の後の昭和 59 年３月 13 日から７月 26

日までの期間において雇用保険の基本手当を受給しているが、その際の離職時賃金日

額１万 5,863 円を基に試算した報酬月額は 47 万 5,890 円となり、これに相当する標

準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よりも高い額となることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社が申立期間①当時において加入していたＣ基金（現在は、Ｄ基

金）における申立期間①に係る標準報酬月額の記録は、オンライン記録と一致してい

る。 

また、Ａ社において海外事業部の事務をしていた従業員は、「申立人は、ほかの社

員とは違い、１年契約（更新あり）の嘱託社員で、申立期間①当時はコックとしてＥ

国に建設会社の現地事業で働く日本人の食事を作るために派遣されていた。申立人の

給与は、基本給とそれ以外の手当の２段階制になっていたと思う。」と述べている。 

なお、Ｂ社の総務担当者は、「申立期間①当時の資料は一切残っていない。」と回

答しており、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確認すること

ができない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

  ２ 申立期間②について、申立人が提出した申立人の預金通帳により、昭和 60 年８月

の給与振込額は 52 万 7,761 円であることが確認できるが、当該金額を基に試算した

標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額よりも高い額となることが確認でき

る。 

しかしながら、Ａ社が申立期間②当時において加入していたＣ基金における申立期

間②に係る標準報酬月額の記録は、オンライン記録と一致している。 

また、Ａ社において海外事業部の事務をしていた従業員は、「申立人は、ほかの社

員とは違い、１年契約（更新あり）の嘱託社員で、申立期間②当時はコックとしてＦ

国に建設会社の現地事業で働く日本人の食事を作るために派遣されていた。申立人の

給与は、基本給とそれ以外の手当の２段階制になっていたと思う。」と述べている。 

なお、Ｂ社の総務担当者は、「申立期間②当時の資料は一切残っていない。」と回

答しており、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について確認すること

ができない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が申

立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11616                         

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年４月から38年４月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。

同社には昭和 37 年４月ごろから１年間くらい勤務していたと思うので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元従業員の回答から、申立人が申立期間において同社に勤務していたことはう

かがえる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によれば、同社が厚生年金保険の適

用事業所となったのは昭和 38 年７月１日であり、同社は申立期間において厚生年金保

険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、申立期間当時のＡ社の社会保険事務担当者は、「会社が厚生年金保険の適用事

業所になる前に、保険料控除をすることは無かった。」と述べている。 

さらに、前述の事業所別被保険者名簿から、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

た昭和 38年７月１日に資格取得した従業員 23名のうち、住所が判明した９名に対して

文書照会をしたが、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認することがで

きなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11617                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和53年11月１日から54年９月30日まで 

② 昭和54年10月１日から57年２月１日まで 

③ 昭和59年10月21日から60年３月２日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①、Ｂ社に勤務した申立期間②及びＣ社に勤務した申立期

間③に係る厚生年金保険の加入記録が無い。それぞれの申立期間を厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社の元事業主の回答により、申立人が申立期間①において

Ａ社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録によれば、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは昭和 55 年６月６日であり、Ａ社は申立期間①において厚生年金保険の適用事

業所となっていないことが確認できる。 

また、前述の元事業主は、「申立期間①当時は個人事業所で、厚生年金保険に加入

しておらず、従業員の給与から厚生年金保険料を控除していなかった。」と述べてい

る。 

なお、申立人が記憶していた同僚２名は連絡先が不明であることから、申立人のＡ

社における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録により、申立期間②のうち、昭和 54 年

11月 21日から 57年１月 20日までの期間については、申立人がＢ社に勤務していた

と認められる。 

しかしながら、オンライン記録によれば、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となっ



                      

  

た記録は無い。 

また、申立人が記憶していた元同僚は、「私がＢ社に勤務していた期間には、私は

国民年金に加入していた。会社は厚生年金保険に加入しておらず、保険料の控除もし

ていなかったと思う。」と述べている。 

なお、Ｂ社の元事業主は、「申立期間②当時の資料が無く、厚生年金保険料を控除

していたか否かは不明である。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間③について、雇用保険の加入記録及びＣ社の元事業主の回答により、申立

人が、申立期間③においてＣ社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、オンライン記録によれば、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは昭和 60 年３月２日であり、Ｃ社は申立期間③において厚生年金保険の適用事

業所となっていないことが確認できる。 

また、申立期間③当時にＣ社において社会保険事務を担当していた元従業員は、

「申立期間③当時、Ｃ社は設立したばかりで厚生年金保険に未加入だったので、事業

主に進言して同保険に加入してもらった。なお、加入前の期間には、従業員の給与か

ら厚生年金保険料を控除していなかった。」と述べている。 

なお、Ｃ社の元事業主は、「申立期間③当時の資料が無く、厚生年金保険料を控除

していたか否かは不明である。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を各事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11621                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和28年４月１日から同年６月30日まで 

② 昭和35年６月から同年12月まで 

③ 昭和36年２月から39年３月まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）、Ｃ社（現在は、Ｄ社）及びＥ社に勤務した申立期間①、②

及び③に係る厚生年金保険の加入記録が無い。当該期間中、厚生年金保険料が給与か

ら控除されていたはずなので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の

従業員に照会したが、いずれの従業員も申立人を知らず、申立人の勤務実態及び厚生年

金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、厚生年金保険記号番号払出簿によると、申立人の厚生年金保険被保険者資格取

得日は昭和 28 年７月１日となっており、健康保険厚生年金保険被保険者名簿と一致し

ていることが確認できる。 

なお、Ｂ社は、「申立期間①当時の関係資料等は無く、当時のことを知る者はいな

い。」旨回答していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険について確認する

ことができなかった。 

申立期間②については、Ｄ社は、「申立期間②当時の厚生年金保険及び健康保険組合

に係る名簿を調べたが、申立人の氏名は見当たらなかった。申立人は、同社に勤めてい

たかもしれないが、厚生年金保険に加入はしていなかったと思われる。同社の人事名簿

には正社員の記録はあるが、臨時工及び季節工の名簿は残っていない。申立人の氏名は

正社員の名簿にも無かった。」旨回答している。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の従業員に照会した

が、いずれの従業員も申立人を知らず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いに



                      

  

ついて確認することができなかった。 

申立期間③については、Ｅ社に勤務していた従業員の供述から判断すると、申立人が

同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｅ社に勤務していた従業員は、「自分は、入社後５年間は見習、その後５年

間は職人として勤務したが、厚生年金保険に加入したのは退職の１年ほど前からだっ

た。」旨、また、申立人を記憶している従業員は、「自分の厚生年金保険の加入は入社

から３年程経過してからであった。職人仲間で誰が厚生年金保険に加入していたかは分

からない。」旨、各々供述しており、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険の取扱い

について確認することができない。 

なお、Ｅ社は既に適用事業所になっておらず、元代表者及び当時の社会保険担当者と

される者の住所を特定することができないため、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の

取扱いについて確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の事業主による給

与からの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11622                    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和47年８月26日から48年５月29日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。同社には 48年５月 29日

まで継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の同僚の供述から判断すると、申立人は申立期間当時、同社に勤務していたこと

がうかがえる。 

しかし、申立人を含む複数の従業員の厚生年金保険加入記録と雇用保険加入記録は合

致している上、当該複数の従業員に自身の退職時期について確認したところ、いずれも

厚生年金保険と雇用保険の喪失時期は同時期であるとしており、当該従業員から、厚生

年金保険被保険者資格喪失後の事業主による厚生年金保険料の控除について確認するこ

とができない。 

また、オンライン記録において、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格喪失届は昭

和 47 年９月６日に届出され、当該届出の際に申立人の健康保険証が返納されている旨

の記載があることが確認でき、社会保険事務所（当時）の記録に不自然な点は見当たら

ない。 

さらに、Ｂ年金事務所は、申立人の国民年金の資格取得日を昭和 47年８月 26日とす

る国民年金記号番号が、48 年１月ごろに払い出されていることが推認できるとしてい

る。 

なお、Ａ社は、当時の資料を保管していないため、申立人の勤務実態及び厚生年金保

険の取扱いについて確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11623                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年11月９日から38年６月10日まで 

Ａ社で勤務した期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤務していたことは

確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元代表者の親族及び申立期間当時、同社に勤務していた従業員の供述から判断

すると、時期は特定できないが、申立人は、同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ａ社は厚生年金保険

の適用事業所としての記録は無い。 

また、Ａ社の現在の代表者は、当時の資料が無く、申立人の勤務実態は分からないが、

申立期間当時、同社は厚生年金保険の適用事業所になっていないとしている。 

さらに、Ａ社に勤務していた従業員は、給与から厚生年金保険料が控除されていたか

どうかについては不明としているため、当該従業員から、厚生年金保険料の控除を確認

できる資料を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11632 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和55年３月１日から56年３月１日まで 

             ② 昭和56年３月１日から同年６月22日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①及びＢ社に勤務していた申立期間②の厚生年金保険

の加入記録が無い。いずれも勤務していたことは間違いないので、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社の当時の上司及び同僚の供述により、申立人が同社に勤

務していたことは認められる。 

  しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、申立期間①当時の従業員に係る資料は入手できず、当時の代表

者は、「自分は、雇われ社長であり、実務には関与しておらず、申立人の勤務の実態

及び厚生年金保険料の控除については分からない。」と供述している。 

また、上記の上司は、「申立期間当時、Ａ社の従業員は厚生年金保険及び雇用保険

は同時に加入させていた。」と供述している。このことは、Ａ社に係る事業所別被保

険者名簿により、申立期間①当時に厚生年金保険に加入していることが確認できる複

数の従業員の雇用保険の加入状況を確認したところ、全員が雇用保険の加入記録と厚

生年金保険の加入記録がおおむね一致していることが確認できることからも裏付けら

れ、当時、同社では、従業員について、厚生年金保険と雇用保険の両方に同時に加入

させる取扱いであったことがうかがわれる。一方、申立人については、Ａ社において

雇用保険に加入した記録が認められず、同一の会社において、厚生年金保険と雇用保

険の両方に加入させる取扱いと、雇用保険には加入させず、厚生年金保険のみに加入

させる取扱いが併存して実施されていたとは考え難いことから、申立人は、同社にお

いて厚生年金保険にも加入していなかったと考えるのが自然である。 

 



                      

  

  さらに、上記被保険者名簿の整理番号に欠番は無く、記録訂正等の形跡も無いこと

から、申立人の記録が失われたとは考え難く、社会保険事務所（当時）の事務処理に

不自然さはみられない。 

２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録により、申立人がＢ社に勤務していたこ

とが確認できる。 

  しかし、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事

業所となったのは昭和 56年６月 22日であり、申立期間は適用事業所とはなっていな

いことが確認できる。 

  また、Ｂ社は、平成 13年３月 31日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、当時の従業員に係る資料は入手できず、当時の代表者は既に死亡していることか

ら、申立人の勤務の状況及び厚生年金保険料の控除等について確認することができな

い。 

  さらに、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿から、同社が厚生年金保険の適用事業所

となった日（昭和 56年６月 22日）に被保険者資格を取得した従業員のうち、連絡先

が判明した複数の従業員に照会したところ、いずれも申立期間②当時も厚生年金保険

料を控除されていたことについて確認できなかった。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の事業主による給与

からの控除について、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11633 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②及び④における厚生年金保険の標準報酬月額については、訂

正する必要は認められない。 

また、申立期間③について、厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録訂正を認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年８月１日から13年９月１日まで 

             ② 平成13年９月１日から14年１月31日まで 

③ 平成14年１月31日から15年３月１日まで 

             ④ 平成15年３月１日から16年５月31日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間①、Ｃ社に勤務した申立期間②及びＢ社

に勤務した申立期間④の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際の手取額約 52 万円よ

り低く記録されているので、正しい記録に訂正してほしい。また、Ｃ社に勤務した期

間のうち、申立期間③の加入記録が無いが、同社に勤務していたことは確かなので、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の住所地の所轄税務署から提出された平成 13 年分の

所得税の確定申告書の内容から、同年１月から同年８月までの期間については、標準

報酬月額44万円に相当する厚生年金保険料控除額を確認することができる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）が、当該事業主

が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態で

あったと認められる場合については、記録訂正の対象とすることはできない旨規定さ

れている。 

また、申立人は、平成13年７月から15年８月までの期間において、Ａ社及びＢ社

の代表取締役であったことが商業登記簿謄本から確認できる上、Ａ社及びＢ社の当時

の代表者（ただし、申立人が代表取締役であった期間を除く）並びに申立人が記憶し

 



                      

  

ている複数の同僚は、いずれも｢申立期間①当時、申立人は社会保険関係の事務手続

及び経理関係事務を一括して担当し、役所に対する各種届出などすべて申立人自身が

行っていた。｣と供述している。 

さらに、Ａ社に係るオンライン記録から、申立期間①当時に厚生年金保険に加入し

ていることが確認できる複数の従業員に照会したところ、そのうち二人が、「当時、

申立人は経理部長であり、社会保険事務も担当していた。」と供述していることから

判断して、申立人は、申立期間①当時、同社の社会保険及び給与計算に係る事務に関

与していたと認められる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、

平成 13 年分について、オンライン記録の標準報酬月額より高い標準報酬月額（44 万

円）に基づく保険料を事業主により給与から控除されていたと認められるとしても、

申立人は、上記のとおり、特例法第１条第１項ただし書に規定される「保険料納付義

務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該

当すると認められることから、当該期間については、同法に基づく記録訂正の対象と

することはできない。 

２ 申立期間②について、申立期間①と同様に、上記平成 13 年分の所得税の確定申告

書の内容から、標準報酬月額 44 万円に相当する厚生年金保険料控除額を確認するこ

とができる。 

しかし、Ｃ社における申立期間②当時の代表者、同僚及び従業員の供述から、申立

期間当時、申立人は社会保険関係の事務手続及び経理関係事務を一括して担当してい

たことが認められることから、上記１に記載のとおり、特例法第１条第１項ただし書

に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であ

ったと認められる場合」に該当すると認められ、当該期間については、同法に基づく

記録訂正の対象とすることはできない。 

３ 申立期間③について、Ｃ社における当時の代表者、同僚及び従業員の供述により、

申立人が当該期間も同社に勤務していたことは認められる。 

一方、オンライン記録により、申立人のＣ社における資格喪失日は平成 14 年１月

31日と記録されているが、当該記録は、同年 10月の算定処理を取り消され、15年３

月 31日付けでさかのぼって処理されていることが確認でき、同社における 23名の従

業員について、申立人と同様の処理がされていることが確認できる。 

しかし、上記２に記載のとおり、当時の代表者、同僚及び従業員の供述により、申

立人は申立期間③当時、Ｃ社において代表者及び取締役のいずれでもなかったものの、

社会保険関係の事務手続及び経理関係事務を一括して担当していたことが認められる

ことから、当該喪失処理を含めた社会保険事務について一定の権限を有していたと認

められる。 

これらを総合的に判断すると、当該事務の執行に当たっていた申立人が自らの資格

喪失日に係る訂正処理に職務上関与しながら、この処理が有効なものでないと主張す

ることは信義則上許されず、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日に係る記録の



                      

  

訂正を認めることはできない。 

また、申立期間②と同様に、平成 14 年分の所得税の確定申告書の内容から、標準

報酬月額 44 万円に相当する厚生年金保険料控除額を確認することができるものの、

上記１に記載のとおり、特例法第１条第１項ただし書に該当すると認められることか

ら、当該期間については、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

４ 申立期間④について、申立人から提出された平成 16 年分の所得税の確定申告書に

は、社会保険料控除額として約 25 万円が記載されているが、申立人の住所地の所轄

税務署から提出された平成 16 年分の所得税の確定申告書では社会保険料控除額は認

められず、記載内容が大きく異なっており、申立人から提出された関係書類の中には、

書類の信憑性
しんぴょうせい

も疑わせるような部分も確認できることなどから、これらの提出書類

により厚生年金保険料の控除を認めることはできない。 

また、仮に、申立人の厚生年金保険料が給与から控除されていたことが認められる

場合であっても、Ｂ社の当時の代表者、同僚及び従業員の供述により、申立人が同社

の代表取締役であり、社会保険関係の事務手続及び経理関係事務を一括して担当して

いたことが認められることから、上記３に記載のとおり、特例法第１条第１項ただし

書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態で

あったと認められる場合」に該当すると認められることから、当該期間については、

同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

５ なお、当委員会における本件調査・審議の終盤において、申立期間①、②、③及び

④に係る勤務実態や厚生年金保険の加入状況等について確認するとともに、「保険料

納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場

合」に該当するか否か、提出資料の信憑性
しんぴょうせい

を確認するための資料入手経路、資料原

本の確認等を行うため、申立人に繰り返し照会し、本人からの意見陳述の場への参加

を求めたものの、それに対する申立人からの回答は無かった。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11634 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和43年７月26日から44年１月15日まで 

             ② 昭和44年１月16日から同年３月30日まで 

Ａ大学（現在は、Ｂ法人Ａ大学）Ｃ部に事務補佐員として勤務していた申立期間①

及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。同大学に、各申立期間の在職が確認できる

人事異動通知書が保管されていたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ大学の人事異動通知書により、申立人が申立期間①及び②において、同大学Ｃ部に

事務補佐員として勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、オンライン記録及び適用事業所検索システムによれば、Ａ大学Ｃ部は

厚生年金保険の適用事業所にはなっていないことが確認できる。 

また、Ｂ法人Ａ大学は、「昭和 44 年４月以降の厚生年金保険の手続関係は、Ａ大学

事務局で一括して行うようになったが、それ以前の期間は、厚生年金保険の加入手続等

については、各部局ごとに独自に行っており、その取扱いは部局により異なっていた可

能性がある。Ｃ部が厚生年金保険の適用事業所になっていない理由は不明であるが、適

用事業所になっていないにもかかわらず、給与から厚生年金保険料を控除することは考

え難い。」と回答している。 

さらに、申立人は、当時の上司及び同僚を記憶しておらず、Ａ大学事務局に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人同様、昭和 44 年４月１日に厚生年金保険

の被保険者資格を取得している複数の従業員に照会したところ、そのうちの４人は、

「昭和 44 年３月以前からＡ大学Ｃ部に事務補佐員として勤務していたが、厚生年金保

険料を控除されていたか否かは覚えていない。」と供述しており、申立人同様、申立期

間の加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除



                      

  

については確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11635 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和61年９月26日から63年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

も勤務していたはずであり、昭和 63 年分の確定申告書を提出するので、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時のＡ社の営業担当責任者及び同僚の供述により、申立人は昭和 62 年 11

月ごろから同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人から提出された昭和 63 年分の所得税の確定申告書に記載され

ている社会保険料の額は、Ａ社での厚生年金保険被保険者資格の取得時(昭和 63 年３

月)における標準報酬月額を基に算出した社会保険料の約１か月分に相当する額であり、

加入記録のある 63 年３月分のみの保険料額であると認められ、申立期間について、厚

生年金保険料を控除されていたとは考え難い。 

また、Ａ社は、既に解散しており、当時の従業員に係る資料が入手できず、当時の代

表者は、「申立人の厚生年金保険の加入状況については不明である。」と供述している

ことから、申立人の勤務の実態及び厚生年金保険料の控除については確認できない。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間当時に厚生年金保険に加入

していることが確認できる複数の従業員に照会したものの、いずれも申立人の厚生年金

保険の加入状況等については確認できなかった。 

加えて、申立人は、申立期間に国民年金に加入し、その保険料を納付していることが

確認できる。 

また、雇用保険の加入記録は、厚生年金保険の加入期間の記録と一致しており、申立

期間の加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連



                      

  

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11641 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年９月から31年４月21日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の被保険者記録が無い。同

社には昭和29年９月から勤務していたので、申立期間についても厚生年金保険の被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和29年９月から継続して勤務していたとしている。 

しかしながら、Ｂ社から提出された「厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報

酬決定通知書」によると、申立人の厚生年金保険の資格取得日（昭和31年４月21日）は、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録と一致している。 

また、Ｂ社の現在の事業主に申立人の申立期間に係る勤務実態や厚生年金保険の適用

状況等について照会したが、事業主は、「当時から厚生年金保険の事務手続はしっかり

行っており、「厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」の記載内

容のとおり、申立人は昭和31年４月21日から厚生年金保険に加入していることは間違い

なく、それ以前については厚生年金保険の保険料も控除していない。」と回答している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で申立期間に被保険者であっ

たことが確認できる複数の従業員に申立人の勤務状況について照会したが、申立人を記

憶している者はいるものの、申立人の勤務開始時期等について確認することはできなか

った。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11644 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年１月26日から同年４月１日まで 

厚生年金保険の記録によれば、Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記

録が無い。同社に勤務していたのは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、申立人が平成３年４月１日から現在まで同社に継続して勤務していると回答

していることから、申立人が、申立期間において同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、申立期間は申立人の父が事業主であり、現在は兄が事業主となっ

ているが、同社は、当時の資料を保管していないことから、申立人の厚生年金保険の適

用状況について不明であると回答している。 

また、申立期間当時に勤務していた従業員４名に照会したところ、１名は、申立人の

ことは知っているが、申立期間の厚生年金保険の取扱いについて記憶していないとして

おり、もう１名は、申立人のことも厚生年金保険の取扱いもよく分からないとしており、

ほかの２名からは回答が得られなかったことから、これらの者から申立期間当時の厚生

年金保険の取扱いについて確認することができない。 

さらに、申立期間当時の社会保険担当者に厚生年金保険の取扱いについて照会したと

ころ、回答は得られなかった。 

加えて、オンライン記録によると、申立人は平成４年１月 26 日に厚生年金保険の資

格を喪失し、同年２月18日に健康保険証が回収されていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控



                      

  

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11650 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年10月１日から47年９月30日まで  

Ａ事業所に勤務した期間の加入記録が無い。２年間正社員として勤務したので、厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の供述から、勤務期間を特定することはできないものの、申立人がＡ事業所に勤

務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ事業所は、オンライン記録及び適用事業所検索システムにおいて、厚生年

金保険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ａ事業所の事業主は、既に死亡していることから、申立人の勤務状況や厚生年

金保険の取扱いについて確認することができない。 

さらに、オンライン記録によれば、Ａ事業所の事業主は昭和 45年５月１日から 62年

７月１日までの期間において厚生年金保険の加入記録は無く、また、上記同僚について

も、派遣元会社であるＢ社において厚生年金保険の被保険者記録が確認できる。 

加えて、上記同僚は、Ａ事業所に採用された従業員は厚生年金保険に加入していなか

った旨供述している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて、確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11651 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年８月21日から同年９月１日まで 

Ａ事務所（現在は、Ｂ法人）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加

入記録が無い。申立期間も同事務所に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ法人の回答により、申立人が申立期間においてＡ事務所に

勤務していたことが認められる。 

しかし、Ｂ法人は「中途採用の場合には、翌月初めに厚生年金保険の加入手続をして

いたことがあった。」と供述しているところ、Ａ事務所に係るオンライン記録において、

昭和 60年４月１日から平成元年 12月１日までに厚生年金保険の被保険者資格を取得し

た申立人を含む 26 人全員が、各月の１日付けで資格を取得していることが確認できる。 

また、オンライン記録において申立人と入社日が近いことが確認できる複数の従業員

に照会したところ、連絡の取れた従業員のうち１名は、「厚生年金保険の加入は入社１

か月後くらいであった。」と供述をしており、他の１名も「自分は８月 25 日に入社し

たが、厚生年金保険の加入は９月１日とされており、保険料は厚生年金保険加入の翌月

から控除された。」と供述している。 

さらに、申立人について、Ａ事務所が加盟しているＣ健康保険組合の被保険者資格の

取得日が昭和62年９月１日と記録され、オンライン記録と一致している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について、確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11652（事案3671の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和34年３月26日から同年11月３日まで 

             ② 昭和39年６月１日から同年10月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者委員

会に申し立てたが、記録を訂正できないとの通知を受けた。そのため、今回新たに、

各申立期間当時に同社で一緒に勤務した同僚１名の氏名を記載した資料を提出するの

で、再度調査して各申立期間も厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における同僚の供述により、申立人は、申立期間①当時、同社に勤務していたこ

とを推認することができる。 

しかし、Ａ社は、昭和 36 年に工場兼事務所が火事により全焼し、当時の資料を保管

しておらず、申立人の当時の勤務の実態や厚生年金保険の加入状況等について確認でき

ない。 

また、当時のＡ社の事業主の妻は、「申立人が勤務していたことは記憶しているもの

の、勤務期間については分からない。また、当時はしばらく様子をみてから厚生年金保

険に加入させていた。」と供述している。 

さらに、申立人と同期入社の同僚は「昭和 34 年３月に入社しているが、厚生年金保

険には入社して８か月後に加入しているので、当時は試用期間があったと思う。」と供

述しているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で確認できる上記同

僚の資格取得日は供述のとおり、昭和 34年３月から８か月後の同年 11月３日であるこ

とが確認できる。 

申立期間②について、Ａ社は、「申立人の当該期間当時の勤務の実態や厚生年金保険

の加入状況等については確認することができない。」と回答している。 

また、上記被保険者名簿から厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の従



                      

  

業員は、「申立人がＡ社で勤務していたことは記憶しているが、勤務期間や退職日につ

いては分からない。」と供述している。 

さらに、上記被保険者名簿において、申立人の被保険者資格の喪失年月日欄には「39.

６.１」の記載があり、昭和 39年の標準報酬月額算定基礎届を提出する必要がある同年

８月１日には、Ａ社には在籍していなかったと考えられる。 

以上の理由から、申立期間①及び②については、既に当委員会の決定に基づく平成

21年９月２日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、上記通知に納得できず、新たな情報として、「各申立期間に

一緒に勤務していたとする同僚の氏名を記載した資料を提出するので再調査してほし

い。」と再申立てを行っているところ、当該同僚は既に死亡しており、申立期間①及び

②に係る申立人の勤務期間や厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

以上のことから、申立人からの新たな情報については、委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情に当たらず、申立人は、申立期間①及び②の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11752 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年12月17日から35年７月31日まで 

    年金記録確認東京地方第三者委員会からの同僚調査で、私のＡ局に係る資格喪失日

が昭和33年12月16日であることが分かった。 

私はＡ局のＢ課内でＣ出張所に異動したので、その間の記録が漏れたのではないか

と思われる。同局には次の勤務先に勤務する直前の昭和 35年７月 31日まで勤務した

ので、申立期間も厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の同僚の供述から、申立人は、Ａ局において厚生年金保険の被保険者資

格を喪失した昭和 33 年 12 月 16 日以降も同局に勤務していたことを推認することがで

きる。 

しかしながら、Ａ局に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人と同

じく昭和 32年４月に入局した非常勤職員で、33年 12月まで在籍していた 36人のうち、

翌年４月に退職が決まっていた１人を除く 35 人全員が同年 12 月 16 日に一斉に厚生年

金保険の被保険者資格を喪失しており、申立期間当時に申立人と同様の業務に就いてい

た複数の同僚も、同日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

また、申立人と同日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した従業員に照会したとこ

ろ、複数の者が昭和 33年 12月ごろに臨時職員から雇員に任用替えがあった旨供述して

いる。 

さらに、上記従業員から提出のあった申立期間当時の給与明細書では、昭和 34 年１

月からは、厚生年金保険料は控除されておらず、共済組合の掛金が控除されていること

が確認できる。 

これらのことから、申立人についても、昭和 33 年 12 月 16 日以降もＡ局において厚

生年金保険料を控除されていたことは考え難く、同日に厚生年金保険の資格を喪失した



                      

  

と考えるのが自然である。 

加えて、申立人はＡ局Ｂ課内でＣ出張所に異動したとしているところ、同出張所に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したところ、申立人の氏名は確認できず、

健康保険番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11753 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和28年４月30日から30年12月30日まで 

Ａ社で勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社ではトラック運転

手助手として勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における具体的な業務内容及び同社の被保険者名簿で確認できる同僚二人の

氏名を正確に記憶していることから、期間の特定はできないものの、同社に勤務していたこと

は推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、同社が保管する「厚生年金台帳」に申立人の記録が無いことから、

厚生年金保険の被保険者としての届出は行っていなかった旨供述している。 

また、Ａ社の現在の総務担当者は、「当時、管理職であった者の話によると、現場作業員は

臨時で雇用し、勤務成績等により本採用としていたが、それまでは厚生年金保険に加入させて

いなかった。当該現場作業員の中には、本採用に至らなかった者も多かったようだ。」と供述

している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間当時に被保険者

であったことが確認できる従業員 18 人に照会したところ、そのうち二人から上記総務担当者

と同様の回答があり、また、そのうち、８人について、自身が記憶している入社日と厚生年金

保険の資格取得日に２か月から１年半の差異があることが確認できることから、同社は入社か

ら相当期間経過後に厚生年金保険に加入させる取扱いをしていたことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11754 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和34年７月１日から35年４月15日まで 

Ａ庁（現在は、Ｂ省）Ｃ本部に勤務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無

い。同庁同本部には暫定期間後に正規職員として登用するとのことで入所したが、そ

の後登用が無いため退職し、大学に入学した。大学の授業が始まる直前まで勤務して

いたので、申立期間も厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ省Ｃ本部から提出のあった在職証明書により、申立人が昭和 32 年９月１日から 35

年４月 15 日までの期間において、Ａ庁Ｃ本部に事務補助員として勤務していたことが

確認できる。 

しかし、Ｂ省Ｃ本部は、「申立人の厚生年金保険への加入等に関する資料は保存して

おらず、申立人の厚生年金保険料の控除について不明。」と回答している。 

また、Ａ庁Ｃ本部Ｄ研究所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人と

同じく昭和 33 年７月 21 日付けで厚生年金保険の被保険者資格を取得している 47 人の

従業員のうち、中途退職者を除く 36 人全員が、34 年７月１日又は２日に被保険者資格

を喪失していることが確認できる。 

さらに、上記 36 人のうち、住所が判明した６人に照会したところ、そのうち３人は

厚生年金保険の資格喪失後、昭和 34 年７月に共済年金に加入したとの回答があり、残

る３人のうち２人についても、オンライン記録から同月に共済年金に加入していること

が確認できる。 

以上のことから、申立人についても、同日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した

後、共済年金に加入したことも考えられるが、Ｂ省Ｃ本部は、「申立人の共済年金の取

扱いについては、確認できる資料が無く不明。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資



                      

  

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11755 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年11月から36年３月まで 

Ａ社(現在は、Ｂ社)に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同

社には義兄の紹介で入社し勤務していたことは確かなので、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間においてＡ社に勤務していた旨主張しているが、Ｂ社は、「当時の

資料を保管しておらず、申立人のＡ社における在籍期間及び給与からの保険料控除等に

ついては、分からない。」と供述している。 

また、申立人は、義兄の紹介でＡ社に入社した旨供述しているところ、義兄について

は、同社に係る事業所別被保険者名簿において申立期間を含め被保険者記録が確認でき

るものの、同人から供述が得られず、申立人の同社における勤務状況等を確認すること

ができない。 

さらに、申立人は、申立期間当時のＡ社の同僚を記憶していないため、上記被保険者

名簿で申立期間の勤務が確認できる複数の従業員に、申立人の勤務状況等を照会したが、

申立人を記憶している者はいなかった。 

加えて、上記被保険者名簿に申立人の氏名は確認できず、健康保険番号に欠番は無く、

申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11756 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間    ：  昭和39年３月１日から同年８月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。勤務期間

中の給料支払明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料支払明細書により、申立人が申立期間にＡ社に勤務してい

たことは確認できる。 

しかし、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（昭和 39 年３月１日）よ

り後の昭和 39 年４月分から同年７月分までの給料支払明細書において、健康保険料及

び厚生年金保険料として給与から控除されている金額の合計額と一致する金額が、同年

９月分の同明細書において「社会保険料差引分」として、申立人に還付されていること

が確認できる。 

また、申立人が厚生年金保険の被保険者資格を取得した昭和 36 年９月分の給料支払

明細書では、給与からの保険料控除が無いことから、Ａ社においては給与からの厚生年

金保険料は翌月控除の取扱いであったことがうかがえるところ、39 年８月分の同明細

書においては、厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11757  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年10月１日から９年４月１日まで 

    Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に同社の厚生

年金保険の加入記録がある同僚と一緒に働いていたので、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主及び同僚の供述により、申立人が申立期間に同社に勤務していたことは

推認できる。 

しかし、Ａ社の事業主は、「既に年金受給者であった申立人の希望により、入社時か

ら厚生年金保険に加入させず、その保険料を給与から控除していなかった。」と供述し

ている。 

また、オンライン記録によると、申立人について、Ａ社に入社直前の平成７年９月１

日に年金受給手続を行っており、同年 10 月５日に国民年金・厚生年金保険年金証書が

発行されていることが確認できることから、事業主の供述と符合する。 

さらに、国民健康保険の加入記録から、申立人は、申立期間を含む平成７年９月１日

から 20 年４月２日までの期間において、国民健康保険の被保険者であったことが確認

できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11764（事案1918の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年９月から27年８月まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者

委員会に申し立てたところ、同委員会から記録訂正のあっせんは行わない旨の通知が

あった。しかし、今回新たに、同僚二人の姓又は名を思い出したので、再度調査して

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ社は既に解散しており、同社から申立人の勤務

実態を確認することができないこと、申立人が記憶している同僚等からは、申立人の勤

務の実態や厚生年金保険の加入状況等について確認することができなかったこと等から、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21年３月 25日付けで年金記録

の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の申立てに当たっても、申立人は、申立期間に係る勤務事業所について、Ａ社の

Ｂ営業所又はＢ工場という名称であったとしているが、今回、申立人が記憶している事

業所の状況と同社の当時の従業員の供述から、申立人が申立期間当時に勤務していた事

業所は、Ｂ営業所又はＢ工場という名称ではなく、Ｃ工場という名称であったことが確

認できるとともに、複数の従業員の供述から、勤務期間は特定できないものの、申立人

がＡ社Ｃ工場に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、申立人を記憶している従業員において、Ａ社Ｃ工場における申立人の厚生年

金保険の加入状況については不明としており、また、申立人を記憶していないが、申立

人と同様な通訳の業務に携わり、申立期間当時、同社同工場で厚生年金保険の被保険者

資格を有していた者は、同社本社で試験を受け採用されたので、申立人のように同社同

工場で試験を受け採用された者の厚生年金保険の加入状況については不明であると供述



                      

  

している。 

また、申立人が当初名前を挙げた同僚３人について、Ａ社Ｃ工場に係る健康保険厚生

年金保険事業所別被保険者名簿により再度確認したところ、二人は確認できたものの、

一人は既に死亡しており、もう一人は連絡先が不明であることから、申立人の勤務状況

及び厚生年金保険の加入状況について確認することができない。 

さらに、今回、申立人が新たに同僚として挙げた二人については、同名簿により、一

人は確認できたものの、連絡先が不明であり、もう一人は確認できないことから、申立

人の勤務状況及び厚生年金保険の加入状況について確認することができない。 

加えて、同名簿によると、Ａ社Ｃ工場が厚生年金保険の適用事業所であった期間は、

昭和 27年４月１日から同年７月 30日までの期間であることから、申立期間のうちの一

部の期間については、厚生年金保険の適用事業所となってはいない。 

以上のことから、申立人からの新たな情報については、当初の決定を変更すべき新た

な事情に当たらず、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11765（事案3872の再申立て）                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和27年９月から29年２月まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者委員会に

申し立てたところ、同委員会から保険料控除を確認できる資料が無いなどの理由に

より、記録訂正のあっせんはできないとの通知があった。 

    しかし、年金記録が消えてしまったことに納得ができず、本名とは別のＢという名

前を使用していた時期があるため、再度調査して、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、同僚二人の供述により、申立人がＡ社に勤務して

いたことはうかがえるものの、同社の当時の事業主及び事務担当者は既に死亡している

ことから、申立期間に係る保険料控除等については確認することができないこと、申立

期間当時に厚生年金保険の被保険者資格を取得している従業員５人は、入社後相当期間

（最短７か月、最長 24 か月）経過後に資格取得しており、そのうちの二人の従業員は、

同社では従業員が入社してすぐには厚生年金保険には加入させていなかったと供述して

いること、また、別の従業員は、当時は社会保険への加入について関心が薄く、会社も

加入したいと言わなければ入れてくれない感じだったと供述していること等から、既に

当委員会の決定に基づく平成 21年９月 16日付けで年金記録の訂正は必要でないとする

通知が行われている。 

今回、申立人は、本名とは別のＢという名前を使用していた時期があるため、再度調

査して、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしいとしている。 

しかしながら、申立人がＡ社でＢという名前を使用していたことを記憶している従業

員を確認できたが、同社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、Ｂと

いう名前は無い。 



                      

  

また、今回新たに照会したＡ社の従業員は、給与の手取り金額が減るため厚生年金保

険の加入を希望しない者もおり、同社では従業員全員が厚生年金保険に加入していたわ

けではないと思うと供述している。 

さらに、申立人から提出されたＡ社の懇親会であるＣ会の名簿に記載された 36 人の

うち８人は、同社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿で確認することが

できない。 

そのほか当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11766 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和28年４月１日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和28年４月に入社したとしている。 

しかしながら、この入社時期についての申立人の記憶は明確なものではなく、Ａ社に

係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に、厚生年金保険被保険者資格取得日

が申立人と同じ昭和 28 年６月１日と記録されている従業員の一人は、申立人と一緒に

同年６月１日に入社したと供述しており、当時、社会保険事務を担当していた者も、申

立人と当該従業員は同時期に入社してきたと供述するとともに、厚生年金保険への加入

手続は入社時に行っていたと供述している。 

一方、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主の連絡先

が不明であることから、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の加入状況について確認す

ることができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11767 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年10月１日から42年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

も同社に勤務していたことは確かなので、厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の従業員の供述から、申立人が、申立期間内において同社に勤務していた

ことはうかがえる。 

しかしながら、申立期間当時、Ａ社において、入社日と厚生年金保険被保険者資格の

取得日が、数か月から数年相違する複数の従業員があり、従業員の中には、同社には試

用期間があった、事業主が従業員の勤務状況等を勘案して、厚生年金保険の加入手続を

行っていたと供述する者がある。 

また、Ａ社は、昭和 42 年６月１日にＢ厚生年金基金に加入しているが、同社に係る

事業所別被保険者名簿から、申立人を含む 30 人の従業員が同日に同基金に加入すると

ともに、厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、昭和 41 年９月に入社したとする従業員は、42 年６月１日に厚生年金保険被

保険者資格を取得しており、当該従業員から提出された給料支払明細書から、被保険者

資格を取得する前の給与から厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

加えて、Ａ社は既に解散しており、事業主の連絡先は不明であるため、同社の清算人

に照会したが、申立期間当時の資料は保存しておらず、申立人の勤務状況及び厚生年金

保険の加入状況について確認することができず、また、申立人が同僚として名前を挙げ

た者は既に死亡しており、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の加入状況について確認

することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資



                      

  

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11768 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和24年12月から25年10月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に勤務していたこ

とは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された昭和 25年４月 27日発行のＡ社の身分証明書から、期間は特定

できないものの、申立人が同社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、申立人が名前を挙げた同僚は、Ａ社には見習期間があったと思うと供

述している。 

また、Ａ社は既に解散しており、申立期間当時の事業主及び社会保険事務担当者も死

亡しているため、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の加入状況について確認すること

ができない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に欠番は無く、社会

保険事務所（当時）の記録に不自然さは見られない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11769 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和27年４月から28年７月１日まで 

② 昭和30年２月28日から35年まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、両申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に

は、昭和 27年４月から 35年まで勤務していたので、両申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の従業員の供述により、申立人が申立期間において同社に

勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人と同じ昭和 27 年４月にＡ社に入社したとする従業員及びその

従業員より１年後に入社したとしている従業員の厚生年金保険の資格取得日は、同社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、入社日から数か月後となっているこ

とが確認できることから、同社では、申立期間当時、必ずしも入社と同時に厚生年金保

険の加入手続を行っていなかったことがうかがえる。 

また、Ａ社は、申立期間当時の資料を保存しておらず、申立人の申立期間における勤

務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

申立期間②について、申立人は、申立期間も継続してＡ社に勤務していたと主張して

いる。 

しかしながら、申立人がＡ社を退職したとする昭和 35 年に在職していたとする従業

員３人は、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、31 年５月 31 日か

ら 34 年３月２日までの間に厚生年金保険の被保険者資格を喪失していることが確認で

きる上、そのうちの一人の従業員は、申立人が当該３人の従業員より先に退職したと供

述している。 

また、同名簿から、申立期間に厚生年金保険の被保険者資格を取得している複数の従



                      

  

業員に申立人の勤務状況等を照会したところ、申立人が申立期間に勤務していたことを

記憶している者はいなかった。 

さらに、Ａ社は、申立人の申立期間に係る当時の資料を保存しておらず、申立人の申

立期間における勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11770 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和37年12月12日から38年７月30日まで 

② 昭和52年６月から57年12月まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①及びＢ社に勤務していた申立期間②の厚生年金保険

の加入記録が無い。両期間とも勤務していたのは間違いないので、厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ｃ社から提出された人事記録から、申立人が昭和 37年 12月

18日から 38年２月 28日までの期間は臨時雇、同年３月１日から同年７月 29日までの

期間は臨時補充員、同年同月 30 日からは事務員としてＡ社で勤務していたことが確認

できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所になった

のは昭和 60 年４月５日であり、申立期間は適用事業所とはなっていないほか、申立人

は、厚生年金保険料を給与から控除されていたという明確な記憶が無い旨供述している。 

申立期間②については、申立人は、Ｂ社に勤務して厚生年金保険に加入していた旨申

し立てている。 

しかし、Ｂ社の当時の総務課長は、申立人と雇用契約を締結したが、その雇用契約に

おいて、申立人の労働時間は午前 10 時から午後４時までであり、厚生年金保険の加入

対象とならない契約内容であったため、厚生年金保険の加入手続を行っておらず、給与

から厚生年金保険料も控除していないと供述している。 

なお、申立期間②のうち昭和 52年６年から同年 12月までの期間は、国民年金の保険

料納付済期間、53 年１月から 57 年 12 月までの期間は、国民年金の法定免除期間とな

っている。 

このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関



                      

  

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案 11773 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和20年９月ごろから23年ごろまで 

Ａ社Ｂ支店に勤務した申立期間の加入記録が無い。同社には、現場監督の仕事で勤

務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社Ｂ支店在職当時の詳細な供述から、期間の特定はできないものの、申立

人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社労務部より分離独立したＣ社では、「正社員であれば、資格取得

手続及び資格喪失手続はきちんと行われていたと思う。申立人がＡ社の正社員であれば

厚生年金保険の加入記録があるはずである。当時は正社員に採用される基準が厳しく、

申立人は見習期間のまま退職した可能性が高い。」と供述している。 

また、Ａ社は、「申立期間当時の正社員の記録は、人事原簿として保管しているが、

申立人については記録が無く在籍が確認できないため、申立人は、申立期間に同社にお

ける正社員でなかった可能性が高い。また、（同社としては）入社後一定期間経過後に

正社員として採用していた。」旨回答していることから、申立人の申立期間における勤

務実態及び厚生年金保険料の控除については確認できない。 

さらに、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間当時、

厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の従業員に照会したが、申立人の申

立期間当時における勤務状況や厚生年金保険の加入状況等について確認することができ

ない上、申立人が記憶する元従業員の一人は「申立人を覚えていない。申立期間当時は、

（元従業員自身は）臨時社員として入社し、相当期間経過後に本採用となった。臨時社

員は厚生年金保険に加入しておらず保険料の控除は無かったと思う。」と供述している。  

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案 11774 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和51年２月23日から56年11月１日まで 

                          ② 昭和60年３月21日から62年10月１日まで              

    Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間①及び②について、厚生年

金保険の加入記録が無いことが分かった。しかし、当該期間も同社に継続して勤務

していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、雇用保険の加入記録、Ｂ社の回答及び同僚の供述により、入社

日は特定できないが、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社の当時の給与事務担当者及び同僚は、「当時の賃金支払方法につ

いて、タクシー運転手がその日の売上げの中から給与分を持ち帰るという日払方式も採

用していた。」と回答しており、申立人自身も「入社当初から日払方式だった。」旨の

供述をしているところ、当時の給与事務担当者は、「日払方式の運転手については、厚

生年金保険に加入の届出はせず、給与から保険料を控除しなかった。」と供述している。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立人の資格取得日である昭和56

年11月１日付けで、申立人の他に46名が資格取得していることが確認できるところ、当

時の事務担当者は、「厚生年金保険の未加入が多く、行政指導があったことにより一斉

に加入させたと思う。」と供述している。 

このほか、申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間②について、雇用保険の加入記録及び同僚の供述により、申立人が継続して



                      

  

Ａ社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人のＡ社におけるオンライン記録及び事業所別被保険者名簿によ

ると、同社において昭和60年３月21日に資格を喪失後、同年４月23日に申立人の健康保

険証が返納されたことが確認できる上、雇用保険の資格喪失日もオンライン記録と一致

していることから、当該期間当時、申立人について、資格喪失に係る事務手続がなされ

たことがうかがえる。 

また、申立人と同様に、Ａ社に継続して勤務していながら、同社の被保険者資格を喪

失し、資格を再取得するまでの期間が未加入となっている者が複数名確認でき、当時の

同僚は、「当該期間当時、同社の経営状態が悪く、社会保険料を滞納し、厚生年金保険

に加入させない従業員がいた。」と供述していることから、同社において日払方式に変

更し、従業員の被保険者資格を一時的に喪失させる取扱いがなされていたことがうかが

える。 

このほか、申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11775 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年５月６日から60年４月ごろまで 

申立期間について厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間についてはＡ社に勤

務し、給与から厚生年金保険の保険料が控除されていたと思うので、当該期間につ

いて厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び事業主の供述から、申立人は昭和 57年５月６日から 59年９

月20日までＡ社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、オンライン記録では、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったことは無く、

Ａ社の事業主は、「雇用保険には加入していたが、厚生年金保険の適用事業所ではない

ので、厚生年金保険料は控除していなかった。」と回答している。 

また、申立人から提出のあった昭和 57 年分給与所得の源泉徴収票における社会保険

料等の金額は厚生年金保険料が含まれておらず、雇用保険料相当の金額であることが確

認できる上、当時の同僚は、「当時の給与明細書において雇用保険料のみ控除されてお

り、厚生年金保険料は控除されていない。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11776 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和27年４月１日から31年２月１日まで 

             ② 昭和31年２月１日から38年６月１日まで 

             ③ 昭和39年２月18日から41年12月４日まで 

ねんきん特別便を見て、申立期間について脱退手当金の支給記録があることを初め

て知った。しかし、脱退手当金を請求した記憶も、もらった記憶も無いので脱退手当

金を受給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金が支給されたとする昭和 44 年

12 月２日の直前の同年 10 月１日に、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月

額等を社会保険庁（当時）から当該脱退手当金の裁定庁へ回答した記録が記載されてい

る上、申立人の事業所別被保険者名簿には、脱退手当金を支給したことを意味する

「脱」の表示が記されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間である３

回の被保険者期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、申立期間後の被保険者

期間は別の番号となっており、脱退手当金を受給したために番号が異なっているものと

考えるのが自然である上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11777 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和28年９月１日から31年10月１日まで 

Ａ社の加入期間については脱退手当金を受給したような記憶があるものの、Ｂ社の

加入期間は受給した覚えが無いので、当該期間について脱退手当金を受け取っていな

いことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の事務処理においては、脱退手当金を支給する場合、脱退手当金の請求書類とし

て提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給した旨の「脱」表示をするこ

ととされており、申立人が現在も所持している厚生年金保険被保険者証には、当該表示

が確認できることを踏まえると、申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求された

ものとは認め難い。 

また、申立人はＡ社の被保険者期間のみを脱退手当金として受給したとしているとこ

ろ、オンライン記録により、申立期間であるＢ社の被保険者月数 37 か月とＡ社の被保

険者月数48か月を合算した85か月を基礎として支給されていることが確認できる。 

さらに、健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者記号番号払出

簿の申立人の氏名は、旧姓から新姓に氏名変更されており、このうち厚生年金保険被保

険者記号番号払出簿の氏名変更処理日は昭和 38 年２月１日と記載されているが、申立

期間の脱退手当金は同年６月 25 日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当

金の請求に伴い氏名変更が行われたと考えるのが自然である。 

加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11778 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年１月６日から32年11月10日まで 

申立期間当時は脱退手当金の制度を知らなかったし、受給した記憶も無いので、脱

退手当金は受給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者手帳記号番号払出簿及び事業所別被保険者名簿には昭

和 33年３月 24日に氏名変更が行われていることが確認でき、申立期間の脱退手当金は

同年３月３日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に伴い氏名変

更が行われたと考えるのが自然である。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿、事業所別被保険者名簿

及び厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の

表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月半後の昭和 33 年３月３

日に支給決定されており、脱退手当金の支給に係る一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

さらに、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は通算年金制度創設前であり、申

立期間の事業所を退職後、厚生年金保険への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給す

ることに不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いという

ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11779 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年３月３日から41年３月21日まで 

60 歳になったときに自分の年金記録を確認したところ、脱退手当金の支給記録が

あることを初めて知った。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶も、受給した記憶も無いので脱退手当金を受給

していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた事業所の事業所別被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者原票

の女性被保険者のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 41 年３

月 21日の前後３年以内に資格喪失した者 28名の脱退手当金の支給記録を確認したとこ

ろ、21 名について脱退手当金の支給記録が確認でき、そのうち 20 名が厚生年金保険被

保険者資格喪失日から６か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、当該支給

決定の記録がある者の一人は、事業所がその請求手続をした旨の供述をしていることを

踏まえると、申立人の脱退手当金の請求についても、その委任に基づき事業主が代理請

求した可能性が高いものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立人の厚生年金保険

被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、

申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月半後の昭和 41 年６月９

日に支給決定されており、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11784 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和45年７月３日から46年11月５日まで 

             ② 昭和46年11月５日から47年12月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①及びＢ社に勤務した申立期間②の厚生年金

保険の加入記録が無い。それぞれの会社に継続して勤務し、申立期間中、厚生年金保

険料が給与から控除されていたはずなので、申立期間①及び②について厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社の複数の元従業員は、「当時、申立人が在籍していたか

否かは不明である。」旨供述していることから、申立人が当該期間において同社に勤務

していたことが確認できない。 

また、Ａ社は、オンライン記録によると、昭和 47年 12月１日に厚生年金保険の適用

事業所となっており、申立期間①は厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認でき

る。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会

したが、「入社後、すぐには厚生年金保険に加入しておらず、健康保険証を受け取った

記憶も無く、当社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 47年 12月１日より前に、

給与からの保険料控除も無かった。」旨供述しているなど、申立人が申立期間①におい

て厚生年金保険被保険者として保険料控除されていたことを確認することができなかっ

た。 

申立期間②については、申立人が勤務したとするＢ社は、オンライン記録及び適用事

業所検索システムによると、厚生年金保険の適用事業所となっていない上、申立人が主

張する所在地を管轄する法務局において、商業登記の記録を確認することができない。 

また、申立人は、「Ｂ社の当時の代表者及び同僚の氏名を記憶していない。」旨供述



                      

  

していることから、代表者及び同僚への照会ができず、同社における申立人の申立期間

②に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立期間①

及び②について、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11785 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年６月から平成10年２月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間中、同社には

継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社からの振込入金が確認できる預金通帳から判断すると、申

立人は、少なくとも、昭和 59 年５月から平成３年６月までの期間において、同社に勤

務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立期間当時のＡ社の社会保険担当者は、「当時、当社において、厚

生年金保険の被保険者の資格を有していた従業員は、正社員に限っており、申立人のよ

うな職務については、嘱託社員契約で採用していた。」旨供述している。 

また、申立人は、国民健康保険の加入記録によると、申立期間を含む昭和 54 年９月

１日から平成 20 年４月２日まで国民健康保険に加入していることが確認できる上、オ

ンライン記録によると、昭和 59年６月から 61年９月までの国民年金保険料を納付して

いることが確認できる。 

さらに、申立期間のうち、平成４年３月 30日から 10年２月までの期間については、

４年当時、厚生年金保険法では被保険者となり得るのは 65 歳未満の者とされており、

オンライン記録によると、申立人は、同年＊月＊日に 65 歳に到達したことにより、制

度上、厚生年金保険の被保険者となることができない期間であることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控



                      

  

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11786 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和27年４月１日から30年９月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。申立期間中、同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控除され

ていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事担当者は、「当時の人事記録が無いので、申立人の在籍は確認することが

できなかった。」旨供述している上、Ａ社の当時の代表者は既に死亡し、社会保険担当

者は所在不明であることから、同社における申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生

年金保険の取扱いについて確認することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員及び申

立人の記憶する元派遣従業員に照会したが、「申立人とは一緒に働いたことが無い。」

旨供述しているなど、申立人が申立期間において厚生年金保険被保険者として同社に勤

務していたことを確認することができなかった。 

また、申立人は、「申立期間において、Ａ社から健康保険証を受領した記憶は無

い。」旨供述している。 

さらに、申立人及びＡ社の同僚（実姉）は、厚生年金保険被保険者番号払出簿による

と、昭和 30 年９月１日に連番で番号が払い出されており、これは、同社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿における同人らの資格取得日（同年９月１日）と一致して

いることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚



                      

  

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11789 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年３月26日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

は、自身が代表取締役になり、設立した会社である。代表取締役として申立期間も継

続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 53 年７月からＡ社に継続して勤務していたが、申立期間の厚生年金

保険の被保険者記録が無く、申立期間を含めて同社の代表取締役を辞任したことも株主

総会で退任したこともないと主張している。 

しかし、商業登記簿謄本によれば、申立人は昭和55年８月 10日に代表取締役を辞任

後、56年３月 31日に取締役を辞任しており、同年 11月 27日から 58年 11月 27日ま

での期間に取締役に再び就任していたことが確認でき、取締役の就任期間とオンライン

記録の被保険者期間がほぼ一致している。 

また、Ａ社の元事業主は、「申立人が昭和 56 年３月に取締役を辞任したときに申立

人とフルコミッションの契約に変更した。」旨供述しており、申立人も「Ｂ県を重点的

に営業するために住所をＢ県に移したときにフルコミッションの出来高払い給与にし

た。」旨供述していることから判断すると、申立人の申立期間における同社との契約関

係に変更があったものと認められる。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によれば、申立人は、昭和 56年３月 26日

に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、同年 11 月１日に再度資格を取得し、57 年４

月１日に再度資格を喪失と記録されている上、健康保険被保険者証番号は連続しており、

不自然な欠番や訂正箇所は、見当たらないことから、社会保険事務所（当時）において、

申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連



                      

  

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11790 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 10月から 43年４月までのうちいずれの年も 10

月から４月までの７か月間 

② 昭和 43年 11月から 45年４月までのうちいずれの年も 11

月から４月までの６か月間 

③ 昭和 45 年 11 月から 46 年４月まで又は同年 10 月から 47

年４月まで 

Ａ社に勤務した申立期間①及び③、Ｂ社に勤務した申立期間②の厚生年金保険の加

入記録が無い。両社に正社員で採用され、酒造の仕事に従事したので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は昭和 38 年 10 月から 43 年４月までのうち、              

いずれの年も 10 月から４月までの７か月間ともＡ社に勤務していたと申し立ててい

るところ、雇用保険の加入記録から、申立人が 39年 11月 18日から 40年４月 25日

までの期間、同年11月17日から41年４月28日までの期間及び同年11月17日から

42年４月22日までの期間については同社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、申立人がＡ社に勤務していたと申し立てている昭和 38 年 10 月から 39 年

４月までの期間については、雇用保険に加入記録は見当たらず、また、42年 11月 14

日から 43年４月 16日までの期間についても、雇用保険の加入記録は無く、Ｂ社での

加入記録が確認できる。 

さらに、Ａ社の代表者は、「清酒製造期間だけの住み込みの季節的雇用の者につい

ては厚生年金保険に加入させていなかった。」と供述している上、申立人が直接使用

されていたとする使用責任者も既に死亡していることから、この者からは申立人の勤

務の実態や厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。  



                      

  

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間①に加入記録

のある 16 人の従業員に照会したところ８人から回答があったが、いずれも申立期間

①を通して申立人を記憶していなかった。 

その上、回答のあった上記従業員の一人は、短期雇用の者は厚生年金保険に加入し

ていない旨供述しており、Ａ社に係るオンライン記録からも、厚生年金保険被保険者

の資格取得と喪失を繰り返す短期雇用の者は、申立期間①当時には厚生年金保険の加

入記録が無く、昭和 46年 11月から厚生年金保険に加入し始めたことが確認できるこ

とから判断して、同社では、季節的雇用者については申立期間①当時、厚生年金保険

に加入させていなかったことがうかがわれる。 

一方、申立期間①のうち、Ｂ社における申立人に係る雇用保険の加入記録がある昭

和 42年 11月 14日から 43年４月 16日までの期間について、Ｂ社に係るオンライン

記録では、申立人は、当該期間における同社の厚生年金保険被保険者としての記録が

確認できず、厚生年金保険の資格取得と喪失を繰り返す短期雇用の者は、43 年 11 月

から厚生年金保険に一斉に加入し始めたことが確認できる。 

なお、申立人は、「地方出身者は国民健康保険に加入していなければ採用されな

い。」と供述しているほか、昭和 39 年２月から申立期間①を通して国民年金の保険

料納付記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②ついて、申立人は、昭和 43 年 11 月から 45 年４月までのうち、いずれ

の年も11月から４月までの６か月間ともＢ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、雇用保険の加入記録から、43年 11月６日から 44年４月 17日までの期間

及び 44年 11月９日から 45年４月 20日までの期間について、申立人のＡ社における

加入記録が確認できる。 

また、Ｂ社は、申立人を知らないと回答しているほか、同社から提出された、季節

的雇用者の所在地の町長あてに、同町から働きに来ている季節的雇用者が厚生年金保

険に加入したことを証明するため発行した「国民年金・健康保険被保険者資格異動証

明」には、申立人の氏名が記載されていない。 

さらに、Ｂ社に係るオンライン記録から申立期間②に加入記録のある８人の従業員

に照会したところ、４人から回答があったが、申立期間②を通して申立人を記憶して

いる者はおらず、申立人が直接使用されていたとする使用責任者の氏名を申立人は記

憶していないことから、これらの者から申立人の勤務の実態や厚生年金保険の取扱い

について確認することができない。 

一方、Ａ社の代表者は、「清酒製造期間だけの住み込みの季節的雇用の者について

は厚生年金保険に加入させていなかった。」と供述している上、申立人が申立期間①



                      

  

当時において直接使用されていたとする使用責任者は、既に死亡していることから、

この者からは申立人の勤務の実態や厚生年金保険の取扱いについて確認できない。  

また、Ａ社に係るオンライン記録によれば、厚生年金保険被保険者の資格取得と喪

失を繰り返す短期雇用の者は、昭和 46年 11月から厚生年金保険に加入し始めたこと

が確認できる。 

なお、申立人は、「地方出身者は国民健康保険に加入していなければ採用されな

い。」と供述しているほか、申立期間②に係る昭和 43 年 11 月から 44 年６月までの

期間及び 44年８月から 45年８月までの期間、国民年金の保険料納付記録が確認でき

る。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

３ 申立期間③について、申立人は昭和 45年 11月から 46年４月まで又は同年 10月か

ら47年４月までのいずれかの期間にＡ社に勤務していたと申し立てている。 

 しかし、申立期間③に係る昭和 45 年９月１日から同年 12 月 26 日までの期間につ

いては、別の会社において厚生年金保険の加入記録がある上、当該期間における雇用

保険の加入記録が上記厚生年金保険の加入記録（会社名を含む）と一致しているほか、

45 年 12 月 27 日以降の期間において、申立人に係る雇用保険の加入記録が無いこと

から、申立人が申立期間③当時にＡ社に勤務していたことを確認することができない。 

また、申立人が主張する申立期間③について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿では、昭和 46年 11月から短期雇用の従業員を厚生年金保険に加入させて

いる記録が見られるものの、同被保険者名簿において、申立人についての加入記録が

見当たらず、このことについて、同社では、現在となっては、申立人を含め申立期間

③当時に短期雇用の従業員について厚生年金保険の加入の扱いをどのように区分して

いたか不明と回答している。 

さらに、申立期間③当時に、申立人が直接使用されていたとする使用責任者は、既

に死亡している上、同時期に新規にＡ社へ入社したと考えられる従業員７人に照会し、

回答のあった３人は、いずれも申立人を知らないと回答していることから、これらの

者から申立人の勤務の実態や厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

加えて、申立人には、昭和 45 年 12 月から 47 年４月までの期間、国民年金の保険

料の納付記録が認められる。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11791 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和36年８月１日から同年10月１日まで 

             ② 昭和36年10月１日から37年12月30日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①及びＢ研究所に勤務していた申立期間②について、

厚生年金保険の加入記録が無い。結婚後両社に勤務していたので、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、結婚後にＡ社に勤務していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事

業所となったのは、申立人が退職後の昭和39年５月22日であることが確認できる。 

また、申立期間①当時の事業主は、既に死亡している上、当該期間に勤務していた

と考えられる従業員の所在が把握できず供述が得られないことから、申立人の申立期

間①におけるＡ社での在籍状況及び厚生年金保険の取扱状況について確認することが

できない。 

さらに、申立人は、申立期間①当時におけるＡ社の上司や同僚を記憶しておらず、

これらの者から申立人の勤務の実態や厚生年金保険料の控除等の事実について確認す

ることができない。 

加えて、申立期間①当時に夫が勤めていた当時の会社に係る事業所別被保険者名簿

には、扶養者がいたことを示す印が確認でき,申立人も、健康保険について、「結婚

後から夫の家族保険に加入していた。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の事業主による控除について

は、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給



                      

  

与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人は、申立期間②当時、Ｂ研究所においてデザイナーと

して勤務していた旨申し立てており、従業員二人が申立人を記憶している旨供述して

いることから判断して、申立人は、勤務の期間は特定できないものの、申立期間②当

時、同研究所に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、Ｂ研究所に係る事業所別被保険者名簿によると、同研究所が厚生年金保険

の適用事業所となったのは、申立人が退職後の昭和 38年５月 29日であることが確認

できる。 

また、申立期間②当時のＢ研究所の代表者は既に死亡している上、当時の経理担当

者は連絡先が不明のため供述を得ることができないことから、申立人の申立期間②に

おける同社での在籍状況及び厚生年金保険料の控除等の事実について確認することが

できない。 

さらに、申立人は、健康保険について、「結婚後から夫の家族保険に加入してい

た。」と供述しており、申立期間②当時に夫が勤めていた当時の会社に係る事業所別

被保険者名簿には、扶養者がいたことを示す印が確認できる。  

このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による控除について

は、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、

厚生年金保険の被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11792 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年４月１日から57年４月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店に勤務していた申立期間について、厚生年金保険

の加入記録が無い。自分は同営業所にアルバイトとして採用され、勤務していたの

で、当該期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｃ支店にアルバイトとして勤務していたので、厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい旨申し立てている。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社Ｃ支店が厚生年金保険の適用事業所と

なった記録は確認できない。 

また、申立人は、上司及び同僚として３人の氏名を挙げているが、「ご迷惑がかかる

と申し訳ないので証言をお願いするのはご容赦願います。」と供述しており、これらの

者から供述を得ることができないことから、申立人の申立期間当時におけるＡ社Ｃ支店

での勤務状況を確認することができない。 

さらに、申立人は、在籍が確認できる資料として、Ａ社Ｃ支店の中で、申立期間当時

撮影された、申立人と同僚３人が写っている写真を提出しているが、当該写真に写って

いる同僚３人の氏名を記憶していないことから、これらの者から申立人が申立期間当時

に、Ａ社Ｃ支店に在籍していたことを確認することができない。 

そこで、現在のＢ社に、申立期間当時のＡ社Ｃ支店の厚生年金保険の適用状況及びＡ

社（本社）における申立人の雇用の有無等について照会したところ、申立期間当時Ａ社

Ｃ支店は適用事業所では無かったと回答しており、加えて、Ａ社（本社）における申立

人の雇用の事実があったかどうかは不明と回答している。 

また、Ｂ社は、申立期間当時、Ａ社（本社）の社会保険加入条件は、「正社員のみ年

金加入手続を行っており、パート・契約・臨時の扱いの者については加入手続を行って



                      

  

いなかった。」と回答している。 

さらに、申立人に係る雇用保険の加入記録は確認できない上、申立期間当時のＡ社

（本社）の事業所別被保険者名簿を確認したところ、申立期間当時に申立人の氏名は見

当たらないことから、申立人の申立期間における同社での勤務の実態を確認することが

できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 


